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 【要 旨】 
 
	 イノベーションの重要性が高まっているが、研究開発の効率性は低下している。日本
のイノベーション・システムは大手企業の自前主義から外部連携によるネットワーク型
に変化し、その中でもシステム全体の鍵となるのは研究開発型の中小企業の役割である
とされている。こうした中で企業の技術連携が新たなイノベーションを創出することが
有効な戦略となっているが、従来の技術連携に関する研究は、大手企業に関心が集中し、
中小企業の技術連携に関してはデータの制約のためもあって研究の蓄積が乏しい。また、
技術連携の分析レベルにおいては、ほとんどが産業、企業レベルでの分析であり、企業
を構成する組織、個人に関する研究蓄積は十分とは言い難い。また、日本企業はオープ
ン・イノベーションの流れへの対応が不十分とされ、他国に比べ技術連携に比較的に消
極的であると言われていることから、他国との国際比較を行うことの有用性があるが、
比較研究が乏しい。 
	 こうした問題認識から、本研究では、個人、企業、国という各レベルにおける技術連
携の実証研究を行っている。研究者個人レベルの分析の結果、技術連携が個人レベルで
の研究の多様性をもたらすことを定量的に明らかにするとともに、そうした多様性をも
たらすプロジェクト運営の条件を考察した。次に、企業レベルの研究では、日本の中小
企業の技術連携の成果に影響を与えている要因は、戦略的要因としてコア技術レベルが
影響を与え、組織的要因としては、研究開発組織体制の専任度合いと教育充実度が技術
連携の成果に影響を与えていることが示された。また、日韓比較による国レベルの比較
分析からは、韓国は日本に比べて、中小企業の技術連携への参加割合は日本に比べて高
いこと、そして、技術連携の成果に影響を与える要因については、韓国では戦略的要因
としてはビジョンの浸透度が重視され、組織的要因としては教育充実度が影響すること
が示された。併せて実施したインタビュー調査による定性分析等から、技術連携のメカ
ニズムについて考察した。 
	 
 【ABSTRACT】 
 
 The importance of innovation is growing but, the efficiency of research and 
development is declining. Japan's innovation system will change from it's principle 
of self-sufficiency of leading companies to a network type depending upon external 
cooperation.  In that also, the key of the entire system is said to be the role of 
research and development of small and medium-sized enterprises. 
 In such, companies of collaboration creating new innovation are becoming an 
effective strategy however, as for studies on prior collaboration, the accumulation of 
the research is poor because of data limitations for the collaborations of small and 
medium-sized enterprises, due to focused interest on major companies.  
 In addition, on the analysis level of collaboration, it is mostly analysis at the 
industrial and enterprise level, it is difficult to say there is enough research 
regarding organizations that make up the company and individuals. Also, there is 
usefulness in performing an international comparison but, the comparative studies 
are poor because there is an insufficient response to the flow of open innovation 
from Japanese companies; it is said to be relatively negative and passive when 
compared to collaborations in other countries. 
 From recognition of these problems, in this study, we have carried out empirical 
studies of technological collaborations at each level: individual, enterprise, and 
national. Together with the results of the analysis of individual researchers and 
quantitatively discussing collaboration bringing diversity of research at the 
individual level, I discussed the conditions of project management that bring about 
such diversity. Next, on the research at the enterprising level, factors that affect the 
results of the technical collaboration of Japan's small and medium-sized enterprises, 
given the core technological level is affected as a strategic factor, it has been shown 
that organizational factors, the full-time degree of research and development 
organizational structures and adequacy of education, affect the results of 
collaboration. In addition, from the comparative analysis on the national level 
between Japan and Korea, compared to Japan, South Korea has a higher 
percentage of participation of small and medium-sized enterprises toward 
collaboration, also, it was indicated that, in South Korea, the degree of penetration 
of the vision as a strategic factor is emphasized as well as the adequacy of education 
 as an organizational factor affect the results of the collaboration. In conjunction, the 
mechanisms of collaboration were discussed from a qualitative analysis conducted 
by interview surveys. 
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 1 
１．はじめに 
 
１．１	 企業活動とイノベーション 
	 企業が研究開発に投資を行う目的を追求すると、結局企業の研究開発は企業成長のエ
ンジンであると考えられているからである（Morbey et al, 1990）。研究開発活動により、
新製品・新技術が開発され、その産物が企業の成長に貢献するという循環構造が企業の
持続的成長において基本となる意味合いである。このような、企業が新製品・新技術を
創出する行動についてシュンペーターは「イノベーション」という言葉を用いて議論し
ている。シュンペーターの「経済発展の理論」の中で、経済発展は、人口増加や気候変
動などの外的な要因よりも、イノベーションのような内的な要因が重要な役割を果たし、
イノベーションとは、新しいものを生産する、あるいは既存のものを新しい方法で生産
することであり、イノベーションの例として、（１）創造的活動による新製品の開発、
（２）新生産方法の導入、（３）新マーケットの開拓、（４）新たな資源（供給源）の獲
得、（５）組織の改革などを挙げている（Schumpeter,J.A.1926）。 
	 また、OECD Oslo manual ではイノベーションをプロダクト・イノベーション、プ
ロセス・イノベーションと２種類に分けて分類している。プロダクト・イノベーション
は、新製品あるいは新サービスの市場への投入として定義されている。新製品あるいは
新サービスには、機能・性能・設計・原材料・構造・用途を新しくしたものだけではな
く、既存の技術を組み合わせたものや既存製品あるいは既存サービスを技術的に高度化
したものも含まれている。ただし、製品あるいはサービスの機能面や使用目的が既存の
ものと変わらない単なるデザインのみの変更、他社製品サービスの単なる販売・提供は
含まない。プロセス・イノベーションでは、新しいプロセスの導入または既存プロセス
の改良として定義され、製品・サービスの製造・生産方法あるいは物流・配送方法の新
規導入や改良だけではなく、製造・生産あるいは物流・配送をサポートする保守システ
ムやコンピュータ処理などの新規導入や改良も含まれている。シュンペーターのイノベ
ーションの定義は幅広い領域で使われているが、近年の研究においては、科学的発見や
技術的発明を洞察力と融合し発展させ、新たな社会的価値や経済的価値を生み出すこと
と定義している（内閣府、第３期科学技術基本計画）。 
	 企業は持続的投資により、研究開発活動を推進しているが、研究開発活動は、不確実
性が高く、投資に対する利益の獲得を予測することは難しく、リスクが伴うことであり、
企業の研究開発活動が売上げや利益に結びつかない場合が多いことは日本のみに限ら
ず全世界でみられ、企業が抱えている大きい課題の一つである。 
	 榊原（2003）では、企業の研究開発費対設備投資費を用いて日本製造業の研究開発
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効率が低下していることを指摘し、その理由として（１）イノベーションの変化、（２）
研究開発マネジメントの特徴を挙げている。（１）イノベーションの変化は、従来の日
本企業はプロセス・イノベーションに注力し、成果を上げてきたが、生産地・中国の台
頭などにより、プロダクト・イノベーションの重要性が増し、研究開発の成果をあげる
のが難しくなっている。また、製品の構造（アーキテクチャー）がクローズなアーキテ
クチャーからオープンなアーキテクチャーに変わったことが研究開発の効率低下の背
景であると主張している。（２）研究開発マネジメントの特徴について、日米を比較し
てみると米国企業の特徴を表現するキーワードは、多産多死、強い目的志向・結果志向、
ステージ・ゲートシステムなどの非人格的管理手法の利用、積極的な外部資源の活用な
どであることに比べ、日本企業の特徴を表現するキーワードは、少産少死、プロセス志
向、「目利き」と呼ばれる特定個人の判断とセレンディピティ（serendipity）、社内資
源と社内的努力の重視などであり、このような差が日本企業の研究開発効率低下に影響
していると主張している。つまり、1980 年代、1990 年代に様々な産業で世界のイノベ
ーションをリードしてきた日本企業が、2000 年代に入ってからは一部の企業は現在に
おいても最先端を行き、非常に強い技術力を維持している一方、家電製品産業などの業
界においては、日本企業が世界のイノベーションに後れをとっている現状について、イ
ノベーションの変化と研究開発マネジメントの特徴が原因であると捉えることができ
る。また、過去１０年から２０年の間に世界で成長したオープン・イノベーションの流
れの進展、そして日本企業の多くがその流れに素早く対応できなかったことが日本企業
の研究開発効率低下の原因であると考えられる。 
 
１．２	 オープン・イノベーション 
	 オープン・イノベーションとは、企業内部のイノベーション関連の活動が製品の製造
やサービスの企業内部における開発に繋がる伝統的な垂直統合型モデル（クローズド・
イノベーション）に比べ、企業内部のイノベーションを促進するために、意図的に情報
や知識を外部から取り入れたり、外に発信したりし、外部におけるイノベーションの利
用を拡大するという概念である（Chesbrough,2006）。1.1 で述べたような日本企業の
研究開発効率低下の原因として挙げられたイノベーションの変化、社内資源と社内的努
力を重視する傾向とは反対の概念であるオープン・イノベーションはイノベーションを
創造するための新しいパラダイムとなった。企業は自社のイノベーションを推進するた
めに自社内のアイデアだけではなく、外部のアイデアも積極的に取り入れるべきであり、
自社のアイデアの市場投入においても自社のみならず他社を通じることも視野に入れ
るべきであるということがオープン・イノベーションの基本的な考え方である。
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Chesbrough は様々な研究結果と統計データに基づいてイノベーションの主流がクロ
ーズド・イノベーションからオープン・イノベーションにシフトしていると主張してお
り、この主張に関して多くの研究者がオープン・イノベーションは企業のイノベーショ
ンを促進するために不可欠なことであると述べている (Powell&Grodal,2005; 
Raybaud&Morel,2007; OECD,2008; Mehlman et al.,2010)。オープン・イノベーショ
ンは従来にない近年新しく現れた現像であるわけではなく、以前から企業は産学連携、
企業間技術連携を行っており、特許庁（2009）の報告書では、オープン・イノベーシ
ョンの概念は日本企業にとって新しい概念ではないという産業界の意見が紹介されて
いる。また、Trott&Hartmann(2009)の研究では、オープン・イノベーションの各原則
が古くから知られていたことを事例分析により明らかにしている。つまり、Chesbrough
が 2003 年にオープン・イノベーションを提唱するかなりの前からオープン・イノベー
ションが企業によって活用されていたことを示していることである。オープン・イノベ
ーションは明確に定義・分類することは難しいが、その概念からすると、外部資源を積
極的に活用することであり、その活用は研究開発の段階から事業化の段階まで幅広く捉
えることが必要である。 
 
１．３	 問題意識と本研究の構成 
	 前述のように、企業活動において、イノベーションは重要な役割を果たしているが、
企業の研究開発効率は低下している。このような背景から、企業が連携により、新たな
イノベーションを創出することが有効な戦略の一つとして挙げられている。一方、中小
の製造企業のイノベーションが注目を集めている。従来の下請け中心の中小企業が脱下
請けのために、新製品、新技術を開発し、市場と事業領域を拡大していくことは、今後
成熟期に入っている中小企業において求められる能力でもある。 
	 元橋（2006）は、日本のイノベーション・システムが大手企業の自前主義から外部
連携によるネットワーク型に変化する中で、システム全体の鍵となるのは研究開発型の
中小企業の役割であると主張している。また、西村（2003）は「中央研究所の時代か
ら産学連携の時代」にシフトしつつあることから、企業間、産学官連携のような技術連
携の増加傾向が認められることを示している。研究開発における技術連携は、世界的に
みても増加する傾向であり、図業１−１に見られるように、企業間技術連携は 1970 年
代末から大きく増加した（Hagedoorn,2002）。 
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図表１−  1	 技術連携件数の推移  
出典：Hagedoorn(2002), p480, Fig1 
 
	 このように重要性が認められ、イノベーション戦略の一つとして有効であるとされる
技術連携に関する研究では、大手企業に関心が集中し、中小企業の技術連携に関しては
データの制約のためもあって研究の蓄積が乏しい（岡室、2009）。また、技術連携の分
析レベルにおいては、ほとんどが産業、企業レベルでの分析であり、企業を構成する組
織、個人に関する研究は筆者が調べた限りではほとんど存在しない。そこで本研究では、
主に以下５つの論点を定量的・定性的に明らかにすることを目的とする。 
 
1） 技術連携は研究者個人にどのような影響を与えるのか？ 
2） 中小企業の技術連携はどのように行われているのか？ 
3） 技術連携が成功する要因は何か？ 
4） 日本企業の技術連携の現状は独特のものであるのか？ 
 
	 本章の構造を図表１−２で示している。第 2 章では、先行研究のレビューを行う。先
行研究のレビューでは技術連携に関する理論的研究を１）取引コスト理論、２）経営戦
略論、３）組織間関係論、４）産業組織論、５）ネットワーク論からの視点からレビュ
ーする。また、先行研究のレビューにより技術連携の定義と範囲を明らかにする。 
	 第 3 章では、本研究の分析フレームワークを提示する。先行研究のレビューから得ら
れた背景から本研究の分析のフレームワークを導出する。本研究では個人の分析、企業
レベルでの分析と国レベルでの分析に着目している。 
	 第 4 章では、本研究の最小の研究対象として、個人レベルの分析を行う。個人レベル
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Fig. 1. The growth of newly established R&D partnerships (1960–1998).
decreasing again, to about 500 new partnerships. How-
ever, this number is still considerably higher than the
figures found for most years since the early 1980s.
In other words, there is a clear pattern of growth
in the newly made R&D partnerships if one looks at
the historical data since 1960. In the early years of
these four decades, there is a steady growth pattern
with an acceleration since the 1980s. Although there is
definitely need for both more data on a longer period
and more extensive research on this pattern of growth,
data on the recent period could reveal a more cyclical
growth pattern as indicated by the clear peaks and
downturns in Fig. 1.
In the literature, the explanation for this overall
growth pattern of newly made R&D partnerships is
generally related to the motives that ‘force’ compa-
nies to collaborate on R&D. Major factors mentioned
in that context are related to important industrial and
technological changes in the 1980s and 1990s that
have led to increased complexity of scientific and
technological development, higher uncertainty sur-
rounding R&D, increasing costs of R&D projects,
and shortened innovation cycles that favor collabo-
ration (see Contractor and Lorange, 1988; Dussauge
and Garette, 1999; Hagedoorn, 1993, 1996; Mowery,
1988; Mytelka, 1991; Nooteboom, 1999; OECD,
1992).
It is important to note that this growth pattern of
inter-company partnerships seems an autonomous
phenomenon and it does not appear to be directly
influenced by increased public funding of R&D part-
nerships, for instance through a variety of programs in
the USA and the European Union. First, the MERIT-
CATI data only refer to partnerships that are exclu-
sively sponsored by participating companies and they
are not established through public funding. Second,
there could be a more indirect effect of public fund-
ing as partnerships that were previously funded are,
at a later stage, continued by the same partners as if
they were ‘new’ partnerships. However, research by
Hagedoorn and Schakenraad (1993) and Peters et al.
(1993) reveals that for major fields of technology,
such as information technology, biotechnology and
new materials, public funding has little or no effect
on the growth of R&D partnerships of companies.
In the above I indicated that previous contribu-
tions had already established that during the 1970s
and 1980s the relative share of joint ventures in the
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の分析では、技術連携が企業所属の研究者個人へどのような影響を与えるのかについて
分析を行うものである。 
 
 
図表１−  2	 本研究の構造  
 
	 第 5 章では、第２の研究対象として企業レベルの分析を行う。具体的には、技術連携
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の研究において研究の蓄積が乏しく、今後求められる研究領域である中小企業の技術連
携について、アンケート調査による定量分析とインタビュー調査による定性分析を行い、
中小企業の技術連携における成功要因は何であるかを明らかにする。 
	 第 6 章では、国際比較を行い、アンケート調査とインタビュー調査で得られた結果が
日本中小企業の独特の現状であるのかについて検証を行う。技術連携の研究領域におい
て、国際比較を扱っている研究はほとんどない。そのために、国際比較によって、技術
連携の成果要因における共通点と独自性を導くことができるのであれば、このような比
較は有意義であろう。 
	 最後に第７章では、本研究で得られた内容に基づいて学術的、実践的なインプリケー
ションを含む内容を総括する。 
	 本研究は、次の４つの特徴を持っている。第 1 に、本研究では、技術連携による影響
を個人レベルで分析していることである。従来の研究の多くは、産業レベル、企業レベ
ルでの分析が主な研究対象となり、個人にどのような影響を与えているのかについての
研究の蓄積は乏しい。本研究では、技術連携プロジェクトに参加した研究者個人へ着目
し、その個人の変化を分析の対象としている。技術連携の影響は、企業の視点だけでな
く、研究者という個人の視点で分析する必要があると考えたからである。 
	 第 2 に、本研究は、中小企業の企業同士の技術連携を分析対象としていることである。
従来の研究の多くは技術連携の分析において、大手企業を対象としているか、中小企業
を対象に含めていても規模と環境の差を考慮していない。このようなことは岡室（2006）
でも指摘されている。しかし、中小企業は規模、体力、マネジメントなど、大手企業と
は大きく異なっていることから、技術連携を研究するうえで、両者を区別して分析する
必要がある。また、元橋（2006）が述べるように日本のイノベーション・システムに
おける中小企業の役割が重要となってきていることから、既存研究の乏しい中小企業に
焦点を当てた研究の必要性が高いと考えたからである。また、技術連携の研究において、
ほとんどの研究が研究対象を産学連携に焦点を当てている。産学連携は、独自の制度的
背景、政策的支援などが影響しており、企業間技術連携とは異なる議論が必要である。
そのために、本研究では研究の蓄積が少ない中小企業の技術連携、その中でも企業間の
技術連携に着目し、分析することにした。 
	 第 3 に、中小企業の技術連携において、組織と戦略の視点からアプローチしたことで
ある。従来の研究の多くは、資源ベース理論や経営戦略論、産業組織論、ネットワーク
論など技術連携の形成、成果、影響を分析している。本研究では、中小企業の技術連携
を対象として、戦略と組織の観点から探索的な研究を行っている。Chandler（1962）
は、組織は戦略に従うことを述べ、Ansoff(1979)は、戦略は組織に従うと述べている。
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このような見解は、一見異なるように見えるが、企業の経営において組織と戦略が大き
く影響していることを示唆するものである。こうした背景から技術連携の成果の獲得に
は、企業の組織と戦略が大きく影響すると考えたからである。 
	 第 4 に、日本企業で得られた結果を他国（韓国）と比較したことである。一般的に日
本は今日のオープン・イノベーションの流れへの対応が不十分で、技術連携において、
他国に比べ比較的に消極的で遅れていると言われている。そのため、本研究で得られた
結果が日本独特のものである可能性は否めない。そこで本研究では、中小企業の比率が
高いという点で産業構造が比較的に類似している韓国の中小企業を対象に同様の調査
を行い、その結果を比較することとした。韓国では国策として、技術連携を推進してお
り、こうしたことが技術連携の成果の獲得にどのような影響を与えているか、組織と戦
略の視点から技術連携における共通点と相違点を明らかにすることができると考えた
からである。  
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２．先行研究のレビュー 
 
	 日本のみならず、世界的に技術連携は増加傾向にあり（Hagedoorn,2002）、技術連
携が学術研究の対象として様々な視点から理論的・実証的な研究が進められるようにな
った。技術連携に関する先行研究の多くは技術連携の形成、成果、影響の視点から分析
を行っている。本章では技術連携に関する理論的面での先行研究の整理を行う。 
	 Ozman(2009)は、企業ネットワーク・イノベーションについて、文献調査により分
析し、技術連携の課題を、１）起源、２）成果、３）構造の３つの視点に分類した。
Ozman(2009)のサーベイでは、技術連携の経済学的視点の研究の多くは技術連携の成
果に着目していると述べている。Hagedoorn et al(2000)は、関係形成のインセンティ
ブ、成果について、1)取引コスト理論、２）経営戦略論、３）産業組織論の３つの観点
から分類し、サーベイを行っている。 
	 本章では、Ozman(2009)と Hagedoorn(2000)の区別に従い、１）取引コスト理論、
２）経営戦略論、３）産業組織論、４）組織間関係論、５）ネットワーク理論を取り上
げ、理論の背景と概念、発展経緯についてのレビューを行う。また、本章での取り上げ
た理論のうち、技術連携の成果に関する研究を中心に本研究のフレームワークを導出す
る。 
 
２．１	 取引コスト理論 
	 取引コスト理論は、経済学において、取引を行うためには必ずコストが発生すること
に着目した理論である。Coase(1937)は、市場には取引コストが発生することを明らか
にし、市場は企業の内部組織的調整によって代替されると主張した。Coase（1937）は
市場で取引をするためには、交渉しようとする相手が誰であるかを見つけ出し、交渉の
内容、交渉条件を用いて契約を成立に至るまでの様々な駆け引きを行うこと、契約を結
ぶこと、さらに契約の条項のモニタリングなどの取引コストが必要になると述べている。
Coase(1973)の主張に、Dahlman(1979)がより明確な形を与え、模索と情報コスト、交
渉と意思決定のコスト、監視と強制のコストが発生し、こうしたコストが取引コストで
あると定義づけた。このような取引コスト理論は Williamson(1975)によって体系化さ
れ、取引コストの概念が、企業の内部化と市場調達の視点から応用されるようになった。
Buckley&Casson(1976)は、内部化することの利益は、外部市場における不完全性を回
避することによって生じるが、そこには潜在的な利益を上回る内部化のためのコストも
存在するため、企業の最適規模は内部化による利益と内部化のコストが均衡するところ
で決まると主張した。つまり、内部化による利益がコストを上回れば自社研究開発が選
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好され、内部化による利益がコストより低いほど技術連携、委託研究、ライセンスなど
の連携が行われやすくなる（小田切、2006）。 
	 取引コスト理論は技術連携について、なぜ技術連携を行うのか、どのような条件で技
術連携が行われるのか、またその際にはどのような組織が選好されるのかの疑問に回答
を示すことができる理論である。 
	 しかし、取引コスト理論にもいくつかの問題点と限界が存在し、長谷川（1998）は
その問題点と限界について以下のように指摘した。 
	 第１に、取引コスト理論は、経営資源の獲得されていく動的な視点が欠落しているこ
とである。このため企業が技術連携の過程において蓄積される経営資源の要因などの議
論が欠落することになる。 
	 第２に、企業が技術連携を行う際の内部化コストと外部資源の活用における取引コス
トの比較の際に、内部化コストの大きさが明確ではない限り、どちらが正しい選択であ
るのかを決めることは難しい。このような問題点は Buckley&Casson(1976)の「取引コ
ストの定義と測定に関する問題が充分に解消されていない」という指摘と一致するもの
である。 
	 第３に、取引コスト理論は、取引形態について、市場取引か内部化かという二分法の
選択肢しか取り扱っていないことである。そのため戦略的提携に関する視点が欠落して
おり、また、企業が政府規制などによって、内部化が困難であったり規模・範囲の経済
を実現することが困難であったりする場合などの要因も考慮していない。 
	 第４に、取引コスト理論では、資源投入量が意思決定に与える役割を無視している。
経営者は不確実な環境に対して資源の投入を好まない。つまり、限定された資源のもと
での意思決定では、不確実で不安定な環境においては、できるだけ少ない資源を投入す
ることで、失敗しても少ないコストで済む（埋没コスト）選択をする傾向がある。しか
し、取引コスト理論では資源の制限が考慮されておらず、資源投入量が意思決定に与え
る影響を無視している（Hill,Hwang&kim,1990）。 
 
２．２	 経営戦略論 
	 取引コスト理論では、企業が内部化するのか、市場調達するのかに関する意思決定コ
ストが基準であるというアプローチであるのに対して、経営戦略論のアプローチは、内
部化と市場調達の選択を、企業が競争優位を作り上げ、その競争優位を持続するための
手段として捉えている。企業は技術連携によって研究開発のコストとリスクを分担し、
規模の経済・範囲の経済を生かした生産コストの削減をする。また、技術連携は、外部
資源を活用して学習能力を高めることができる（Hagedoorn et al,2000; Link and 
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Siegel,2003）。経営戦略論からのアプローチには、資源ベース理論とダイナミック・ケ
イパビリティ論、組織間関係論などがある。これらの理論は取引コスト理論で説明する
なぜ企業は技術連携を行うのかだけではなく、技術連携相手の選択や技術連携の成果を
分析する際に重要な示唆を与える（岡室、2009）。 
 
２．２．１	 資源ベース理論 
	 企業の競争優位の源を企業内の経営資源に求める資源ベース理論は 1990年代以降の
経営戦略論において重要な考え方を示すものとして定着してきた。資源ベース理論は、
Wernetfelt(1984)をはじめとし、その後 Barney(1991),Hamel&Prahalad(1994)などに
よって体系化された。Penrose(1959)は、企業を多様な資源の集合体と踏まえ、その資
源が企業ごとに異なり、また企業が所有している資源の希少性によって企業の成長が異
なると主張した。Wernetfelt は、従来の視点とは異なり Penrose(1959)で用いられた資
源の概念を戦略論の視点から、企業が持つ固有の経営資源やそのマネジメントと収益性
の関係に着目し、企業の成長は企業が持つ経営資源に左右されると主張した。その際、
企業が外部組織と協力することは、企業が持つ資源の補完性によって説明されると述べ
ている（Wernetfelt,1984）。これらを踏まえて、Peteraf は、企業の持続的な競争優位
をもたらすのは、企業間の移動に制限のある（模倣困難な）異質で希少価値の高い資源
であると述べている（Peteraf,1993）。 
	 Bartney(2001)は、資源ベース理論のより一般的なフレームワークを構築し、企業内
部の資源における強みと弱みを分析する手法として、 VRIO(Value, Rarity, 
Inimitability, Organization)を提示した。VRIO では、１）経済価値（Value）は企業
が保有する経営資源やケイパビリティは、その企業が外部環境における脅威や機会に適
応することが可能であるのか、２）希少性（Rarity）はどのぐらい多くの競合企業が、
その特定の価値がある資源やケイパビリティを所有しているのか、３）模倣困難性
（Inimitability）は、ある資源及びケイパビリティを所有しない企業は、その資源及び
ケイパビリティの獲得にはコスト面で不利であるか、４）組織（Organization）は、そ
の企業が所有する経営資源やケイパビリティをフルに活用できる組織であるのか、を示
している。 
	 資源ベース理論における分析の枠組みでは、企業が所有している資源と不足している
資源がある中で、企業の持続的な競争優位を達成するために不足している資源をいかに
補完するかという視点から主に研究が進められ、不足している資源を補足するために、
企業が技術連携を含む連携を行うと捉えている。 
	 Pfeffer and Salancik(1978)は、企業は自社の資源が不十分なときに、他社が持つ補
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完的な資源へのアクセスを得るため他社と協力すると述べている。また、
Hagedoorn(1993)は、産業環境が技術連携の要因であると述べている。特に相互関連性
と複雑性の高い分野においては、技術・資源の補完は技術連携の重要な動機であると述
べている。Eisenhardt and Schoonhoven(1996)は、企業は自社の弱い分野において連
携や協力を行う傾向があると述べている。 
	 Miotti and Sachwald(2003)は、企業、教育機関、競争企業、顧客などの幅広い領域
での技術連携の動機を資源ベース理論から分析している。彼らの研究では、技術を追求
する企業が技術連携に取り組むことを示唆している。特に不確実性が高く、複雑なバイ
オ ・ テ ク ノ ロ ジ ー 分 野 に お い て は 、 技 術 連 携 や 連 携 が 重 要 で あ る
（Hagedroorn,1993;Arora and Gambardella,1994）。知識基盤の小規模企業の技術連
携や連携は、マーケット・アクセスへの機会を提供し、小規模企業の科学・技術の発展
に 寄 与 す る 効 果 が あ る （ Arora and Gambardella,1990;Shan,Walker, and 
Kogut,1994;Walker,Kogut and Shan,1997）。 
	 資源ベース理論は、様々な研究が積み重ねられ、ケイパビリティ論、コア・コンピタ
ンス論へと発展した。ケイパビリティ論では、企業はケイパビリティによってパフォー
マンスの差がつくのであり、人材のナレッジ・スキルやテクニカル・システム、マネジ
メント・システム、価値観、規範のセットからなるコア・ケイパビリティが資源によっ
て形成されると見なされる（Leonard-Barton,1992）。Hamel&Prahalad(1993)は、企
業の競争優位の源泉が、自社が保有する能力に存在することを指摘し、企業の競争力と
なる能力であるコア・コンピタンスを創造し、育成することが重要であると述べた。 
	 今日の経営学において多くの関心が寄せられているケイパビリティ論は、コア・コン
ピタンス論、ダイナミック・ケイパビリティ論など幅広い分野で研究が進められている。
ケイパビリティ論の中でも、企業・組織に関するものとして、資源ベース理論やダイナ
ミック・ケイパビリティ論を中心となっており、これらの理論は取引コスト理論などの
不完備契約論を含む契約論パースペクティブに対する、対抗的パースペクティブと見な
される（渡部,2010）。 
 
２．２．２	 ケイパビリティ論とコア・コンピタンス論 
	 Barney(2001)はケイパビリティを企業が経営資源を組み合わせたり活用したりする
ことを可能にする企業属性であると定義している。一方、経営資源については、企業の
財務的・物的・人的・組織資本の属性をすべて含む概念として定義している。Day & 
Reibstein(1997)では経営資源をもっとも有効に活用するためにそれらをつなぎ合わせ
るための接着剤として機能するものがケイパビリティであると論じている。 
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 このようなケイパビリティに関する定義は目的にあわせて、経営資源を有効に活用す
るための無機的あるいは有機的なコンピタンスであり、そこには技術、ノウハウ、企業
文化、従業員、提携先、取引企業、物理的な環境などが含まれる。 
	 ケイパビリティ論のアプローチの特徴は、１）組織・企業間の協力・協調の有効性を
重視する、２）環境・市場の変化に対処するために、既存のケイパビリティの利用のみ
ならず、それらの組合せによる新たな知識、ケイパビリティの創出に注目する、３）取
引形態として、組織、中間市場、市場のどれを選ぶのか、具体的には、自らのケイパビ
リティを利用・開発するのか、他の組織から移転するのかに対して、市場・環境による
選択という動的な視点を持つことである。 
	 コア・コンピタンスの定義は、Hamel & Prahalad（1994）によると顧客に特定の利
益をもたらす一連のスキルや技術とされている。コア・コンピタンスは、企業固有の技
術や製品、無形資産単体のことではなく、それを束ねたものである。個々の技術、無形
資産（知識、ノウハウ）はコア・コンピダンスを構成するスキルや技術などの企業が持
つ能力である。マネジャーはコア・コンピタンスとなり得るこうした能力を分解し、把
握しておく必要性があるという見解もある（Hamel & Prahalad,1994）。 
	 ケイパビリティ論とコア・コンピタンス論は、両者とも企業の持続的な競争優位の源
泉であり、生産過程のインプットである資源を恊働・調整し、それらを統合した結果、
生まれてくる何らかのタスクないし活動を遂行する力（Grant,1991）、つまり、人的資
源を含む様々な経営資源を１つにまとめ、恊働させる組織能力（中橋、1996）を重視
している点では共通している。しかし、コア・コンピタンス論とケイパビリティ論には
組織能力の捉え方において明確な違いがある。コア・コンピタンス論では、製品開発の
中心に組織能力を捉えるのに対して、ケイパビリティ論では企業の総合力としての組織
能力を中心に捉えている（与那原、1998）。 
	 これらのケイパビリティ論とコア・コンピタンス論で用いられる組織能力に注目した
代表的な研究として Prahalad and hamel(1990)や Stalk ,et ,al(1992)の研究が挙げら
れる。Prahalad and Hamel(1990)は、コア・コンピタンスが将来的に競争で生き残る
ための不可欠な企業自身の強みであると指摘した。そして、競争優位を生むコア・コン
ピタンスは個別スキルや組織という枠を超えた学習の積み重ねであり、種々の生産技術
を調整する方法、または複数の技術的流れを統合するものであると主張している。 
	 Prahalad and hamel(1990)の研究から、コア・コンピタンスが多様な技術や技能を
統合したものを指していることが読み取れる。つまり、コア・コンピタンスは技術の流
れを統合する組織学習のみならず、コンピタンスの構築・展開に向け組織階層、事業部
や職能部門の境界を超えて、組織メンバーが恊働することを促す組織的仕組みや組織文
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化も含むコンセプトであり、言い換えれば、コア・コンピタンスとは企業組織内の様々
な部門の人々が所有し、習得している技術や技能を結集し、調整、統合する能力である。
ただし、コア・コンピタンス論では、Poter(1985)が企業の競争優位の源泉を分析する
ために用いた価値連鎖（Value Chain）の概念を構成する基本的活動のすべてを包合す
るものではない。コア・コンピタンス論に価値連鎖の概念を抱合する形で展開されたの
が、ケイパビリティ論である。 
	 Stalk, et, al(1992)のケイパビリティ論はコア・コンピタンス論と同様に、企業の持
続的な競争優位の源泉として組織能力を重視している。Stalk et al(1992)でのケイパビ
リティは、コア・コンピタンス論より上位の企業全体的な組織能力を意味し、単なる資
源の保有ではなく、資源を活用する組織ルーティンやビジネス・プロセスの統合的集合
が組織の競争優位のカギになると主張した。 
	 しかし、企業が独自のケイパビリティを構築し、競争優位を獲得し、ある時点での有
効であったケイパビリティが環境の変化によって有効でなくなるコア・リジディティ
（ Crore rigidity ） が Leonard-Barton(1992) に よ っ て 明 ら か に さ れ た 。
Leonard-Barton(1992)は、ケイパビリティが新製品や製法の開発を妨げる逆機能的な
コア・リジディティとなることを述べている。このようなコア・リジディティに対して、
新規プロジェクトの遂行を通じて、ケイパビリティの革新をはかる必要があると主張し
ている。このようなケイパビリティ論のジレンマを解決するために、出てきたのがダイ
ナミック・ケイパビリティ論である（渡部、2010）。 
 
２．２．３	 ダイナミック・ケイパビリティ論 
	 資源ベース理論は Porter の Five forces 論の批判的視点から形成され、修正が加えら
れ、ダイナミック・ケイパビリティ論へと発展した。Porter は市場でのポジショニン
グが競争優位性を生じさせると主張したが、これに対する批判からダイナミック・ケイ
パビリティ論は出発したといえる。 
	 ダイナミック・ケイパビリティ論は、企業が資源と能力を蓄積するプロセスに着目し
ている。企業が環境の急速な変化に対処するために自社の内外資源を統合し、再構築す
る能力が重要であり、これをダイナミック・ケイパビリティと定義している（Teece et 
al,1997）。技術連携はそのような組織学習と能力形成のための有力な手段の一つである。 
	 近年、ダイナミック・ケイパビリティ論は、経営戦略の分野でもっとも活発な研究領
域の一つとなっている(Helfat,2007)。しかし、ダイナミック・ケイパビリティの概念に
ついては、各研究者が各自の視点から議論を展開しているため、未だに統一した見解は
なく、ダイナミック・ケイパビリティの内容やプロセスに関しては、未解明な部分が多
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い状況である（Wang and Ahmed,2007;Scheryogg and Kliesch-eberl,2007;Ambrosini 
and Bowman,2009）。 
	 ダイナミック・ケイパビリティ論の提唱者である Teece は、大きな影響力を持つ重要
な論者である（赤尾、2010）。また、Teece は、ダイナミック・ケイパビリティ論の提
唱者である以外にも、取引コスト論と資源ベース論を統合した研究者として挙げられる
ことも多い（Foss and Foss,2004;Pitelis and teece,2009）。Teece は、従来の取引コス
ト論では説明できない企業境界の問題を説明するために、企業内部の技術や知識のよう
な無形資産の統合問題に注目した。つまり、レントを獲得するための無形資産の統合に
よって、企業境界や組織形態が決定されると捉えていることである。 
	 ダイナミック・ケイパビリティの概念が Teece&Pisano(1994)により提唱された後、
Eisenhardt and Martin(2000)と Zollo and winter(2002)は、進化経済学の成果を導入
したうえでダイナミック・ケイパビリティの議論を展開した。彼らはダイナミック・ケ
イパビリティを、既存の組織ルーティンの修正や変更する高度の組織ルーティンと位置
づけ説明している。 
	 ダイナミック・ケイパビリティは近年多くの研究が行われている中で、ダイナミッ
ク・ケイパビリティは、市場の変化に適合する目的だけではなく、さらに市場変化を創
造するという目的で、資源の変化を促す能力だと論じられてきた。 
 Teece & Pisano(1994)は、企業内の歴史的沿革や企業（組織）のプロセスに根付いて
いるオペレーション・ルーティンの高い遂行能力に企業由来の競争優位が存在し、これ
らを環境変化に適応するためのイノベーション力とダイナミック・ケイパビリティが密
接に関わっていると述べている。また、Teece et al.(1997)では、企業の競争力とダイナ
ミック・ケイパビリティの関係を踏まえながら再考し、ダイナミック・ケイパビリティ
の定義を「環境変化に対応するために、企業内外にある能力を統合、構築、再配置する
ための企業の能力である」と述べている。このような企業のダイナミック・ケイパビリ
ティの要因として、１）プロセス、２）ポジション、３）パスが挙げられている（Teece 
et al. 1997）。Teece の研究に従うと、ダイナミック・ケイパビリティは、厳しい競争
にさらされた環境変化の中で、いかにして企業が競争優位の維持を実現するのかを説明
しており、ダイナミック・ケイパビリティの中核として、企業の機会、脅威に対するセ
ンシング、新しい機会を実現する能力だけではなく、成功の初期段階の成果を獲得する
ためのシステムを設定し、成功を維持するための経営者の属性、経営システム、組織デ
ザインなどがあると主張している（Pitelis&Teece,2009）。 
	 Eisenhardt & Martin（2000）の研究では、ダイナミック・ケイパビリティは市場変
化への適応や創造のために内部のリソースを活用する企業の戦略的・組織的プロセスな
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どのサブプロセスを含んだものであると論じている。また、Zollo&Winter(2002)では、
ダイナミック・ケイパビリティを、ケイパビリティを拡張、修正、創造することに寄与
し、短期間で企業存続の可能性を高める能力であると定義している。Helfat(2007)は、
ダイナミック・ケイパビリティについて、いくつかの既存研究のサーベイを通じ、組織
が意図的に資源を創造、拡大、修正する能力であると主張している。 
	 これらの研究を踏まえるとダイナミック・ケイパビリティは、市場の変化に適合する
だけではなく、さらに市場変化を創造するという目的で、資源の変化を促す能力である
と捉えることができる。また、資源ベース理論における競争優位の源泉が企業内部に存
在する、希少性が高く模倣困難な経営資源にあるとされていることに対して、ダイナミ
ック・ケイパビリティ論では、経営資源を活用するプロセスやそれに基づく学習、さら
に、様々なプロセスが確立された経営、そして、これらを活用しイノベーションを促進
する能力であると捉えられる。 
	 ダイナミック・ケイパビリティは取引コスト論（Williamson,1975）、資源ベース論
(Penrose,1959)、進化経営学(Nelson&Winter,1982)などの様々なアプローチにまたが
る分野である。そのために、組織能力そのものを重視する見解もあるが、組織全体のプ
ロセスや経営者の能力が重要である（Ander and Helfat,2003）とする見解もある。ま
た、ダイナミック・ケイパビリティ論において、外部資源の探索、融合、活用、再配置
が重要であると示唆する Pitelis&Teece(2009)の研究は、Cohen and Levinthal(1990)
が提唱した外部の知識を水溶する能力（吸収能力、Absorptive capacity）と関連してい
ると考えられる。 
 
２．３	 組織間関係論 
	 技術連携を含む競争優位の確立について取引コスト論、資源ベース論、経営戦略論が
説明しようとした際に共通のテーマとして論じられたのが組織である。こうした中で、
組織が持つ能力やプロセス、ルーティンが注目され組織学分野において組織間関係論が
一つの研究領域として確立された。特に組織間関係論は、1950 年代終わりから 60 年代
初頭において成立し、７０年代後半になって、一つの学問領域として確立した（山倉、
1993）。組織としての企業は、自らを取り巻く多くの組織との関係の中で、存続し成長
していく。そして、競合企業との提携、異業種交流・協力、企業間情報ネットワーク、
産業団体、政府との恊働など、様々な組織間関係を形成している。このような組織間の
関係・ネットワークを射程に焦点を当てた組織論の分野が組織間関係論である（山倉、
1993）。 
	 1970 年代の後半になって組織間関係論の支配的なパースペクティブが確立したが、
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その支配的なパースペクティブは、資源依存パースペクティブ（Resource dependence 
perspective）であった（Pfeffer and Salnkcik,1978）。資源依存パースペクティブは、
なぜ組織間関係が形成され、展開するのか、いかに組織間関係をマネジメントするのか
という組織間関係の基本的疑問に答える学説であり、組織間関係の広範な問題（組織間
相互作用、パワー、合併、取締役会の構成、政府の規制、トップマネジメントの交代、
組織的パワーなど）を統一的に説明できる可能性を持つ支配的なパースペクティブとな
った（山倉、1993）。また、組織間関係論は、単に個別組織に焦点をあてた、他の組織
との関係形成の分析にとどまらず、組織間システムや組織間のコミュニティーに領域を
拡大し、全体社会にまで領域を広げ、組織間ネットワーク、アクション・セットなどの
構成概念が開発された（Aldrich,1979）。 
	 組織間関係論は、1980 年代に分析レベルがミクロからマクロへと変化の動きがあり、
様々な理論の構築が進んだ。1980 年代の組織間関係論では、組織の集合体やグループ、
とくに組織間の全体的特性（組織間の構造特性や組織間共同行動）を分析する方向へ展
開された（山倉、1993）。 
	 これらの研究の流れから、資源依存パースペクティブに続きいくつかのパースペクテ
ィブが出現した。重要なパースペクティブとしては、Astley and Fombrun(1983)の、
協同戦略パースペクティブ（Collective Strategy Perspective）、Scott and Meyer(1983)
の制度化パースペクティブ（Institutional perspective）がある。両者とも、組織間関
係論において支配的なパースペクティブであった資源依存パースペクティブに対抗す
るものとして提示されている。協同戦略パースペクティブは組織間の集合レベルにおけ
る協同行動や協同適応に焦点をあて、組織集合体の行動、戦略、構造に注目している。
制度化パースペクティブは、組織が制度化された組織間関係のなかに埋め込まれている
ことを前提とし、制度化された組織間関係としての組織フィールドの特性に注目し、環
境への組織の受動的対応を中心に扱っている（山倉、1993）。 
	 1990 年代に入ってからも組織間関係論に対する議論は様々な方向に展開され、組織
間関係の分析枠組みとして代表的なパースペクティブとして、１）資源依存パースペク
ティブ、２）組織セットパースペクティブ、３）協同戦略パースペクティブ、４）制度
化パースペクティブ、５）取引コストパースペクティブが挙げられる（山倉、1993）。
このような組織間関係論は、山倉（1993）によれば、様々なアプローチで様々なパー
スペクティブが展開されてきたが、こうしたパースペクティブは組織間関係論を分析し、
説明する見方や考え方を与えている。また、その意味で組織間関係を分析し構想する準
拠枠も与えている。 
 組織間関係において最も支配的な影響を与えている資源依存パースペクティブは、組
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織を基本的分析単位とし、組織の視点から組織間関係を取り扱い、外部環境から、資源
を獲得し、環境に資源を処分しなければならないことから、組織は自己充足的な存在で
はなく、環境に開かれたシステムであるため、資源を所有しコントロールしている他の
組織に依存するため、資源の獲得、処分を巡って組織間関係が形成・維持されることを
前提としている。また、組織は自らの自律性を持ち、他の組織に依存をするよりは、他
の組織を自らの組織に依存させ、自らがコントロールしようとする行動原理を前提とし
ている。つまり、資源依存パースペクティブでは、組織は組織を存続させるためには資
源を獲得する必要があり、その資源を獲得するために他の組織との関係を形成する必要
があるということである。 
	 組織間関係論では、組織間の関係は単なる取引関係（購入、販売、交換）ではなく、
組織間の共同行動としての側面、組織間の協力のための仕組みに注目している。つまり、
二つ以上の組織が結びつき、共同目標を達成しようと努力する形態である（Pfeffer and 
Salancik,1978）。Pfeffer and Salancik（1978）の整理によれば、組織間関係のメカニ
ズムは、組織が他組織と合併を行ったりする自律化戦略、組織が他組織との依存関係を
認め、合意を形成した上で、良好で安定した関係を維持し、自律化戦略より柔軟性の高
い協調戦略、複雑化された組織の調整を第３者が行う政治戦略があると整理されており、
組織が他の組織とどのように関係を持つのか、誰によって調整されるのかによって分類
できる。 
	 経営戦略論で急速に展開している重要な領域は、経営戦略の形成（Formulation）、
実行（Implementation）、コントロール（Control）を研究の対象としたものである
（Johnson,1991）。つまり、なぜ、どのように、経営戦略が形成・実行・コントロール
されるのかを明らかにすることをテーマとしているわけである。企業は環境の変化に伴
い、戦略を変更し、実行することにおいて、企業と環境との相互作用は重要なポイント
となり、この考え方は組織間関係論からのアプローチを融合すると企業連携というテー
マに至る。企業連携領域においても企業という組織が存在し、その組織が他の組織とど
のような関係を設計、構築、実行して行くかが問われるのである。	  
 
２．４	 産業組織論 
	 企業をめぐる様々な経済環境のうち、特に競争、協調、協力といった企業間の相互作
用に関する研究は、大きく分けて経営学にベースをおく競争戦略論と経済学にベースを
おく産業組織論がある。この２つの研究領域はいくつかの異なる特徴を有している。経
営学にベースをおく競争戦略論では、企業が成果を生み出すためにどのような戦略をと
るのか、あるいはいかにすれば企業の業績を向上させることができるのかについての問
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いであるとすれば、経済学をベースにしている産業組織論では企業の行動、戦略によっ
て市場の状態がどのように変化するのかについての問いである（Caves,1984; 高崎、
1986）。 
 産業組織論では、すべての企業が過剰利潤をあげられない完全競争状態が、最適な資
源配分効率を達成する状態、あるいは社会的総余剰が最大である状態と考え、実際の産
業がその状態とどれだけのギャップがあるのか、その原因は何であるのか、そしていか
にすればそのギャップを埋めることができるかを追求するのである（箋羽、1992）。 
	 近年の研究はゲーム理論モデルに依存している傾向が見られる。産業組織論の観点か
らの技術連携はトーナメント理論（競争）と非トーナメント理論（独占）で整理される
（Vonortas,1997; Hagedoorn,2000）。企業間競争において、トーナメントは過剰投資
が、非トーナメント理論では過少投資、非協力研究開発が行われるとされている
（Hagedoorn,2000）。 
	 非トーナメント理論では、市場が独占されていること、もしくは、技術・知識は専有
不可能なものであることを前提としている。言い換えると、非トーナメント理論での技
術・情報は、公園や警察サービスのような公共財の性格を持つものとする前提を踏まえ
ている。市場において、企業は競争がない状態では、既存の製品や製法に基づく利潤と
研究開発費用出資を要する新しい製品や製法に基づく利潤との比較から研究開発への
投資を判断する。もしくは、市場外からの潜在的競争圧力（新規参入の見込み）が小さ
いと見なし、研究開発活動を行わない、あるいは開発したとしても市場への導入を遅ら
せようとすることにより、既存製品の利潤を存続させることによって独占利益を最大化
しようとする（新庄、2003）。Arrow(1962)は、技術を生産するための活動である研究
開発は社会的に過少にしか行われないと論じた。つまり、どの企業も他社による研究開
発投資負担をあてにして、それにただ乗り（free ride）しょうとすることを主張した。 
	 トーナメント理論では、技術のただ乗りができず、企業間の完全競争を前提としてい
る。典型的には、知識専有を可能とする特許出願競争（Patent race）を前提としてい
る。トーナメント理論では、非トーナメント理論での技術・知識の専有不可能という前
提に対して、特許というインセンティブを与えることにより、技術・知識の公共財的性
格を限定することができ、研究開発へのインセンティブを持続させることが可能である
と前提している。このようなインセンティブは、競争相手より１日でも早く成果を出す
ことが重要であり、１番乗りをめぐって企業間の競争が行われ、Arrow(1962)が指摘し
たただ乗りを解決でき、企業が社会的に過剰に研究開発に投資することもありうる。ト
ーナメント理論では、企業間競争の他にも、従業員間の昇進をめぐる競争や入札におけ
る価格競争があり、過度な競争が生じる場合があり、社会的に望ましいレベル以上に研
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究開発が行われる可能性がある（Barzel,1968）。 
	 トーナメント理論では、技術・知識が完全に専有可能であることを前提しているが、
現実には技術・知識は様々な方法でスピルオーバーする可能性がある。技術のスピルオ
ーバーは研究開発インセンティブを損なう。つまり、技術のスピルオーバーの可能性が
大きければ、どの企業も他社からのスピルオーバーを期待し、自らの研究開発活動を行
おうとせず、市場全体での研究開発投資が過少になってしまう（D’Aspermont and 
Jacquemin, 1988; Suzumura,1993）。このような環境の下、企業が技術・知識の専有
が困難であったり、望ましくなかったりするような技術は、典型的には純粋科学のため
のような研究開発は大学などの公的な研究機関が政府からの資金で行うべきであると
いう論もある（Arrow,1962）。 
	 専有困難な状況で研究開発を促進するための方法として挙げられるのが技術連携で
ある。技術連携には、研究資源や技術を企業間で共有するため、規模の経済性や範囲の
経済性が達成できるというメリットがある。 
	 小田切（2001）によれば、産業組織論からの観点では、複数企業が自主的に技術連
携を行う場合として、自動車組立メーカーと部品メーカーによる新製品開発の部品技術
連携のように、むしろ垂直的な関係にあるものの間で行われることが多く、これは明確
な目的があり、参加企業間での利害が一致していることによると述べている。 
 
２．５	 ネットワーク論 
	 Williamson(1975)は市場（market）と階層（hierarchy）を組織経済活動の形態とし
て分析した。Williamson (1975)では、企業が必要とする資源やサービスを市場で低い
取引コストで獲得できるのであれば、市場取引によって効率的に確保するが、もし資源
やサービスを提供する企業が市場において機会主義的活動を行い、取引コストを高める
場合、企業はその不確実性を減少させるため、その資源やサービスを内部化し生産する
か、サービスを提供する機能を内部に階層組織化するという理論を示唆した。 
	 しかし、内部組織化は環境の不確実性を減少することはできるが、組織の肥大化によ
り非効率をもたらすこともあり得る。このような組織の失敗を解決しようとすることが
ネットワーク論である。ネットワーク論におけるネットワークの特徴は、補完性
（complementarity）である（Powell,1990）。ネットワーク論では、ネットワークとは
業務的な相互依存性が高いことにも関わらず、内部化するか資本的に強く縛られること
なく、独立性を維持する組織が、相手が所有する資源を活用するために、水平・垂直的
に協力することである。組織間関係論では、組織間の関係に焦点を当てているが、近年
より複雑性の高いネットワークに焦点を当てた研究が増えつつある。 
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 ネットワーク論の視点は大きく組織間観点と個人間観点の二つに分けられる。組織間
視点では、組織間の状況に応じた資源の交換が相互依存性を発生させ、このような依存
は他の組織と協力するように働くことに焦点を当てる。 
	 個人的関係では、企業の経営陣間の繋がりに焦点を当てている。様々な組織の経営陣
が経営陣同士のネットワーク（Inner circle）を形成し、このネットワークが組織間の
協力へと働きかけ、連携などを促進させることである。 
	 Hamel et al,(1989)は、競合企業との技術連携によって競争的協力（Competitive 
collaboration）という概念を提唱した。競争的協力とは、協力することによって協力関
係内でのパワーバランスは均衡がとれず、どちらかが優位性を持つが、協力組織外部に
おいては両者とも競争優位を強化することができ、主に新製品開発と市場開拓において
このような協力は強みを持つと主張している。Hamal et al,(1989)によれば、連携企業
がパートナー企業の技術を内部化しようとする意図を両者が持っている場合、連携その
もの継続できなくなるリスクと、連携企業に競争優位を取られないようにし、自社の技
術を保護しながら競争的協力関係を通じて内的能力と技術を促進させるべきであると
述べている。彼らの主張では、効果的連携の原則を、１）連携というものは競争の延長
戦であるため、明確な戦略的な目的を持ち、連携による成果とリスクを理解することが
重要である、２）両社の調和が成功要因ではなく、連携企業両社が成功する連携はほと
んどないことを認識する必要がある、３）連携は限界があるため、連携企業とは競争的
に自社の優位性を保護することが重要である、４）連携においてパートナー企業の能力
を吸収することが最も重要であり、連携により公式的な協力分野以外の技術を取得し、
新知識を組織内に拡散させることが成功的連携である、この４つを原則として挙げてい
る。 
	 Eisenhardt&Schoonhoven（1996）は、技術連携における研究において、戦略的・
社会的な要素に関する説明が欠けていることが取引コスト理論の限界であると指摘し
た。Eisenhardt&Schoonhoven（1996）の研究によれば、企業が技術連携に取り組む
理由は、１）不安定な戦略的ポジション（vulnerable strategic position）要素として、
それを克服するために戦略的に技術連携に取り組む、２）強い社会的ポジション（strong 
social position）要素として、経営者の社会的な影響力の重要性を強調した。技術連携
は特に経営者の影響を受けやすく、経営者の技術連携、産業経験、背景によって技術連
携の度合いが変わってくることを示唆する Eisenhardt&Schoonhoven（1996）の研究
は、人的ネットワークの影響を示す結果である。 
	 Gulati(1999)は、技術連携の形成を決定する要因として、ネットワーク資源の役割を
企業レベルで分析した。ネットワーク資源とは、企業の外部に存在するものであり、こ
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れを通じた潜在的パートナーに対する情報や資源へのアプローチは新しい技術連携を
形成する重要な要因であることを示唆した。特に、Gulati(1995)の研究では、以前の経
験によるネットワークの蓄積から発生するネットワーク資源が新しい技術連携を決定
する企業決定への重大な影響を与えている分析結果が認められる。Gulati(1996)は、現
在の技術連携形成能力が過去経験からの引き継がれたものであり、現在の技術連携の形
成能力が大きければ次の技術連携に繋がる可能性が大きいという仮説を検証すること
によって、ネットワーク資源は現在の成果に留まらず、その影響力将来にも持続するも
のであることを主張した。 
	 Baum et al,(2000)では、新生企業の失敗率が既存企業より高い原因を安定的で効果
的業務役割と関係の不足、顧客とサプライヤーに関する情報の不足等を挙げ、ネットワ
ーク的アプローチによる連携は、小規模（smallness）と新生企業的特徴（newness）
の限界を乗り越える役割を果たすと主張している。そのため、企業が小規模、新生企業
の限界を克服するためには、ネットワークの形成と、費用を最小限する範囲での学習と
情報の探索が重要であると述べている。 
 
２．６	 技術連携の定義と位置づけ 
	 技術連携は様々な環境と産業で行われ、様々な形で展開されるため、一貫した技術連
携に関する定義が確立されていない。そのために、先行研究のレビューにより技術連携
が表す意味から定義を決めることができる。 
	 Neuno&Ootervrld(1988)の研究では、戦略的提携の延長線上の技術的提携を技術連
携の定義と解釈している。1990 年代初期に行われた研究では、特定集団の利益創出の
た め に 行 わ れ る 企 業 の 行 動 が 技 術 連 携 で あ る と 解 釈 し て い る （ Souder	 
&Nassar,1990:Farr&Fischer,1992;Sakakibara,1997; sakakibara,2003）。これらの研
究における技術連携の意味は、単一企業が行うことが難しい大規模技術開発を特定集団
が共同で参加し研究開発を行う意味において技術連携を捉えている。また、技術連携の
意味を個別起業家が技術革新を推進するプロセスの中で戦略的に選択する手段
（Teichert,1993;Hakanson,1993,Lee et al,1994）、もしくはパートナーの形成と関係・
資源の割当（Bruce et al,1995;Littler et al,1995;Ragatez et al,1997）と解釈している
研究も存在する。 
	 Link&Bauer(1989) の研究では、組織が共同で知識を取得するための協定
（arrangements through which organization jointly acquire technical knowledge）
と定義している。Coursey&Bozeman(1989)は、一つ以上の政府研究所と一つ以上の民
間企業が公式的・非公式的に協力し、共同で技術・知識を開発する、もしくは獲得する
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ことが技術連携であると定義している。Dodgson(1992)は、二つ以上のパートナーが相
互補完的資産及び情報を提供し、合意した共同の技術開発目標達成のために、推進する
すべての包括的な活動と定義している。Sakakibara(1997)の研究では、技術を産出す
る研究開発プロセスに多数の参加者があらゆる形で共同・相互関与するが技術連携であ
ると定義している。 
	 これらの研究での技術連携の意味と定義を踏まえると、企業間技術連携の定義は、企
業が企業の利益創出のため、または企業の戦略的目的を達成するため資源を活用し、パ
ートナーの探索と関係形成、外部組織との協力によって、知識、ノウハウ、技術の開発
を行うことであり、技術連携を通じて新製品・新技術の創出のために他の企業と協力す
ることであると定義することができる。つまり、企業間連携の範囲はビジネス・プロセ
スにおいて広い意味で使われるが、技術連携（技術連携）では、企業が新製品・新技術
を創出することであり、取引と連携とは異なる概念である（図表２−１）。 
	  
 
図表２−  1	 技術連携の概念  
 
	 また、企業間技術連携の位置づけは、内部開発（Make）と外部導入（Buy）の延長
線上であり、様々な方法によって知識の知識・技術の獲得が行われる（Link et al, 1983; 
Ford&Famer,1986;Hamilton,1985;Kurokawa,1991,Granstrand et al,1992）。そのた
めに、企業間技術連携の位置づけは、自社開発（In-house R&D）と外部導入（License-in, 
Technology purchasing）の間で、相互的な位置づけである（図表２−２）。 
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図表２−  2	 技術連携の位置づけ  
 
２．７	 先行研究のまとめと本研究の位置づけ 
	 先行研究では、資源ベース理論、経営戦略論、組織間関係論、産業構造論、ネットワ
ーク論など様々な領域にまたがって研究が進められてきた。このような研究は、技術連
携の形成、成果、構造に関連しているが、技術連携についての研究は主に技術連携の成
果の分析に集中している（Ozman,2009）。これらアプローチの理論的研究は、企業が
なぜ技術連携を行うのか、どのような企業が技術連携を行うのか、どのような構造で技
術連携は行われるのか、どのような影響があるのかについて説明している。多くの実証
研究もこれらの理論をベースとして企業が技術連携を行う要因を検証し、技術連携の効
果や成功要因について示している（Hagedroon et al, 2000; Link and Siegel,2003; 
Ozaman,2009; 岡室、2006）。理論研究の示唆は、産業組織論を除けば、技術連携にお
いて、産学連携であれ、企業間技術連携であれパートナーに関係なく同様な示唆を得ら
れると考えられる。産業組織論においては、同じ市場での企業間連携を前提としている
ため、産学連携や企業が変わってくると当然示唆も変わり得る。 
	 技術連携における分析は、産業レベル、企業レベルでの分析に留まっており、技術連
携が参加した研究者個人にどのような影響を与えているのかについての理論的な蓄積
は少ない。企業の研究開発において、判断や意思決定は研究者個人の経験・能力に依存
している（山下、2000）。そのため、技術連携が研究者個人へどのような影響を与えて
いるかについての研究が必要である。そこで本研究では技術連携が企業に所属する研究
者個人にどのような影響を与えているのかを分析する。 
	 また、技術連携に関する理論的研究の蓄積は、産学連携に焦点を当てる研究が多く、
企業間の技術連携に着目した研究は少ない。また、技術連携の成功要因に関する分析は
少なく、実証的研究の蓄積も乏しいのが現状である。特に日本企業の実証的研究におい
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ては、筆者が調べた限り研究の蓄積はほとんどない1。このような背景から本研究では、
中小企業の技術連携においての技術連携の成果要因を分析するために、独自のアンケー
ト調査2で分析し、技術連携の成果においてどのような要因で差が見られているのかに
ついて、探索的研究を行う。 
	 日本企業は技術知識ベースの範囲が広く、潜在的な価値を持つ外部のイノベーション
を自社に取り入れる能力を備えている（Cohen et al, 2002）。一方日本企業の連携に関
して自社に取り入れる能力を持っていながらも、積極的に活用しようとする意思はあま
り多く見られないという指摘もある（Kazuyaki,2012）。そのために、本研究では、独
自のアンケート調査で得られた結果に基づいて、国際比較により、日本企業の技術連携
が独特なものであるのかどうかについての分析を行う。 
  
                                            
1 中小企業の技術連携に関する実証研究は中小企業庁（2006）と岡室（2009）の研究が代表的である。 
2 独自のアンケート調査の結果は、下記の学術大会で報告している。 
	 ・日本 MOT 学会（中小企業における産産連携に関する実証研究、林永周、名取隆、西平守秀、2014、3） 
	 ・日本経営システム学会（日韓中小企業における産産連携実証研究、林永周、名取隆、2013、6） 
	 ・研究・技術計画学会（韓国中小企業の産学連携に関する実証研究、林永周、2013、11） 
	 ・ISPIM（An empirical study of cooperation R&D in asia contries SME, Yeongjoo Lim, Keiichi Tao 
and Takashi Natori,2013,12） 
	 ・The Korean Society Innovation Management & Economics(An empirical study of collaboration in 
Jpapan and Korea`s SME, Yeongjoo Lim, Keiichi Tao, 2013,6) 
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３．リサーチクエスチョンと研究のフレームワーク 
	  
	 先行研究のレビューから、技術連携の研究は経済的効果に関しては多くの研究が蓄積
されているが、技術連携が研究者個人へどのような影響を与えるのか、技術連携に成功
する企業はどのような企業であるかについての分析は十分になされていない。そのため
に、本研究では、以下の３つのリサーチクエスチョンに基づき分析を行う。 
１）技術連携は企業に所属している研究者個人へどのような影響を与えるのか？ 
２）技術連携により、成果を生み出している企業（成功企業）は、成果を生み出して
いない企業とどのような差があるのか？ 
３）日本企業の技術連携は独特のものであるのか？それとも他国と共通する側面を
もっているのか？ 
 
	 Chandler（1962）と Ansoff(1979)は、企業において組織と戦略の重要性を主張して
いたが、その組織を構成する個人に関する研究の蓄積は少ない。また、先行研究では、
技術連携の分析において、組織、戦略、構造などの断片的な議論が多く、組織と戦略両
方を捉えた包括的な議論は少ない。そこで本研究では、図表３−１のように、技術連携
において、研究者個人レベルの分析、企業レベルの分析、国レベルの分析の３つに分け
て分析する。 
	 第 1 に、個人レベルの分析には、企業を構成している基本単位となる個人に着目した
分析である。企業に所属している研究者個人の能力・経験は、企業の研究開発活動にお
ける判断や意思決定に影響を与える（山下、2000）。そのため、研究者個人の変化につ
いて研究する必要がある。そこで本研究では、企業が取り込んだ技術連携が企業所属の
研究者個人、かつ技術連携に参加していた研究者個人へどのような影響を与えるのかに
ついて、特定技術連携プロジェクトの事例3を用いて分析を行う。 
	 第 2 に、企業レベルでの分析においては、Chandler（1962）と Ansoff(1979)の主張
に従い、技術連携における企業レベルでの分析を組織と戦略を軸として行う。技術連携
における成果要因を組織的要因と戦略的要因からの視点から、アンケート調査による定
量分析、インタビュー調査による定性分析を行う。 
                                            
3 NEDO MMP の事例分析結果については、以下の学会で報告している。 
・日本経営システム学会（技術の多様性をもたらす国家プロジェクトの考察、林永周、田尾啓一、2013、
6） 
・研究・技術計画学会（国家プロジェクトが研究者に及ぼす影響、林永周、2012、6） 
・The Korean Society Innovation Management & Economics(NIS and Frim innovation – case of NEDO, 
Yeongjoo Lim, Keiichi Tao, 2012,6 ; Case study of NEDO MMP using patant output, Yeongjoo Lim, 
2012,2) 
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 第 3 に、国レベルでの分析においては、日本と韓国の比較を行う。一般的に日本は今
日のオープン・イノベーションの流れへの対応が不十分であり、消極的であるという指
摘がある（Kazuyaki,2012）。そのため、企業レベルでの分析で得られた結果を国レベ
ルの比較に用いて、日韓の比較をアンケート調査4による定性分析、インタビュー調査
による定性分析結果を比較する。 
	  
 
図表３−  1	 研究のフレームワーク  
 
  
                                            
4 韓国のアンケート調査結果及び日韓比較研究結果は以下の学会で報告している。 
・日本経営システム学会（日韓中小企業における産産連携実証研究、林永周、名取隆、2013、6） 
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４．技術連携における個人レベルの分析：企業所属研究者の変化 
 
	 企業が研究開発により新製品・新技術を開発し、競争優位を確立し、競争優位を持続
することは企業成長において不可欠なものである。しかし、研究開発は不確実性が高く、
失敗するリスクは常に存在している。そのため、如何にして限られている資源を最も有
効に活用し、イノベーションを起こすかということは企業において極めて重要な課題で
ある。企業はリアルオプション、プロジェクト・マネジメントなどの手法的アプローチ
と、選択と集中、提携、産学連携などの戦略的なアプローチにより研究開発を進めてき
た。しかし、企業の努力にも関わらず、企業の研究開発効率は低下しているとされてい
る（榊原、2003）。このような背景と、製品のライフサイクルの短縮、急速な市場・技
術の変化、企業間競争の激化によって、自社単独での研究開発では激変している環境に
対応することが難しく、企業は競争優位の持続のために他の組織と協力し、イノベーシ
ョンを創出する技術連携が登場した。企業は技術連携により、自社の技術と他社の技術
を融合し、これらを用いて、新技術、新製品を開発する。このような研究開発の成果を
計る指標の一つとして、特許が挙げられる。 
	 産業技術総合研究所（2004）によれば、研究開発の評価指標としてアウトプット、
アウトカム、インパクトの３つに分類し、アウトプットを研究開発の現像的ないし形式
的側面であり、論文の投稿、企画原案の提出、特許出願などと定義している。アウトカ
ムは研究開発の本質的ないし内容的側面であり、研究開発のミッションが達成された結
果で、学術論文については、学術技術コミュニティーで評価を経た内容、社会経済的な
効果を目的とした研究の場合は、社会経済的な製品やサービスの価値的な内容であると
定義している。また、インパクトは、当初の研究者の手を離れた後の間接的成果による
波及効果であると定義している。Stevens(1997)の整理では、研究開発の成果の評価を
一般的に論文、特許、製品、固定改善などの産出物（アウトプット）とこれらが反映さ
れた売上、コスト、製品の改善などの企業の成果（アウトカム）として区別している。
アウトプットの測定は研究開発終了とともに比較的に短時間で測定することができる
が、アウトカムの測定は事業化の時間的遅延により状況要因の測定が難しい状況である
（Hakanson,1993）。インパクトに至っては、アウトカムより時間がかかるため、正確
な測定が難しい。このような状況を踏まえると、特許はアウトプットとして、比較的に
短時間で正確に企業の研究開発の成果を計る指標として有効である。 
	 しかし、従来の研究における特許分析は主に企業レベル、産業単位での技術パラダイ
ムの変化、技術開発方向性の変化に留まっている（Christensen,1997;Utterback,1998; 
Gemba et al,2005）。企業と組織を構成している基本単位となる研究者個人レベルの特
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許分析は行われていない。そこで、本研究では、技術連携が研究者個人へどのような変
化をもたらすかを明らかにするために、特許分析を用いて検証する。 
	 
４．１	 仮説の設定 
	 従来、企業の研究開発活動の領域は探索（exploration）と活用（exploitation）に分
類できる。それらを両立させることが重要であるが、活用に力を入れると探索が疎かに
なる（March,1991;Leveinthal&March,1993;Stuart& Podonly,1996）。March(1993)
の研究では探索活動は、多様性の追求、リスク負担、実験、柔軟性の確保の特徴を持つ
活動としている。産業組織論において、企業はリスク軽減のために技術連携を行うとさ
れており（Boyona et al,2001）、技術の探索には技術連携は有効な方法の一つであると
考えられる。しかし、企業は探索と活用を両立させることは難しく、近視眼的な視点に
よって、探索的な活動より活用活動を優先するとされている（Leveinthal & 
March,1993）。このような背景から、企業の研究開発は特定分野の活用に集中する傾向
があると考えられる。つまり、企業に所属している研究者の特許出願傾向においてもこ
のような傾向は認められると捉えることもできる。 
	 資源ベース理論では企業は不足している資源を外部から調達する（Wernetfelt,1984）。
外部から獲得された資源は、企業内で創造、拡大、修正される（Helfat,2007）。コア・
コンピタンス論では、企業におけるコア・コンピタンスは多様な技術や機能を統合する
能力であると述べている（Prahald	 &Hamel,1990）。言い換えると、外部から調達さ
れた資源は企業内で従来の資源と異なる形で保有されるということになる。このような
背景から本研究では、ダイナミック・ケイパビリティの概念から仮説を導出する。ダイ
ナミック・ケイパビリティ論では、企業のダイナミック・ケイパビリティは感知力
（Sensing）、活用力（Seizing）、再構築力（re-configuration）の３つで構成される
（Teece,2007）。また、ダイナミック・ケイパビリティは、市場変化を創造するという
目的で資源の変化を促す能力だと論じられている。こうした、ダイナミック・ケイパビ
リティの要素を技術連携へと適用すると、感知力は技術連携のパートナーを見つけ、技
術連携に取り込むことであり、活用力は技術連携パートナーと新たな技術を創出ことで
あり、再構築力は技術連携で得られたものを自社のものとすることであると捉えること
ができる。こうしたダイナミック・ケイパビリティをもたらす技術連携の成果を、特許
を用いて分析する際、個人の特許を時系列で分析し、技術の多様性（Technological 
Diversity）を用いて分析することによって、技術連携の効果を計ることができると考
えられる。このような背景から、次の仮説を設定した。 
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仮説１.	 技術連携以前の研究者は特許出願分野が限定されているが、技術連携に 
	 	 	 	 よって新たな分野への特許出願を行う。 
仮説２.	 技術連携が終了すると研究者は、新たな分野への特許出願を行わない。 
仮説３.	 技術連携が終了しても研究者は、技術連携以前より多分野に特許出願を 
	 	 	 	 行う。 
 
４．２	 分析方法 
	 技術連携の効果は、自社が所有している経営資源に、他社が持っている経営資源を加
え、融合することによって、新たな経営資源を生み出すことができることである。技術
連携の成果を計る指標は多く存在しているが、本研究では、技術連携によって生まれた
経営資源に着目する。研究開発の成果は、一般的に論文、特許、製品、工程改善などの
産出物（Output）とこれらが反映された売上、コスト、製品の改善などの企業の成果
（Outcome）と区別する（Stavens et al.,1997）。産出物の測定は研究開発終了ととも
に比較的に短時間で測定することができるが、成果の測定は事業の時間的タイムラグ
（Hakanson,1993）により状態要因の測定が難しい。そのため多くの研究は論文、特
許、技術移転件数などの産出物を用いて分析している（Bonaccoris &Piccaluga,1994; 
Santoro&chakrabarti,2002; Barnes＆Gibbons,2002）。 
	 企業は研究開発によって様々な成果をあげ、特許を取得する。企業が特許を取得する
目的は、アイデアの公表の代償として与えられる排他権を利用して、利益を生み出すこ
とにある。良いアイデアは、技術の向上、文化の発展に貢献し、発明者、企業には賞賛
と名誉が与えられるが、企業は、本来の目的である利益を創出するために特許を取得す
るのである（特許庁、2009）。反対に、利益に結びつかない特許は不良資産であり、事
業展開を阻害する要因であるため、すべての技術において特許を出願するわけではない。
このような背景から企業の特許分析によって、事業と結びついた研究開発成果を読み取
ることができると考えられる。しかし、企業の研究開発は企業の方針・戦略により決定
されるため、企業全体の特許分析では、技術の多様性をもたらす技術連携の成果を計る
ことは難しい。そこで、本研究では、企業に所属している研究者の個人の特許出願傾向
に着目する。また、企業の所属している研究者のうち、特定期間技術連携に参加した経
験があり、前後の特許出願と比較できる研究者の分析によって、技術連携の成果を間接
的に計ることができる。	 
	 特許出願書には、発明者と特許出願人の項目が存在する。特許出願における発明者は、
特許法によって定義されている。特許法では、発明者は特許を受ける権利を有すること
が規定されているが（第 29 条 1 項柱書）、発明者とはどのようなものであるかについ
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ての明文は規定されていない。特許分析の学術領域においての発明者は、当該発明の創
作行為に現実に加担した者だけを指し、単なる補助者あるいは単に命令を下したものは
発明者とはならない（中山、2000）。つまり、発明者は出願された特許において、最も
重要な役割を果たした者であることをわかる。特許出願において、発明者と出願者が分
かれているが、出願者は通常は企業となる場合が多い。そのため、本研究では、発明者
に着目し、分析の対象とする。このように、発明者を対象として分析することによって、
企業戦略による研究開発戦略によるバイアスを解消することができる。	 
	 このような背景から、本研究では、企業に所属している研究者のうち、技術連携に参
加した研究者個人に着目し、研究者の特許出願を分析し、国際特許分類（International	 
Patent	 Classification,	 以下 IPC）を用いて技術の多様性について検証する。	 
	 IPC は、国際的に統一されて用いられている特許文献の技術内容による分類であり、
世界知的所有機関（WIPO）が管理する国際特許分類に関するストラスブール協定に基づ
いて作成されている。国際特許分類を採用する国の特許文献（特許、発明者証、実用新
案、公開特許広報など）には、Int.CI(International	 Classification の略)という前
置きとともにアルファベットと数字の国際特許分類の分類記号が表示されている（図表
４−１）。	 
	 
 
図表４−  1 特許明細書における IPC 記入の例  
出典：特許庁（2013）、特許分類の知識、pp.1	 
	 
	 このような特許分類の目的は、世界中で公開された大量の文献（電子データ等の他の
媒体も含む、以下同様）の中から必要な情報が収集され、収集された情報が必要に応じ
て蓄積され、蓄積された中の任意の情報にアクセス可能であることが求められ、各種情
報を効率的に利用するために情報を体系的に分類することである（特許庁、2013）。IPC
分類は、セクション、サブセクション、クラス、サブクラス、メイングループの多段階
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1. 特許分類とは 
（フロントページ） 
 
（最終頁） 
 の部分が日本の公開特許公報に掲載された特許分類（IPC、FI、F ターム） 
 
1.1. 特許分類の目的 
1.1.1. 情報の分類 
 一般的に各種情報は、世界中で公開された大量の文献（電子データ等の他の媒体も含
む：以下同様）の中から必要な情報が収集され、収集された情報が必要に応じて蓄積され、
蓄積された中の任意の情報にアクセス可能であることが求められる。 
 
 これらの各種情報を効率的に利用するためには、有用な情報を含む文献の公開段階ある
いは収集段階において、情報を体系的に分類することが極めて重要であり、その分類体型
の優劣が情報の利用価値を決める重要なポイントとなる。 
 
1.1.2. 特許情報とは 
 特許情報は、世界各国で様々な技術分野においてなされる特許出願に端を発し公報の形
で特許文献として公開されるものである。 
 この特許情報は、出願情報、権利情報、技術情報等を含むものであり、一般的な各種情
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構造で、発明に関する全技術分野を図表４−２のように階層的に細分化している。	 
 
図表４−  2 	 IPC 分類の構成  
出典：特許庁（2013）、特許分析の知識、pp.8 
 
	 IPC 分類は、日本において完全に採用されており、特許庁が分類を付与し、調査時に
調査官（査判官）によって特許査定された特許請求の範囲に基づく分類が付与される。
そのために、IPC 分類は、特許出願の明細書、図面に記載された技術内容に基づいて分
類される、多くの情報を含んでおり、技術分析においては有効である（特許庁、2013）。	 
	 このような背景から、本研究では企業に所属している研究者の特許を IPC 分類によっ
て分析する（図表４−３）。出願した特許が既存の IPC 分類から他の IPC 分類へと拡張さ
れた場合、技術の多様性がもたれたと捉え、分析を進める。	 
 
 
図表４−  3	 特許分析のフローチャート  
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2.1.1.2. 分類項目の構成 
分類項目は、発明に関する全技術分野を、下図のように階層的に細分化している。 
  
メイングループはさらにサブグループに細分化され、サブグループは下図のように、タ
イトル前のドット（・）の数によって階層化されている。 
 
セクション・サブセクション 
セクションは、特許の対象となる全技術を、8 つに大別したものであり、A～H のアルフ
ァベット大文字 1 文字の表示記号とセクションタイトルで表される。 
サブセクションは、セクション内での見出しであり、表示記号は無く、サブセクションタ
イトルのみで表される。 
 
クラス 
クラスは、セクションを細分したもので、セクション記号に 2 桁の数字をつけた表示記
号とクラスタイトルで表される。 
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４．２．１	 分析の対象 
技術連携の効果を分析するために、NEDO（産業技術総合開発機構、以下 NEDO）のマ
イクロマシンプロジェクト（以下 MMP）に参加した企業から参加研究者を抽出し、参加
前後の特許集中度に関する事例分析を行い、仮説 1,2,3 に関する検証行う。本研究で取
り上げる NEDO	 MMP は、企業の技術連携による研究開発活動において、技術の多様性が
見られたかについて検証するための事例であり、Yin(2004)が示唆した事例研究が必要
な場合の「評価に関する特定テーマを例で説明する」に相当するため、事例研究の対象
として適していると考えられる。	 
 
４．２．２	 NEDO MMP の概要 
	 本研究の対象であるプロジェクトは、NEDO が、将来にマイクロマシンが実用化され
ることを期待し、マイクロマシン実現に資する技術的なプラットフォームづくりを目的
として 1991 年から 2000 年までの 10 年間にかけ、約 177 億円の予算と 26 箇所の研究機
関が参加して実施した大型プロジェクト「マイクロマシン技術開発プロジェクト」（以
下 MMP とする）である。NEDO の MMP では,システム技術、機能デバイス高度化技術、共
通基盤技術の3大技術分野を設定し、その3つの大技術分野を6個のサブテーマに分け、
さらに、合計 34 の小研究項目に分割し、研究開発を進めた。10 年間、約 177 億円を投
資した MMP は、プロジェクト期間中に得られた知的財産以外にも、2006 年度において、
18 の製品及び技術が実用化された。さらに、2011 年度末までには 11 の製品及び技術が
新たに実用化される見込みであり5、プロジェクト終了後にも多くの分野に影響を与え
ている。	 
 
４．３	 分析方法 
	 NED MMP に参加した企業の成果報告書中、重要特許リストとして挙げられたリス
トにもとづいて、企業所属の研究者個人のリストを作成し、特許データベース検索によ
り、時系列特許出願件数と IPC 分類を収集し、特許出願集中度を算出し分析を行う。
特許出願集中度は、市場の集中度合を算出する際使われるハーフィンダール・ハーシュ
マン指数（Herfindahl-Hirschman Index、HHI）を応用し、IPC 分類における各クラ
スが占める割合で集中度合いを算出する。計算式は数式１である。 
 
                                            
5
 マイクロマシン技術に係わるアウトカム調査（2007年3月）	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数式  1	 集中度の算出  HHI  =   𝑆!!!!!!  HHI =	 特許の集中度 N ＝	 特許出願領域の数 si ＝	 1 つの分野に出願された特許の割合（％） 
 
 
この集中度合いが高い場合、特定分野に集中していることであり、最大値は 10000
である。集中度合いが低い場合は、低ければ低いほど分散していることであり、最小値
０である。 
	 仮説に対する検証を行うため、個人の特許出願を、1990 年以前（MMP 以前、以下
T-1）、1991 年から 2000 年（MMP 期間、以下 T0）、2001 年以降（MMP 以降、以下
T+1）に分けて比較する（図表４−４）。 
 
図表４−  4	 分析期間と分類  
 T-1 T0 T+1 
年度 1990 年以前 1991 年～2000 年 2001 年以降 
イベント MMP 以前 MMP 期間 MMP 以降 
 
T-1 と T0 の比較において、T-1 時点では、研究者は企業の研究開発プロジェクトに
従い研究開発を進め特許の出願を行うため、特許出願における IPC は限定的であると
考えられる。そのため、特許集中度合いは比較的に高く集中されていると考えられる。
そこで、NEDO MMP に参加することによって技術の多様性が増大したのであれば T0
の特許集中度合いは比較的に低く、分散されていると考えられる（仮説１）。続いて、
技術連携の効果が技術の多様性をもたらすのであれば、T0 に比べ T+1 では、技術の多
様性は減少し、特許の出願は集中されていると考えられる（仮説２）。最後に、ダイナ
ミック・ケイパビリティ論で述べられているケイパビリティの活用力、再構築力が連携
によって得られるとしたら、T+1 では、T-1 に比べて特許出願の傾向は分散されている
と考えられる（仮説３）。 
 
４．３．１	 使用データベース 
	 仮説の検証のために、日本公開特許（A,A1）、日本登録特許（B）、日本公開特許英語
抄録が収録されている Patent Integration 社が提供テータベースを用いて分析を行っ
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た（図表４−５）。 
 
図表４−  5 使用データベース  
データベース  収録期間  
日本公開特許 (A,A1) 
日本登録特許 (B) 
日本公開特許英語抄録 
1993– 2012.04.26. 
1996– 2012.04.25. 
1980 – 2010.12.24. 
 
４．３．２	 検索方法及び収集期間 
	 本研究では、研究者個人に着目しているため、発明者に研究者の名前を入力すると共
に、同名の人を排除するため、出願者、権利者に所属している会社の社名を入力し、
AND 検索を行った。また、本研究では、研究者の変化に着目しているため、特許出願
に視点を置き、出願された特許を IPC 分類と時系列で収集した。検索式及びデータ収
集と期間は図表４−６である。 
 
図表４−  6	 検索方法及び収集期間  
検索式 発明者	 *	 出願者、権利者	 AND 検索 
データ収集 年度別特許出願件数と出願分野（IPC 分類）データ 
データ収集期間 2012 年 3 月～4 月 
 
	 T-1,T0、T0,T+1 の比較のため両方特許出願データが得られた研究者のみを分析の対
象とし比較のサンプルは、35（T-1,T0 比較）、79（T0,T+1 比較）、全体数 116 である。 
 
４．４	 検証結果 
４．４．１	 仮説１の検証結果 
	 技術連携以前の研究者は特許出願分野が限定されているが、技術連携によって新たな
分野への特許出願を行うという仮説１を検証するために、T-1 と T0 の特許出願件数を
IPC 分類によりテータを収集し、特許集中度合いを算出した。既存の研究で明らかにな
っているように、企業は特定分野に集中しやすく、活用を優先しているとすれば、技術
連携の期間には特許の集中度合いは、特定分野に集中しているため高くなる。反面、技
術連携期間には、技術連携の影響により、技術の多様性が期待でき、様々な資源を取込
み活用すると考えられる。そのため、特許の出願傾向は分散されて、集中度合いの HHI
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は低くなると予測できる。そこで、データベースから時系列にて比較できるデータが集
めた研究者（ｎ＝３５）に対して、特許集中度合いの変化を比較した（図表４−７）。そ
の結果、T-1 は、特許出願集中点数が平均 6805.63 で、特定分野に集中的に出願するこ
と対し、T0 では特許出集中点数が平均 3626.80 で多分野に分散されていることがわか
る。T 値が 6.568 で、T-1 と T0 の平均は１％の棄却水準をもって統計的有意の差があ
ることが明らかになった（図表４−８）。 
 
図表４−  7 T-1、T0 の比較	 
（図における色は、企業ごとに分けているが、企業情報・個人情報を含めているため説明は省略する。）	 
出典：林、田尾（2014） 
	 
図表４−  8	 平均差検定（T-1、T0）  
変数 平均 標準偏差 T 値	 P 値	 
T-1 6805.63 2775.47 
6.568	 .000**	 
T0 3626.80 1100.30 
**	 1％有意	 
 
４．４．２	 仮説２の検証結果 
	 技術連携に参加した研究者が技術連携プロジェクトを終え、自社に戻った後に、研究
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者は再び特定分野に集中して特許を出願するかを明らかにするために、T0 と T+1（ｎ
＝79）の研究者の特許出願傾向の変化を比較した（図表４−９）。その結果、T0 は、特
許出願集中度合を示す HHI は平均 3677.41 で、多分野に分散的に出願されていること
に比べ、T+1 では特許出願集中点数が平均 5843.11 で、特定分野へ集中され、ｔ値が
7.629 で、T0 と T+1 の平均は 1％の有意水準で統計的有意の差があることが明らかに
なった（図表４−１０）。 
 
図表４−  9	 T0、T+1 の比較	 
（図における色は、企業ごとに分けているが、企業情報・個人情報を含めているため説明は省略する。）	 
出典：林、田尾（2014） 
	 
図表４−  10	 平均差検定（T0、T+1）  
変数 平均 標準偏差 T 値	 P 値	 
T0 3677.41 1008.04 
7.629	 .000**	 
T+1 5843.11 2502.91 
**	 1％有意	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４．４．３	 仮説３の検証結果 
	 技術連携が終了しても研究者は技術連携以前より多分野に特許を出願するという仮
説３を検証するために、1990 年以前から 2000 年以降まで 10 年以上の特許出願傾向の
データが得られた集団（ｎ＝29）に対して、時間を 3 つ T-1,T0,T+1 に分け、特許出願
集中度合いの比較を行った（図表４−１１）。その結果、特許出願集中度の変化は、T-1
の時に最も高く、T0 の時には低くなり、T+1 の時には再び高くなる傾向であった。また、
有意性は確認されていないが、参加前（T-1）より、参加後(T+1)が分散化の傾向が見ら
れた。	 
	 
 
図表４−  11 T-1、T0、T+1 の比較	 
出典：林、田尾（2014）	 
	 
４．４	 技術連携と研究者個人の変化に関する考察 
	 技術連携が研究者個人へどのような影響を与えるかを明らかにするために、３つの仮
説を設定し、NEDO MMP を用いて検証を行った結果、図表４−１２のような結果が得
られた。 
 
図表４−  12	 仮説検証結果  
仮説 検証結果 
技術連携以前の研究者は特許出願分野が限定されているが、技術連携によって
新たな分野への特許出願を行う。 
◎ 
技術連携が終了すると研究者は、新たな分野への特許出願を行わない。 ◎ 
技術連携が終了しても研究者は、技術連携以前より多分野に特許出願を行う。 △ 
◎	 検証された、	 △	 ある程度検証された  
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 仮説の検証によって得られた結果は、技術連携によって新しい技術の資源が得られて
いることを支持するような結果であった。今回の検証では棄却された仮説３においては、
統計的に有意のある結果は得られなかったが、傾向として技術連携が終了しても、技術
連携の経験は研究者の特許出願の領域を拡大されるようなことを示す傾向がみられた。 
	 分析結果をみてみると、必ずしもすべての研究者について技術の多様性がもたされた
わけではなく、技術の多様性が全く見られないサンプルも存在する。そこで、何故この
ような研究者個人への影響の違いが現れたのか、また、どのような技術連携のマネジメ
ントが技術の多様性がもたらせるのかについて考察したい。 
	 まず、技術連携の影響が研究者個人によって差が見られたことについて経営戦略論の
視点から考察する。資源を探索し、活用、再構築することをダイナミック・ケイパビリ
ティと定義し（Teece et al.,1997）、Helfat(2007)は、ダイナミック・ケイパビリティに
ついて組織が意図的に資源を創造、拡大、修正する能力であると述べている。また、コ
ア・コンピタンスは技術の流れを統合する組織能力のみならず、コンピタンス構築、展
開に向け組織階層、事業部や職能部門の境界を超えて、組織メンバーが恊働することを
促す組織的仕組みや組織文化も含むコンセプトであり、言い換えれば、コア・コンピタ
ンスとは企業組織内の様々な部門の人々が所有し、習得している技術や技能を結集し、
調整、統合する能力である(Prahalad and hamel,1990)。これらの定義を踏まえると、
資源の探索機会を提供したのが技術連携の場であり、それを活用したのが技術連携の効
果であり、その効果が特許出願の領域の拡大の結果として現れたと考えられる。理論的
研究において共通的に指摘されている点は、Cohen and Levinthal(1998)が提唱した外
部の知識を水溶する能力（吸収能力、Absorptive capacity）と関連しているという見解
である。そのために、技術連携が研究者個人の特許出願傾向に影響を与えたものの個人
差が認められたことは、所属している組織的仕組みや組織文化が影響していると推測す
ることができる。 
	 続いて、技術連携によって研究者個人に技術の多様性をもたらすための連携プロジェ
クトのマネジメントの面から考察する。企業は開発に多くの努力を注ぎ、経営資源を投
資し、新技術・新製品の市場導入を早めても、製品のライフサイクルが短縮しているた
め、企業は十分な利潤を得ることが難しくなっている。その反面、企業の研究開発コス
トは増加している。企業は限られた経営資源を有効に活用するために選択と集中の経営
判断を必要としているが、その判断が正しいとは限らず、企業がどのように判断するか
が重要な課題となる。企業は近視眼的な活動を優先してしまう傾向がある（March,1991）
ため、従来の技術から離れた新しい技術的なアプローチは難しく、それまでの経験・経
路に依存してしまう傾向がある（David,1994）。また、技術連携分野ではないが、研究
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者個人に着目した研究では、David（1994）の研究と類似の概念として、組織同形化を
提示している（榊原、1995）。榊原（1995）によれば、お互いにユニークなはずの個人
が、組織的文脈の中で活動する過程で、相互に類似していく傾向があり、その傾向はア
メリカ企業に比べ日本企業の方が強く、このような現像を組織内同形化であると述べて
いる6。どちらにおいても、企業に所属している研究者は、組織内で個性を失っていく
傾向があることを示唆する内容である。このような経路依存性や組織内同形化は、高度
に総合化された効率優先の組織を実現することで、生産志向が強まった時代にはプラス
に作用する可能性が高い。高い組織内同形化こそ、その時期の技術戦略遂行のための有
効な基盤だったと思われるものであるが、研究開発志向が必要な段階ではマイナスに作
用する。経路依存性問題と組織内同形化は、組織内部の多様性を削減し、今後期待され
る新しいタイプのイノベーションに対して桎梏になる可能性さえある。そのために、経
路依存性の問題と組織内同形化の問題をどういう克服の手段を持ち得るのかが重大な
問題になるだろう。技術連携という観点からどのような技術連携に関するプロジェク
ト・マネジメントが経路依存性の問題や組織内同形化の問題の克服の手段となり得るの
かについて NEDO MMP を用いて３つに分けて考えることができる。 
	 第 1 に、技術連携において、新しい技術探索の推進と技術の多様性の重要性を認める
ことである。NEDO MMP は、開発項目の設定に関しては参加した企業が自主的にテ
ーマを設定し、自由度があった。また従来の技術連携プロジェクトは異なり、以前にな
い分野の研究開発だったため、研究開発の方向性を明らかに示す技術ロードマップは存
在してなかった。そのために、多様性を持ち、研究開発における探索活動を進めること
ができたものと考えられる。また、プロジェクト目標は存在していたが、他のプロジェ
クトに比べ比較的に柔軟な体制で行われたため、メインストリーム技術のアプローチを
効率良く進歩させることよりは、研究者が進めたいテーマをできるだけ自由に進めさせ
ることができたと考えられる。このような運営は、メインストリームから離れた異なる
技術を派生する結果につながり、技術の探索と多様性に大きな影響を与えたものと考え
ることができる。また、NEDO MMP に参加した企業は大手企業から研究所まで 26 に
及ぶ異なる組織が参加し、その中で組織横断的な様々な研究会が結成され、お互いに意
見交換と共にシンポジウムを開催するなどの情報共有の活動を続けており、その研究会
                                            
6 榊原（1995）では、個人組織の内部でも構造要素間に類似のプレッジャーが働くことを主張し、それを
とくに「組織同形化」（Internal isomorphism）とよんできた（sakakibara et al.,1991）。上述の組織間同
形化が副組織間（Inter- organizational）の現像をさすのに対して、組織内同形化は個別組織内（Intra- 
organizational）の現像をさす。部門組織間の構造、プロセス、及び文化の類似化、メンバー相互の均質化
へのプレッシャーが組織内同形化の内容である（榊原、1995、p6）。榊原は、組織間同形化は、程度の差
はあるものの、どの国でも、またどんな種類の組織でも観察できるものであると主張している。 
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は、現在に至るまで続いている。意見交換とシンポジウムでは活発な議論が様々な角度
から行われ、研究者の経路依存性の問題や組織内同形化の問題を克服することにつなが
った要因であったと考えられる。このように NEDO MMP において多様な出身母体か
ら参加した研究者がプロジェクト内の研究会を通じて情報共有することができていた
のであり、多様性と情報共有という条件と場が NEDO MMP の中で実現していたこと
が効果的であったと考えられる。 
	 第 2 に、推進組織が参加企業内部と離れた組織であったことである。このことは
Christensen(1997)のが指摘する内部と離れた独立性の高い組織が、出身母体から独立
した NEDO MMP において実現したいたことになる。また、NEDO MMP は、NEDO
から委託研究ではあるが、プロジェクト・リーダーが不在で、意思決定は基本的にプロ
ジェクト参加メンバー間の議論により決定された。プロジェクト参加メンバーは異なる
組織のメンバーであり、異なる背景、知識、能力をもっており、このような意思決定プ
ロセスは、経路依存性の問題や組織内同形化の問題を克服することができた一つの要因
であったと考えられる。 
	 第 3 に、マネジメント・コントロールである。従来のマネジメント・コントロール
論では、マネジメント・コントロールの目的は戦略的計画によって決定された高い目標
を効率的に実行することである。このようなマネジメント・コントロール論の見解は、
多くの研究によって明示的・暗黙的に支持されてきた（Hertog,1987; Markus and 
Pfeffer,1983）。これに対して、戦略創発の重要性が増すことに従い、マネジメント・コ
ントロールは戦略変更に際して一定の役割を果たすという見解を持つ研究も見られる
ようになった（Dent,1990;Simons,1991;Knights and Willmott,1993; Abernethy, 
1993）。ロードマップとは、予めアプローチが決められ、事前にあらゆる状況や仕様を
設定しておくことにより、研究開発の方向性と効率性を高めることができる（Gerdsri, 
2005; Strauss and Radnor,2004）。しかし、このようなマネジメントは外部環境の変化
に対応することが難しく、創発的な活動を妨げることがある。これに対して NEDO 
MMP は、毎年行われたプロジェクトの評価により、戦略を変更・修正したことが大き
い特徴である。A 分野の B という技術的明確な仕様がなかったために、大きいフレー
ムの中で新たに C を研究開発するというような自由度の高い戦略の変更・修正を可能
であったと考えられる。 
 
４．５	 本章のまとめ 
	 NEDO MMP では、技術連携プロジェクトによって、企業の研究者が企業の組織に
所属しながらも独立した組織に所属していたことで、Christensen(1997)が指摘する内
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部と離れた独立性の高い組織の機能を果たしたものと考えることができる。 
	 また、技術の探索と多様性は、柔軟なプロジェクト運営を行うことで実現している。
実際、NEDO プロジェクトでは、ゴールは明確にしているが、そのゴールに辿り着く
ためのアプローチは明確に提示せず、研究者の自由度をできるだけ与えていたことが、
多くの派生技術を生み出す結果へとつながったと考えられる。 
	 近代企業の研究・開発マネジメントは、厳密な資源管理及び配分のために可視化経営
を重要な課題としていた。全体的な流れを予め決めておく（Front Fuzzy end）ことや
ステージことに評価し、早期に見込みにあるもののみ進める（ステージ・ゲート）など
計画に沿った「計画型」研究・開発マネジメントでは、可視化された指標が合理的な意
思決定の判断基準として使われた。しかし、NEDO MMP においては、新しい技術の
開発におけるリスクを国家がリスク・テイクすることにより、柔軟な運営、かつ多くの
アプローチが行われた「創発型」研究・開発であった。創発型イノベーションは、非意
図的にイノベーションを創出するために、個人と組織の創発性を重要とするイノベーシ
ョン・マネジメント（Simons,1995; Minztberg,1998）であり、創発性を重要視するプ
ロセスは戦略・政策研究に大きい影響を与えている。NEDO MMP の場合は意図的に
創発生を高めるために戦略的にプロジェクトを進めたというよりは、１）既存にない技
術・既存にないマーケットであったこと、２）複数の組織がプロジェクトに参加してい
たこと、３）プロジェクト・リーダーが不在のもとでメンバーが意思決定の場合、議論
に直接に関わっていたことから創発的な研究開発の方向に進められたと考えられる。 
 既存の研究では、研究者個人に着目し、その変化を長期間に渡り分析し、技術連携が
企業所属の研究者個人への影響を分析する研究は無かった。本研究では、10 年を超え
るプロジェクトである NEDO MMP の事例研究により、技術連携が企業と研究者の活
動にどのような影響を与えるかを特許分析による技術の多様性のアプローチからの視
点で分析を行った。技術連携が研究者個人へどのような影響を与えるかを検証するため
に、技術の多様性に着目し、研究者個人の特許出願傾向の変化を 3 つの時期に分けて集
中度を平均差比較した結果、統計的に有意性の高い水準で、技術連携時期に集中度が低
くなり（分散された）ことが明らかになった。また、MMP のプロジェクト運営に関す
る分析から、１）NEDO MMP のように、複数企業が自律性の高い技術連携を行った
ことが、技術の探索と多様性に有効であったこと、２）企業の内部と離れた組織により、
経路依存性を克服すると共に新たな知見を学習したこと、３）マネジメント・コントロ
ールにおいて、戦略の変更・修正を可能にするためのプロジェクト運営が創発的な研究
開発の促進させることが明らかになった。	  
本研究のインプリケーションは、学術的なインプリケーション一つと、実践的なイン
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プリケーション二つ、以下の三つである。 
学術的なインプリケーションとしては、先行研究で明らかになっていた企業の技術経
路依存性、深堀（活用）活動について、研究者個人の特許出願から明らかにした実証研
究領域のインプリケーションである。既存の研究では、客観的に比較する指標を用いて
比較していなかった技術の多様性の分析を、個人ベースの特許出願の HHI 指数を用い
て客観的に比較分析することにより定量的に評価することができた。 
実践的なインプリケーションとしては、１）企業は、将来的に悪影響を与える可能性
がある技術経路依存性、深堀（活用）活動の優先ということに対する対策として、技術
連携のような外部のプロジェクトや連携などを有効に活用し、研究開発の多様性と探索
活動を行うことにより、技術の多様性をもたらすことができること、２）技術連携の運
営へのインプリケーションとしては、技術連携の運営において、明確なロードマップを
作成することよりは、自由度を高めることが、創発的な研究開発を促進させ、技術の多
様性をもたらし、企業のアンロック状態に良い影響を与えること、また、長期間のプロ
ジェクトにおいて、計画の変更を柔軟に行うことが重要であり、今後の技術連携の運営
のあり方について示唆したことである。 
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５．技術連携における企業レベルの分析：組織と戦略の観点 
 
５．１	 日本企業の技術連携を取り巻く環境 
５．１．１	 日本企業の外部資源活用 
	 研究開発に関する外部連携は、2000 年代から積極的に行われるようになった（経済
産業研究所、2004）。その背景としては、国際的なイノベーション競争の激化に加え、
遺伝子情報を用いた医薬品開発にみられるような企業のイノベーションにおける科学
的知見の重要性が高まったことや、1998 年の TLO 法に始まり、日本版バイドール法、
国立大学法人化などの一連の産学連携政策も影響していると考えられている
（Motohashi,2005）。近年、日本企業に見られる外部資源活用は、産学連携などによる
研究開発の上流部分における連携だけではなく、企業間連携も含めた事業化まで見越し
た連携が特徴的に見られている。その理由としては、リーマンショックや円高による日
本企業の経営環境の悪化、製品のコモディティ化が急速に進むことにより製品単体モデ
ルからサービスモデルへとの転換が追われていること、日本市場が成熟することにより
グローバル展開に適した企業構造の必要性が高まったことが挙げられる（元橋、2012）。 
 
５．１．２	 日本企業の研究開発に関する動向 
	 日本産業構造において、中小企業が占める割合は 99.７％であり、雇用の７割近く担
っている（総務省・経済産業省、平成２４年経済センサス）。全産業界における研究開
発の実施率をみると大手企業が 40％であることに比べ、中小企業（従業員２９９人以
下の企業、以下中小企業）は 2.2％で極めて少ない割合である（図表５−１）。平成１４
年から平成２５年までのデータを時系列で見てみると、景気の変化によって多少の変化
はあるが、大手企業では 40％、中小企業では 2％前後での研究開発の実施率が見られ
る。 
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図表５−  1	 研究開発実施率（全産業）  
出典：科学技術研究調査結果（総務省統計局）により筆者作成  
 
	 日本経済を支えているとも言われる製造業に限定すると、大手企業が 70％、中小企
業が 8％であり、全産業界に比べては高い数値であるものの、中小企業の研究開発の実
施率は極めて低い（図表５−２）。 
 
 
図表５−  2	 研究開発実施率（製造業）  
出典：科学技術研究調査結果（総務省統計局）より筆者作成  
 
	 図表５−３で見られるように、平成 24 年度の科学技術研究費の総額は 17 兆 3246 億
円であり、国内総生産（GDP）に対する比率は 3.67％である。そのうち企業の研究開
発費用が 12 兆 1705 億円（研究開発費用全体に占める割合 70.2％）であった。製造業
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における研究開発費は、大手企業と中小企業の差が激しく、全体の 97％を大手企業が、
残りの 3％を中小企業が支出している。 
 
 
図表５−  3 研究開発費用  
出典：科学技術研究調査結果（総務省統計局）より筆者作成  
 
	 このように大手企業に比べ中小企業の研究開発費用は極めて少ないが、中小企業が研
究開発の投資を行っていないわけではない。総務省の科学技術研究調査のデータによる
と、中小企業の研究開発費用は 1970 年度を 100 とすると、2007 年には 779 と約８倍
近くに増加している。一方、大手企業は 20 倍近く増加し、1920 である。しかし、売上
高研究開発費比率からみてみると、大手企業は 1970 年度から持続的に増加し、4.4％を
占めている反面、中小企業は 2.1％に過ぎない（図表５−４）。 
 
H２１	 H２２	 H２３	 H２４	 H２５	 
中小企業	 社内	 588,437  529,281  560,449  495,845  534,895  
中小企業	 社外	 61,970 46,537 38,638 45,173 37,644 
大手企業	 社内	 11,294,698  9,909,328  9,905,295  10,287,498  16,169,203  
大手企業	 社外	 1,776,892  1,523,946  1,609,496  1,622,708  1,563,856  
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図表５−  4 大手企業と中小企業の研究開発費用推移  
出典：総務省「科学技術研究調査結果」より再引用  
 
	 平成 25 年度のデータでも売上高研究開発費比率が大手企業では 4.08％に対して中小
企業は 2.41％に過ぎない（図表５−５）。このような現状は、中小企業が研究開発を行
う体力が大手企業に比べて弱いことを示すものであり、このような傾向は１企業当たり
の研究開発費用と営業利益研対究開発費比率をみてみるともっと明確に現れる。 
 
 
図表５−  5	 売上高研究開発比率  
出典：科学技術研究調査結果（総務省統計局）より筆者作成  
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 図表５−６、図表５−７は１企業当たりの研究開発費用と平成 25 年度営業利益研究開
発費用比率である。図表５−６で見られるように中小企業の１企業当たりの研究開発費
用は 67,890 万円であり、大手企業の 473,647 万円の 14.3％に過ぎない。また、営業利
益研究開発費用比率は大手企業が 111.8％で大きく営業利益を上回る金額の投資を行
っているのに対して、中小企業は 52％に過ぎない（図表５−７）。 
 
 
図表５−  6	 1 企業当たり研究開発費用  
出典：科学技術研究調査結果（総務省統計局）より筆者作成  
 
 
図表５−  7	 営業利益研究開発費用  
出典：科学技術研究調査結果（総務省統計局）より筆者作成  
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 中小企業が研究開発に積極的に投資できない理由は、図表５−８で示されるように、
１）研究開発の資金の不足、及び２）研究開発に関わる人材の質と量の不足で 61％を
占めている。もちろんこのような問題は、大手企業でも同じく見られているが、大手企
業にとっての最も大きい課題は市場の不確実性とそれに伴うリスクである。 
 
 
図表５−  8	 研究開発に不足しているもの  
出典：総務省「科学技術研究調査結果」より再引用  
 
５．１．３	 研究開発環境の違い：大手企業と中小企業 
	 上記の諸データから中小企業は研究開発を実施する割合も低く、研究開発に対する投
資の割合、絶対値の金額においても大手企業に比べ貧しい状況であることがわかる。シ
ュンペーター（1942）は、イノベーションのための研究開発には多額の費用が掛かる
が、成功するとは限らない。このような現状から多額の研究開発費用をまかなえる個人
やベンチャー企業はほとんど存在せず、不確実性が高く、リスクを伴う研究開発投資は
大手企業でないと難しいことから、イノベーションの主体は大手企業であると述べてい
る。つまり、売上規模が大きく、経営が安定している企業の方が、事業化リスクの大き
な研究テーマに対して多額の研究開発費用を投資でき、その資源を独占しようとすると
解釈し、市場支配力を持った大手企業の優位性を主張した。しかし、企業が最初から市
場支配力を持った大手企業としてスタートするケースはほとんどなく、ほとんどの企業
が中小企業から中堅企業、中堅企業から大手企業へと成長して行く。また、近年、中小
企業がイノベーションを起こし、ブレークスルーするケースもしばしば見られている。
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シュンペーター（1942）の主張のように、大手企業は現在でも中小企業に比べて、多
くの割合で研究開発を実施し、多くの金額の投資を行っている。このような傾向は否め
ないが、中小企業ではイノベーションは難しいとするシュンペーターの主張は同意でき
ないところがある。 
 
５．１．４	 中小企業とイノベーション 
	 経済産業省による「新経済成長戦略」や内閣府による「イノベーション 25 戦略会議」
の議論の中では、創造的イノベーションの担い手としてベンチャー企業が言及されてい
る。また、1990 年代以降の研究では、中小企業がイノベーションの担い手として注目
を集めている(Acs and Audertsch,1990;Audertsch,1995;中小企業庁、2009)。しかし、
５．１、５．２で述べたように、中小企業は経営資源が貧しく、大手企業に比べ研究開
発の制限が大きい。限られた経営資源の中で中小企業がイノベーション活動を行うため
には、社外の組織と連携を行い、社外の補完的な経営資源を有効に活用することは重要
であり（Chesbrough,2003）、技術連携は中小企業におけるイノベーション戦略におけ
る有効な一つの手段である。また、急速に変化する外部環境の中で自社単独でリスクの
大きい研究開発を行い、新製品・新技術を生み出し続けることは難しく、特に中小企業
にとって、自社単独での持続的な研究開発は困難である。 
 
５．１．５	 中小企業における外部資源の活用 
	 中小企業の経営資源の乏しさは中小企業の研究開発活動とイノベーションの障壁と
なる。こうしたことから中小企業が取りうる戦略として外部の組織と連携し、外部資源
を補完的に使用することが重要となる。外部組織との連携（以下技術連携）の利点は、
研究開発のリスクの軽減と資本節約がある（Bayona,2001）。つまり、図表５−８で挙げ
られた研究開発の課題として挙げられた要因の多くを軽減させる効果が期待できる。岡
室(2009)は、技術連携のメリットとデメリットを図表５−９のように整理している。技
術連携を通じて企業は外部資源の活用、相乗効果、費用の分担（資本節約）、リスクの
分担、規模の経済・範囲の経済のメリットがあり、このような企業の活動は、社会的な
観点からでも過少投資問題や過剰投資問題の緩和、科学知識の融合と移転の促進、地域
の発展を支援する社会的メリットもある。 
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図表５−  9	 技術連携のメリットとデメリット  
連携企業の私的なメリット  社会的観点からのメリット  
• 外部資源の活用 
• 相乗効果 
• 費用の分担（資本節約） 
• リスクの分担 
• 規模の経済・範囲の経済の活用 
• 過少投資問題の緩和 
• 過剰投資問題の緩和 
• 科学知識の融合と移転の促進 
• 地域の発展を支援 
連携企業の私的なデメリット 社会的観点からのデメリット 
• 技術・ノウハウの漏洩 
• 連携メンバー間の調整コスト 
• 連携メンバーの「ただ乗り」 
• 「技術カルテル」による市場支配 
• 科学知識の普及阻害 
• 大学の基礎研究の水準低下 
出典：岡室 (2009)、技術連携の経済分析、pp.６  
 
	 日本国内においても、近年技術連携に関する関心が高まり、産学連携や産学官連携が
政策的対象となり、様々な支援政策が行われている（中小企業庁編、1998）。また、技
術連携におい異業種交流などの水平的ネットワークが従来の垂直的なネットワークに
比べ、相対的に重要な意味を持つようになった（中小企業庁編、2003）。 
	 経済産業省（2011）の平成 23 年度産業技術調査報告書によれば、研究開発を実施し
ている中小企業を対象として研究開発の体制について調査した結果、自社単独で研究開
発を行っている割合が最も高く、その割合は、2006 年 71.4％、2008 年には 71％であ
り、中小企業の研究開発体制のほとんどが自社開発に依存している傾向が見られた。続
いて、親会社からの技術指導・技術協力の割合であり、自社開発及び親会社に研究開発
の大半を依存している傾向がある。外部共同開発は、2006 年 18.3％、2008 年には 16.7％
であり、低い割合である（図表５−１０）。 
 
 51 
 
図表５−  10	 研究開発体制  
出典：平成２３年度産業技術調査報告書  
 
	 東京商工会議所の中小ものづくり企業の企業間連携に関する実態調査報告書（2012）
では、製造業及びソフトウェア開発業を含む中小企業 3000 社のアンケート調査を行い、
有効回答 571 件について分析を行っている。この調査では、連携の取り込みについて
組織形態と企業間連携の取り込み内容について図表５−１１、図表５−１２のような結果
を得られたと報告している。 
 
 
図表５−  11 連携取込みの組織形態  
出典：東京商工会議所「中小ものづくり企業の企業間連携に関する実態調査、2012」  
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図表５−  12	 連携の取込み内容  
出典：東京商工会議所「中小ものづくり企業の企業間連携に関する実態調査、2012」  
 
	 図表５−１１で示されるように連携に取り込んだ経験がある企業を対象とした分析の
結果、同業種組織間の取り込みが最も多く、次いで異業種、産学連携の順であった。過
去に比べ、現在の方が連携の件数が増えており、最も増加したのは同業種組織形態間の
連携であった。図表５−１２では企業間連携による成果を表している。連携の成果にお
いて最も大きい成果は新製品・新技術の開発であり、その割合は 25.3％であった。連
携の内容は、技術連携の割合が 29.6％で最も大きい割合を占め、残りは製造・生産・
販売に関する連携であった。 
	 この調査の結果から見てみると、中小企業が企業間連携を行う目的は、研究開発によ
る新製品・新技術の開発が最も多いものの、製造・生産・販売までの一連のビジネス・
プロセスまでも連携の目的としている企業の比率も比較的高いことがわかる。このよう
な傾向から、中小企業が大手企業に比べ、経営資源が研究開発投資資源以外にも貧しく、
連携によって様々な領域で突破口を見つけようとしていると考えられる。 
	 図表５−１３では、企業間連携による成果を表している。企業間連携で最も成果が大
きかったのは 25.3％の新製品・新技術の開発であり、続いて販路拡大と人脈の拡大順
であり、これらの３つが半分以上の割合を占めた。 
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図表５−  13	 技術連携の成果  
出典：東京商工会議所「中小ものづくり企業の企業間連携に関する実態調査、2012」  
 
	 これらの調査・報告の結果をまとめると中小企業が技術連携を行う目的は、１）新製
品・新技術の開発を中心に幅広い領域での連携であり、その成果は２）新製品・技術の
開発のみならず販路拡大や人脈の拡大に繋がっており、その背景には３）研究開発に留
まらず乏しい経営資源の補足である。 
	 我が国の中小企業においては、自社単独の事業展開が依然として割合として大きいも
のの、近年、技術連携を中心とした連携に対する重要性の認識が高まりつつあり、一部
の企業では、大手企業に比べ貧しい経営資源を技術連携によって乗り越えるために有効
に活用していると考えることができる。 
 
５．２	 研究対象と目的 
	 大手企業は比較的に多くの資源を研究開発に投入していることに比べ、中小企業は経
営資源の制約のため、投入資源が少ない。資源の投入は、絶対値でも割合でも大手企業
に比べ乏しい水準であり、中小企業の研究開発体力の弱さを示す結果である。中小企業
（製造業）における研究開発実施水準は、10％未満であり、研究開発自体を行わない企
業がほとんどである。しかし、近年、中小企業がイノベーションの担い手として注目を
集めているなか、資源の制約の大きい中小企業のイノベーション創出の有効な戦略の一
つとして技術連携が挙げられている。しかし、技術連携に関する研究は大手企業と中小
企業を区別している議論は少なく、実証研究の蓄積も少ない。そこで本研究では、日本
の中小企業のうち、製造業に従事する中小企業の技術連携を対象とした分析を行う。 
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５．２．１	 研究の対象 
	 日本の中小企業は中小企業基準法によって図表５−１４のように分類され定義されて
いる。本研究での中小企業は、中小企業基準法の製造業その他の分類に従い、資本金の
額または、出資総額が３億円以下の会社、または、常時する授業員の数が 300 人以下
の会社とする。ただし、資本金の額、または出資の総額が３億円以下の会社の基準にお
いては、財務情報が公表されていない場合が多いため、常時する従業員数 300 人以下
の企業の基準を優先的に捉え、本研究での中小企業は、常時する従業員数が 300 人以
下である企業とする。 
 
	 図表５−  14	 中小企業の分類  
種分類  中小企業基本法の定義  
製造業その他 
資本金の額又は出資の総額が3億円以下の会社又は 
常時使用する従業員の数が300人以下の会社及び個人 
卸	 売	 業 
資本金の額又は出資の総額が1億円以下の会社又は 
常時使用する従業員の数が100人以下の会社及び個人 
小	 売	 業 
資本金の額又は出資の総額が5千万円以下の会社又は 
常時使用する従業員の数が50人以下の会社及び個人 
サービス業 
資本金の額又は出資の総額が5千万円以下の会社又は 
常時使用する従業員の数が100人以下の会社及び個人 
	 出典：中小企業基準法、中小企業庁（2014）  
 
５．２．２	 研究の目的 
	 中小企業のイノベーションが注目を集める中、中小企業の技術連携に着目した研究の
蓄積は少なく、実証的研究の蓄積はさらに少ない。中小企業の技術連携のメカニズムや
あり方などについては、今後求められる研究領域である。そこで本研究では、中小企業
の技術連携の成果要因として、どのような企業が技術連携の成果を挙げているのかを明
らかにする。  
 
５．３	 分析のフレームワークと分析方法 
	 Chandler（1962）によれば、組織は戦略に従うと主張し、目的、ミッション、目標、
戦略なしではマネジメントも、組織構造を設計することも不可能であると述べている。
Chandler(1962)は、デュポン社、ジェネラルモーターズ（GM）などの当時の大手企業
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の多くが多角化戦略を機能させるために事業部制組織を採用していることを理由に、企
業の戦略に適合するように組織が組み立てられると主張したのである。Chandler（1962）
の組織は戦略に従うという命題に対して、Ansoff(1979)は、戦略は組織に従うと反対命
題を主張した。Ansoff(1979)は、当時の多角化経営を研究し、新規の戦略が策定されて
も組織の抵抗によって実現されない実態について、新しい戦略には組織の改革が求めら
れるが、改革への抵抗を示すのが組織の本質であり、戦略は組織に細心の注意を払って
策定することが必要であると主張した。Chandler と Ansoff の考え方が現在では、戦略
と組織はどちらかに従うという主従関係ではなく、相互に影響し合い、相互補完的な関
係であると認識されている。どちらの研究においても組織と戦略の軸が企業において重
要な役割を果たしていることを示唆する主張であり、このような背景から本研究では、
中小企業の技術連携を組織と戦略の視点から分析する。 
 
５．３．１	 分析のフレームワークと分析方法 
	 中小企業の技術連携における分析を組織と戦略の視点から分析するために、技術連携
の成功要因を分析している先行研究の整理を行う。それらの研究を踏まえ、本研究の分
析のフレームワークの軸である組織と戦略の要因について、アンケート調査による分析
を行う。図表５−１５は本研究の分析のフレームワークである。 
	 定量分析データにおいて、平均化の問題（それが算術平均なのか中央値なのか最頻値
なのかなどどのような平均を用いて分析するかによる問題）、因果関係の問題（ある相
関関係が示しても、必ずしも因果関係を示すわけではない）、リサーチ・リテラシ （ーバ
イアスがかかった調査方法）の問題が指摘されている（Huff,1954; 谷岡、2000）。これ
らは定量データを正しく活用したかどうかの問題であり、定量データを正しく活用し、
読み解く上でも、定量データだけに依存するのではなく、定性的分析を併用することに
よって、上記の問題を解決することができ、定量分析の限界を補完することができる。
そこで、本研究では、アンケート調査による定量的分析を行った上で、導出された項目
において、インタビュー調査に定性的分析を加える。 
	 分析においては、技術連携によって一定水準の成果が得られた企業グループと一定水
準の成果を得られなかった企業グループに分け、両企業グループ間の差を組織的要因と
戦略的要因に分けて比較する。 
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図表５−  15	 分析のフレームワーク  
 
５．３．２	 アンケート調査の概要 
	 中小企業の技術連携の成果要因を分析するために、アンケート調査を行った。このア
ンケートは（付属資料１参照）の調査対象は、製造業に従事する全国の中小企業とした。
アンケート調査の方法は郵便方式で行われ、各会社本社の経営者（代表取締役）の宛に
郵送した。アンケート調査は 2012 年９月に第一回目として 1846 社に発送し、2012 年
9 月 30 日を回答期限とした。第 2 回目として、2012 年１2 月に 170 社に発送し、2012
年 12 月 31 日を回答期限とした。 
	 このアンケート調査の送付先のリストは、主に東洋経済新聞社の「会社四季報
CD-ROM2012 年 3 集夏号」及び、「未上場会社 CD-ROM2012 年下期（会社四季報）」
（以下、東洋経済新聞社データ）に基づいて作成した。東洋経済新聞社のデータでは、
従業員数が 300 人以下であり且つ日本標準産業分類で製造業として指定されている企
業を抽出した。東洋経済新聞社データの抽出件数は 1,403 件（上場中小企業 549 件、
未上場企業 854 件）であった。ただし、東洋経済新聞社データにおいてバイアスを完
全に否定できないため、可能な限り製造業として活動が認められる中小企業を幅広くカ
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バーすることを目的とし、各出版物7を参考したリストを作成し、合計 2,016 件（1,864
件（1 回目）＋１７０件（2 回目））のリストを作成した。 
	 本調査では、中小企業における技術連携について包括的に調査を行い、具体的に産学
連携、産産（企業間）連携、医工連携の３つの技術連携を対象とし、それぞれの技術連
携の状況について質問している。本研究では企業間技術連携を対象としているため、分
析に使用するデータは、産産連携に関わるデータを用いる。 
	 アンケート調査において、産産連携プロジェクトとは、「貴社と他社との企業間で技
術知識の創造または移転を目的とした共同研究開発プロジェクト」とアンケート中に定
義した。また、複数の産産連携プロジェクトに参加した場合には、その中で戦略的にも
最も重要だと思われるもの、或は最も規模の大きいものに限定し質問した。 
	 作成したリスト 2,016 社に基づきアンケートを送付し、2016 社のうち、26 社が宛名
不明で未達であり実質的な送付数は 1990 社となった。アンケートの回収企業は 263 社
であり、回答率は 13.2％であった。しかし、そのうち中小企業の定義に適しない（従
業員 300 人以上）の会社を除いた、回答は 247 社であり、この場合の回答率は 12.4％
であり、以下この企業を「サンプル企業」と呼ぶ。 
	 サンプル企業の業種構造は、主に、精密機械が 14.9％、化学 12.8％、一般機械 12.3％、
金属 11.5％、電機 10.6％であり、5 業種が 62.1％を占めている（図表５−１６）。 
 
 
 
 
                                            
7 リストアップした中小企業は次の図書に紹介されている製造業のうち、従業員 300 人以下の企業である。
「元気なモノ作り中小企業 300 社」経済産業省中小企業庁編 2009 年 
「未上場企業四季報」東洋経済新報社 
「九州・山口の優良 100 社」日刊工業新新聞社,2003 年 3 月 
「京都の躍進企業」日本経済新聞社,2002 年 12 月 
「兵庫の個性派企業 100 社」日刊工業新聞社特別取材班編,日刊工業新聞社,2007 年 2 月 
「21 世紀に羽ばたく京都の企業」小林明正,京都新聞社,2001 年 2 月 
「静岡県を支える企業群Ⅰ．Ⅱ」財団法人静岡総合研究機構,静岡新聞社 
「関西の優良機械メーカー70 社」日刊工業新聞社特別取材班編,日刊工業新聞社,2008 年 4 月 
「大化け前の関西元気企業」神内治,現代創造社,2009 年 10 月 
「堺の優良企業 100 社」日刊工業新聞社特別取材班編,日刊工業新聞社,2006 年 4 月 
「中・四国の優良企業 82 社」日刊工業新新聞社,2002 年 4 月 
「関西の独創企業」日本経済新聞社,2000 年 12 月 
「滋賀の産業ルネサンス」京都新聞滋賀本社編,サンライズ,1998 年 1 月 
「京都の中堅 130 社」日本経済新聞社,1996 年 4 月 
「挑戦する京都の個性派企業 70 社」日刊工業新聞社特別取材班編,日刊工業新聞社,2003 年 3 月 
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図表５−  16	 サンプル企業の業種構造  
日本標準産業分野  割合  
食料品製造業  3.0% 
飲食・たばこ・飼料製造業  0.4% 
繊維工業  0.9% 
衣服・その他の繊維製品製造業  2.6% 
木材・木製品製造業  0.0% 
家具・装備品製造業  0.0% 
パルプ・紙・紙加工品製造業  0.9% 
印刷・同関連業  1.7% 
化学工業  12.8% 
石油製品・石炭製品製造業  0.0% 
プラスチック製品製造業  2.6% 
ゴム製品製造業  1.3% 
窯業・土石製品製造業  1.7% 
鉄鋼業  0.9% 
非鉄金属製造業  2.1% 
金属製品製造業  11.5% 
一般機械器具製造業  12.3% 
電気機械機器製造業  10.6% 
情報通信機器器具製造業  5.1% 
電子部品・デバイス・電子回路製造業  5.5% 
輸送用機械器具製造業  0.9% 
精密機械器具製造業  14.9% 
その他の製造業  8.5% 
 
５．４	 技術連携の成果要因 
５．４．１	 技術連携の成果要因に関する定量分析 
５．４．１．１	 技術連携の成果要因に関する分析：アンケート項目 
	 技術連携の成果に関する研究では様々なサンプルを用いて様々な指標で分析が行
われてきた。Branstetter and sakakibara（1998）は、日本のデータを用いて分析を行
い、政府の助成をうけた研究組合に繰り返し参加すると、特許出願で測定した技術連携
の生産性が上昇することを示した。 Branstetter and sakakibara（2002）は、研究開
発投入水準より、研究組合の組織設計が重要であることを示した。岡室（2005、2007）
では、中小企業の技術連携が、参加企業の収益性、生産性の伸び、特許出願に対して正
の有効な効果を持つことを明らかにした。Belderbos et al(2004)は、オランダ企業のデ
ータベースを利用し、連携相手と技術連携の成果の影響の分析を行い、仕入先及び競争
相手との連携が労働生産性の上昇に影響を及ぼすことを示した。また、技術連携におい
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て連携先との関係に着目した研究もある。技術連携において連携先との相互理解と信頼
関係の構築が成功要因であることを示唆する研究もある（Bruce et al, 1995; 
Hakason,1993; Hausler et al,1994; Ragatz et al,1997; Dogeson,1993; Teichert,1993）。
Hakanson(1993)は、過去の経験、競合者、親密関係である連携先との技術連携が成果
を期待できることを示唆した。Littler et al(1995)と Bruce et al(1995)によれば、技術
連携の成功要因として、連携先との明確な目標設定、柔軟性、信頼構築が影響すると主
張している。Littler et al(1995)と Bruce et al(1995)の主張は、別の実証研究でも支持
されている（Ragazt et al,1997; Sakakibara,1993; Bruce et al, 1995）。Littler et 
al(1995)は、コミュニケーションの頻度が成果に影響していることを示唆した。また、
Ragatz et al(1997)は、技術連携において、連携先とのコミュニケーションの程度、契
約関係、信頼関係、情報の共有、経営者の意思が重要な要因であると主張している。 
	 技術連携の成果に関する実証研究では、連携先との関係、信頼、目標設定、組織体制
などが重要な要因であることを示唆しているが、技術連携において、経営者の認識、担
当者と経営者との公式・非公式的な距離、担当者のコミットメント度においての議論は
されていない。本来、技術連携は、外部組織との協力するものであり、社内とは異なる
担当者と経営者の関係が重要ではないかと考えられる。 
	 本研究では、Branster and sakakibara(2002)で示唆された組織設計を広い意味で踏
まえ、経営者と担当者の公式・非公式距離、担当者のコミットメント度をアンケート項
目に追加した。また、技術連携において連携先との相互理解と信頼関係の構築が成功要
因であることを示唆する研究（Bruce et al, 1995; Hakason,1993; Hausler et al,1994; 
Ragatz et al,1997; Dogeson,1993; Teichert,1993）に従い、連携先との親密度をアンケ
ート項目に追加した。 
	 また、企業のパフォーマンスを生み出す要因されている項目を追加することによって、
技術連携によって成果を得られた企業グループと成果を得られなかった企業グループ
と比較して、どの要因に差が見られるかを検証するために、無形資産の要因を加え分析
する。企業の無形資産は、企業のパフォーマンスを生み出す要因として重要であると考
えられている（Ark,2004）。近年では無形資産のなかでもヒトや組織に関わる資産が注
目されている。その理由としては、IT のようなハードな技術を考慮しても生産性の格
差を十分に説明できないからである（Brynjolfsson et al,2002; bloom&Reenen,2010）。
このようなヒトや組織に関わる無形資産は、経営資源が乏しい中小企業において、競争
力を強化する強みとなると考えられる。無形資産の範囲については、研究ごとに異なっ
ている（Ark,2004; Corrado et al,2006,2009; Bloom&Van,2007; Young&Van,1998; 
Vosselman,1998）が、経営学が注目し始めた無形資産というのは、ソフトウェアに加
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え、人的投資、組織編成への投資も含むより包括的なものである（平野、2008）。無形
資産と同様の議論として組織能力の議論がある。組織能力とは、トップ、ミドル、ロー
ワーレベルの経営者と現場労働者技能を含むものであり、こうした組織能力の向上が利
益を生み出す源泉である（Chandler,2005）。Glove(1996)は、組織能力を向上させるた
めにマネジャーの役割として、教育訓練と動機付けをあげた。これらの実証的先行研究
の内容を踏まえ、本研究では、技術連携の影響する要因を包括的に捉え、技術連携の成
果要因を分析するために、アンケート調査の項目に追加した（図表５−１７）。 
 
図表５−  17	 アンケート調査項目：技術連携の成果要因  
概念 次元 関連研究 
企業属性 
本社の立地場所 [1] 
売上高、従業員 [1] [2] 
組織的要因 
研究開発組織 [3][4][5][6][7][8] 
技術連携組織 [3][4][5][6][7][8] 
担当者と経営者の公式的距離 [4][20] 
担当者と経営者の非公式的距離 [4][20] 
担当者のコミットメント度 [4] 
社員教育充実度 [6][14] 
戦略的要因 
ビジョンの浸透度 [10][11][12] 
社内情報共有度 [13] 
コア技術レベル [6][7][8] 
市場認知度 [7][8][14] 
連携先との心理的親密度 [14][15][16][17] 
[1]Heren&Siotis(2003) 	 [2]Vonortas(1997)	  [3]Branstetter(1998)	  
[4]Branstetter&sakakibara(2002)[5]Ark(2004)	 [6]Corrado et,al.(2006)	  
[7]Corrado et al.(2009)	 [8]Young(1998)	 [9]Glove(1996)	  
[10]Barnes&Gibbons(2002)	 [11]Mora-Valentin&Guerras-martin(2004)	  
[12]平野(2008)	 [13]Vosselman(1998)	 [14]Bruce et al(1995)	 	  
[15]Ragatz et al(1997)	 	 [16]Littler et al(1995)	 [17]Sakakibara(1993) 
	 	 
	 図表５−１８は、アンケート調査における評価方法を示している。	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図表５−  18	 アンケート調査評価方法：技術連携の成果要因  
概念 次元 次元のインディケータ 
企業属性 
本社の立地場所 都心部＝１、その他＝０ 
売上高、従業員 実数 
組織的要因 
研究開発組織 専任＝２、兼任＝１ 
なし＝０ 技術連携組織 
担当者と経営者の公式的距離 リッカート・スケール 
１(近い)－７（遠い） 担当者と経営者の非公式的距離 
担当者のコミットメント度 リッカート・スケール 
１(低い)－７（高い） 社員教育充実度 
戦略的要因 
ビジョンの浸透度 
リッカート・スケール 
１(低い)－７（高い） 
社内情報共有度 
コア技術レベル 
市場認知度 
連携先との心理的親密度 
リッカート・スケール 
	 １(低い)－７（遠い） 
技術連携に関する経営陣の認識 
リッカート・スケール 
	 １(低い)－７（高い） 
 
	 アンケートでは、企業属性と組織的要因、戦略的要因の３つに概念を分類した。企業
属性の次元として本社の立地場所と売上高、従業員を設定し、次元のインディケータと
して企業の立地場所については、東京、大阪の都心部を１、その他の地方を０として評
価を求め、従業員数と売上高に関しては実数での記入を求めた。 
	 組織的要因の次元として、研究開発組織体制と技術連携組織体制、担当者と経営者の
公式的な距離、担当者と経営者の非公式的な距離、担当者のコミットメント度、社員教
育充実度を設定した。研究開発組織体制と技術連携組織体制の次元インディケータとし
て、専任、兼任、なしの３つの選択肢から選択を求めた。また、担当者と経営者の公式
的距離、担当者と経営者の非公式的距離、担当者のプロジェクト・コミットメント度、
社員教育充実度の次元のインディケータとして、４を中央値とする 7 段階リッカート・
スケールで評価を求めた。 
	 戦略的要因の次元はとして、ビジョンの浸透度、社内情報共有度、コア技術レベル、
市場認知度、連携先との心理的親密度、ビジョンの浸透度、社内情報共有度、コア技術
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レベル、市場認知度、連携先との心理的親密度における次元のインディケータとして４
を中央値とする 7 段階リッカート・スケールで評価を求めた。 
 
５．４．１．２	 技術連携の成果に関する評価 
	 技術連携の評価においては、一般的に論文、特許、製品、工程改善などの産出物
（Output）と、これらが反映された売上、コスト、製品の改善などの企業の成果
（Outcome）と区別する（Stevens,1997）。産出物の測定は研究開発終了とともに比較
的に短時間で測定することができるが、成果の測定は事業化のタイムラグにより状況要
因の測定が難しい（Hakason,1993）。さらに、技術連携の成功については、協力組織間
の環境、期待値、技術連携経験などの差によって、成功と失敗、成果を明確にすること
が難しいとされている（Onida & Maleraba,1989;  Souder & Nassar,1990）。そのた
め、技術連携の成果を特許、論文、技術移転件数のような産出物を活用して測定する
（Bonaccorsi,1994; Santoro & Chakrabarti,2002; Branes et al,2002）、または協力組
織における主観的満足度で測定している（Mora-Valentin et al,2004）。これらの研究の
評価方法を踏まえ、本研究では、技術連携の成果を産出物の論文、特許、試作品の開発、
新製品の開発を含む包括的な意味で捉え、2011 年で終了した技術連携プロジェクトを
対象として、ビジネス・プロセスにおける到達点の評価を求め、開発成果を得られたグ
ループと開発成果を得られなかったグループの２つに分けて分析を行う。ビジネス・プ
ロセスにおける到達点は、1）連携先と新技術・新製品に関する意見交換ができるレベ
ルまで到達した、2）新製品の仕様をある程度具体化するレベルまで到達した、3）連携
先と共同論文の執筆、または特許出願を行うレベルまで達成した、4）新製品の試作品
を開発するレベルまで到達した、5）新製品を開発するレベルまで到達した、6）新製品
を販売するレベルまで到達した、7）新製品の販売により、売上を得るレベルまで到達
した、以上の７つに分けて評価を求めた。 
	 成果を得られたグループと成果を得られなかったグループの区別は図表５−２５で示
すように、1）連携先と新技術・新製品に関する意見交換ができるレベルまで到達した、
2）新製品の仕様をある程度具体化するレベルまで到達した、これら２つを開発成果が
得られなかったグループ、3）連携先と共同論文の執筆、または特許出願を行うレベル
まで達成した、4）新製品の試作品を開発するレベルまで到達した、5）新製品を開発す
るレベルまで到達した、6）新製品を販売するレベルまで到達した、7）新製品の販売に
より、売上を得るレベルまで到達した、これら５つを開発成果が得られたグループとし、
分析を行う（図表５−１９）。 
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図表５−  19	 成果の評価  
グループ	 評価	 内容	 
成果	 
開発成果	 
なし	 
１	 連携先と新技術・新製品に関する意見交換ができるレベルまで到達した。	 
２	 新製品の仕様をある程度具体化するレベルまで到達した。	 
開発成果	 
あり	 
３	 連携先と共同論文の執筆、又は特許出願を行うレベルまで到達した。	 
４	 新製品の試作品を開発するレベルまで到達した。	 
５	 新製品を開発するレベルまで到達した。	 
６	 新製品を販売するレベルまで到達した。	 
７	 新製品の販売により、売上を得るレベルまで到達した。	 
 
５．４．１．３	 記述統計 
	 サンプル企業 247 社（回答率は 12.4％）からの回答では、2006 年から 2011 年の間
に技術連携を実施し終了した企業は 59 社（23.89％）であった。全体企業の 33.8％が
本社を東京都内または大阪府内の都心部に本社を設けており、全体の 81％が研究開発
部署を設置（兼任を含む）している。また、サンプル企業の 49.2％が外部連携部署を
設置（兼任を含む）している。その他の記述統計は図表５−２０で示している。 
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図表５−  20	 サンプル企業の記述統計  
概念 次元 N 最小値 最大値 平均 標準偏差 
企業属性 
本社立地場所 240 0 1 0.33 0.47 
売上高(千円) 225 7,935 194,000,000 5,017,902 13,896,638 
従業員（人） 236 3 300 107.10 81.58 
戦略的 
要因 
社内情報共有度 244 2 7 4.79 1.10 
ビジョンの浸透度 244 1 7 4.86 1.41 
コア技術レベル 243 1 7 5.23 1.20 
市場認知度 243 1 7 4.76 1.5 
連携先との心理的 
親密度 
59 1 6 3.20 1.37 
技術連携に関する
経営陣の認識 
59 2 7 5.35 1.26 
組織的 
要因 
教育充実度 243 1 7 4.26 1.26 
担当者と経営者の
公式的距離 
59 1 6 3.81 1.49 
担当者と経営者の
非公式的距離 
59 1 6 3.83 1.34 
担当者のコミット
メント度 
59 2 7 5.13 1.13 
外部連携組織 247 0 2 0.55 0.62 
研究開発組織 242 0 2 1.22 0.74 
技術連携 
経験企業１） 86 社（34.81％） 
近年 
参加企業２） 59 社（24.18％） 
１）設立以来技術連携に参加した経験のある企業 
２）2006 年から 2011 年の間に技術連携を行った企業 
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 図表５−２１は、技術連携の成果を示している。技術連携の成果においては、新製品
販売により、売上を得るレベルまで達成したと回答した企業が１４社で最も多く、続い
て、新製品を開発するレベルまで到達した、新製品の試作品を開発するレベルまで到達
した、の順であった。技術連携成果有グループに該当する企業の割合が 82％でいる。
また、37.9％の企業は技術連携の成果が事業化まで進み、販売している状況であった。 
 
 
図表５−  21	 技術連携の成果  
 
５．４．１．４	 技術連携における成果要因分析：平均値の差の検定 
	 技術連携の成果要因を分析するためにサンプル企業の中から２００６年から２０１
１年の間に技術連携プロジェクトを進行した企業５９社のデータを用いて分析を行う。
技術連携によって開発成果を得られた企業グループと開発成果を得られなかったグル
ープ間の企業属性と戦略的要因、組織的要因の差を比較する。比較においては、平均値
の検定を用いて成果有企業と成果無企業の差を比較する。平均値の検定においては、２
つのグループ間の平均の差が偶然誤差の範囲内にあるかどうかに検定するために、
t-test を用いて検定する。分析対象としている５９社の記述統計は、図表 5−２４である。 
	  
 
6 
4 
4 
11 
11 
8 
14 
連携先と新技術・新製品に関する意見交
換ができるレベルまで到達した。	 
新製品の仕様をある程度具体化するレベ
ルまで到達した。	 
連携先と共同論文の執筆、又は特許出願
を行うレベルまで到達した。	 
新製品の試作品を開発するレベルまで到
達した。	 
新製品を開発するレベルまで到達した。	 
新製品を販売するレベルまで到達した。	 
新製品の販売により、売上を得るレベル
まで到達した。	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図表５−  22	 分析対象企業の記述統計  
概念 次元 N 最小値 最大値 平均 標準偏差 
企業属性 
本社立地場所 59 0 1 0.322 0.4713 
売上高(千円) 55 30,000 35,000,000 4,796,032 7,152,086 
従業員（人） 57 4 300 116.965 85.0157 
戦略的 
要因 
社内情報共有度 59 2 7 4.864 1.0579 
ビジョンの浸透度 59 2 7 5.051 1.1511 
コア技術レベル 59 2 7 5.39 1.0342 
市場認知度 59 1 7 5.068 1.3502 
連携先との心理的
親密度 
59 1 6 3.203 1.3744 
技術連携に関する
経営陣の認識 
59 2 7 5.356 1.2698 
組織的 
要因 
教育充実度 59 1 7 4.305 1.1634 
担当者と経営者の
公式的距離 
59 1 6 3.814 1.4911 
担当者と経営者の
非公式的距離 
59 1 6 3.831 1.341 
担当者のコミット
メント度 
59 2 7 5.136 1.1365 
外部連携組織 58 0 2 0.75 0.68 
研究開発組織 59 0 2 1.40 0.69 
 
 ２００６年から２０１１年の間に技術連携プロジェクトを進行した企業５９社のデー
タを用いて、1）連携先と新技術・新製品に関する意見交換ができるレベルまで到達し
た、2）新製品の仕様をある程度具体化するレベルまで到達した、これら２つを開発成
果が得られなかったグループ、3）連携先と共同論文の執筆、または特許出願を行うレ
ベルまで達成した、4）新製品の試作品を開発するレベルまで到達した、5）新製品を開
発するレベルまで到達した、6）新製品を販売するレベルまで到達した、7）新製品の販
売により、売上を得るレベルまで到達したこれら５つを開発成果が得られたグループと
し、両グループ間の平均値の差を比較し、t-test により統計学的有意性を検証した。 
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図表５−  23	 技術連携の開発成果有企業と開発成果なし企業の比較  
概念  次元  成果有グループ  成果無グループ  N 差の検定  
企業属性 
本社立地場所  0.313 0.3 58  
売上高(千円) 4,127,529 4,893,665 56  
従業員（人）  119.617 95.667 58  
戦略的 
要因 
ビジョンの浸透度  5.08 5.1 58  
社内情報共有度  4.91 4.8 58  
市場認知度  5.02 5.10 58  
コア技術レベル  5.56 4.60 58 ** 
連携先との心理的
親密度 
3.16 3.30 58  
技術連携に関する
経営陣の認識 
5.47 4.70 58  
組織的 
要因 
教育充実度  4.41 3.80 58 * 
担当者と経営者の
公式的距離 
3.36 4.30 58  
担当者と経営者の
非公式的距離 
3.72 4.30 58  
担当者のコミット
メント度 
5.25 4.50 58  
研究開発組織体制  1.47 1.00 58 * 
連携組織体制  0.76 0.64 58 
 
＊ｐ＜0.05、 ＊＊	 p＜0.01 
 
	 図表５−２３は、中小企業における技術連携の開発成果有企業と開発成果無企業の平
均的な属性を比較した結果を示している。中小企業の技術連携の開発成果有企業グルー
プと開発成果無企業グループ間での有意な差が示されている項目は、戦略的要因では、
コア技術レベルであり、組織的要因では、教育充実度、研究開発組織体制である。社員
教育充実度と研究開発組織体制では、５％水準で統計的有意を示している。コア技術レ
ベルでは、１％水準で統計的有意を示している。 
	 社員教育充実度においては、開発成果有企業グループの平均値が 4.41 であることに
対し、開発成果無企業グループの平均値では 3.80 であり、開発成果有企業グループの
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方が開発成果無企業グループより社員の教育に充実していることがわかった。コア技術
のレベルにおいては、開発成果有企業グループの平均値が 5.56 であることに対し、開
発成果無企業グループの平均値では、4.60 であり、開発成果有企業グループの方が開
発成果無企業グループよりコア技術のレベルが高いと認識している傾向が見られた。続
いて、研究開発組織体制においては、開発成果有企業グループの平均値が 1.47 である
のに対し、開発成果無企業グループの平均値では 1.0 であり、開発成果有企業グループ
の方が開発成果無企業グループより研究開発組織体制における専任度が高い傾向が見
られた。 
	 このような結果によれば、技術連携によって開発成果を得られた企業は開発成果を得
られなかった企業に比べて、社員教育が充実し、コア技術のレベルが高く、研究開発組
織の体制が専任である傾向が高いことが示されている。しかし、本社立地場所、売上高、
従業員数、ビジョンの浸透、社内情報共有度、市場認知度、担当者と経営者との公式的
な距離、担当者と経営者の非公式的な距離、担当者のコミットメント度、技術連携組織
体制の専任度、連携先との心理的親密度、技術連携に対する経営陣の認識における次元
では、両グループ間での統計的に有意のある差は認められなかった。 
 
５．４．２	 技術連携の成果要因：定性分析 
	 定量的分析から得られた結果に基づいて定性的分析を行うために、インタビュー調査
を行った。インタビュー調査企業の選別は、アンケート調査に回答した企業のうち、定
量分析で導出された成果要因の研究開発組織体制が専任部署であり、かつ社員教育充実
度、コア技術レベルにおいてが全体の平均値より高い企業をリストアップし、電話とメ
ールによる依頼に応じた 2 社を本研究の定性分析の対象とする。定性分析の対象は、日
本標準産業分類による分類8で、ポンプ・圧縮機械製造業に従事する会社（以下 A 社）
と、真空装置・真空機械製造業に従事する会社（以下 B 社）である。インタビュー調
査は、質問の数を絞って半構造的に行い、被験者の自由意見を可能な限り引き出すこと
を意図し、インタビュー調査を行った。インタビュー調査の前に、インタビューの目的
と経緯、選別基準などについて説明をし、被験者からインタビューの目的について十分
な理解を得てから質問による調査を行った。 
 
５．４．２．１	 A 社のインタビュー調査 
	 定量分析で得られた結果の更なる検証のために、インタビュー調査を行った。インタ
                                            
8 日本標準産業分類（平成 19 年 11 月改定）参考 
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ビューは、A 社の本社にて、2014 年 5 月 19 日の 14 時から約 2 時間にかけ、技術管理
部技術・開発課マネジャーを対象とし、半構造的インタビュー方式で行った。 
 
５．４．２．１．１	 A 社の概要と技術連携の概要 
	 油圧用高圧バルブ及び油圧機器などを製造・販売する A 社は、産業のあらゆる分野
で活躍する油圧用高圧機器に特化した企業である。会社の設立は 1943 年であり、資本
金 1 億円、従業員 114 人の中小企業である。A 社は、日本国内マーケットにおいて、
ブランド認知度が高く、自社ブランド製品をマーケットへ導入している。バルブとは、
流体を制御するために、流体の通路を開閉、調整する構造を有する機器であり、A 社の
コア技術は流体を遮断する技術であった。特に A 社は流体のうち、油圧オイルに特化
していたため、建設、製造業全般に幅広く使われているが、食品、化粧品、医薬品など
の環境・汚染に厳しく基準が設けられている産業には油を使うため、応用することがで
きなかった。そこで、A 社は将来的には会社の事業領域拡大のために、非オイルに対応
する装置を開発するために技術連携により新技術・新製品の開発を行った。技術連携分
野は新技術・新製品開発であり、技術連携の目的は事業領域の拡大のためであった。技
術連携形態は異業種との技術連携であり、技術連携の累積年数は約 10 年である（図表
５−２４）。 
 
図表５−  24	 A 社の技術連携概要  
技術連携分野 新技術を用いた新製品開発 
技術連携目的 事業領域の拡大 
技術連携形態 異業種との技術連携 
技術連携参加経緯 新市場開拓のための新技術開発 
技術連携経験累積年数 約 10 年 
 
５．４．２．１．２	 インタビュー内容 
	 インタビュー内容は、技術連携に参加の動機、技術連携の分野、内容、形態について
質問した上で、技術連携の成果における組織的要因と戦略的要因について質問を行った。 
	 技術連携の参加経緯は、企業領域拡大を計るために、技術連携によって新技術・新製
品を開発することを目標として参加した。技術連携の参加には経営者の意思が強く、研
究開発に対する意識も高かったため、研究開発部署に成果のノルマを設けておらず、研
究開発の自由度の高い社風であった。 
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（１）技術連携の成果とコア技術のレベルについて  
	 A 社にとってのコア技術は２つに分けて分類することができる。 
	 第 1 に、自社のコア技術である。このコア技術は、他社に模倣される可能性があるが、
他社から模倣されないことは、そのコア技術を形成している社員が異なるからである。
コア技術を構成していることは社員である、社員が自分の役割を果たしてからコア技術
が有ると捉えているために、社員が自社について理解していることがコア技術であると
A 社は捉えている。 
	 第 2 に、コア技術の棚卸しである。これは技術連携において最も重要なコア技術であ
る A 社は考えている。外部の組織と今まで経験したことのない新しいも・技術を開発
することは、予想外のトラブルが多く、このトラブルがどこから生じていることかを突
き止めることは難しい。自社のみの技術しか理解してないと、このトラブルの対応に手
間と時間がかかってしまうため、A 社は自社技術と関連性のある技術を棚卸しし、社内
で共有している。これが A 社の技術連携におけるコア技術である。 
 
（２）技術連携の成果と社員教育の充実度ついて  
	 研究開発は、常に新しいものにチャレンジすることであり、新しい知識の学習が必要
である。また、技術連携においては、外部の組織と未知の領域の研究開発を進めること
になるため、トラブルが多いことは当然なことである。しかし、トラブルが起きて、対
応できなかったらその研究開発は成功できない。そこで、A 社では、社員の教育に熱心
に取り組んでいる。A 社の教育に対する取り組みは大きく２つに分けることができる。 
	 第１に、知識のための教育である。技術連携における知識のための教育として、A 社
は、大学への派遣、外部研修会への参加、社内での実験データの共有が挙げられた。技
術連携で新しい知識の学習させるために、大学に社員を送ることにより、大学からの知
識を獲得し、その知識を研究開発に生かすようにしている。また、外部研究会へ積極的
に参加させることによって、未知の領域の知識を獲得するように支援している。また、
社内で行われた実験データはすべて共有し、自由に意見交換ができるように推進してい
る。 
	 第 2 に、自社を知るための教育である。この教育は A 社のコア技術にも影響してい
ることでもあるが、自社の強みを社員がしっかりと理解することは重要であると A 社
は捉え、教育活動を行っている。配属のローテーションの実施により、自社への理解度
が以前より高まっている。教育そのものも重要な役割を果たすが、自社の強みを認知す
ることが最も重要である。このような２つの教育を力入れて進め、技術連携を含む研究
開発で成果が得られていると考えられる。 
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（３）技術連携の成果と研究開発組織体制について 
 	 研究開発は不確実性が高く、失敗の繰り返しで成果を生み出すもので、時間と資源
を投資することが必要である。しかし、成果を追求し過ぎることは、研究者が新しいこ
とをチャレンジしなくなる可能性があるため、社風として研究開発にはノルマを設けず、
できる限り自由に研究開発に取り組むように経営者が配慮している。技術連携になると
今までの扱ってきた技術と異なる領域に対する研究開発となることが多く、失敗するこ
とも多い。しかし、このような失敗を恐れず、新しい知識の獲得に熱心のある社員を発
掘し、配置するように、社内で取り組んでいる。研究開発に適している人材を発掘する
ために、2−3 年の業務を通じて観察し、適切であると判断された社員を研究開発部署に
配置するようにしている。また、研究開発部署の社員は研究開発を業務とし、専任部署
として運営している。研究開発の時発生したトラブルに対応できるような能力を高めた
めに、社員を定期的に他の部署に一時的に派遣し、他のプロセスで行われる業務内容を
理解するようにしている。このような一時的な派遣は、様々なトラブルに対応する能力
を持つようになると共に、他の社員にトラブルの対応に関する情報を自然と共有できる
ようになる。技術連携においては組織を構築し、組織的に取り組むことが成果を生み出
す重要な要因である。 
 
（４）インタビューのまとめ  
	 図表５−２５は、A 社のインタビュー内容を組織的要因と戦略的要因に分け、まとめ
たものである。A 社のインタビューの結果、コア技術のレベルにおいては、技術連携に
おけるコア技術のレベルを再定義していることがわかった。一般的にコア技術とは、自
社が外部から最も評価されている技術、他社より高い水準の技術、自社の製品で最も幅
広く使われている技術、特許などの知的財産権で守られているものなどとして使われる
場合が多く、一言で自社の強みとなる技術である。しかし、A 社は自社が持つ技術と自
社の技術が関わっている部分までの幅広い領域の技術、ネットワーク、知識をコア技術
と捉えていることが特徴的であった。社員の教育に関しては、コア技術の源泉であるこ
とが会社の社員であるという考えに基づき、様々な教育を行っていた。特に自社に関す
る教育のために、積極的に取り組み教育を行っている研究開発組織体制においては、技
術連携は異なる組織と複数の人々が関わり、技術レベルの差があり、投資金額の差、経
営の差など多くの差が存在するため、複雑である。そのために、意思決定において、同
時進行が難しく、時間が必要であるため、技術連携における研究開発は専任部署として
運営している。 
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図表５−  25	 A 社インタビューのまとめ  
要因 内容 
戦略的 
要因 
コア技術のレベル 
・社員の教育から得られるものである。 
・技術は模倣されるが、社員は模倣できない。そのた
めに徹底した社員教育によってコア技術を形成する。 
・技術連携には技術連携に必要なコア技術がある。 
組織的 
要因 
社員教育充実度 
・配属ローテーションによる社内プロセスの理解。 
・自社に対する理解を深めるための教育実施。 
研究開発組織体制 
・専任部署の運営。 
・研究開発部署の人事において適切な人材を発掘し、 
	 配置する。 
・自由度の高い研究開発組織の運営。 
	  
５．４．２．２	 B 社のインタビュー調査 
	 定量分析で得られた結果の更なる検証のために、インタビュー調査を行った。インタ
ビューは、B 社の本社にて、2014 年 5 月 27 日の 10 時から約 3 時間にかけ、某工場で
経営者を対象とし、半構造的インタビュー方式で行った。 
 
５．４．２．２．１	 B 社の概要 
	 主に各種真空ポンプ、真空諸装置を製造・販売する B 社は、産業界における真空ポ
ンプ装置で活用する会社である。B 社は技術主導のメーカーとして、特に真空機器分野
においては、蓄積した数々のノウハウを生かし、ユーザーニーズに沿った革新的な製品
を送り出している。近年はエレクトロニクス、新素材などの最先端分野へ挑戦し特長あ
る技術の高度化と有機的結合により、真に価値のあるハードウェアとソフトウェアの開
発を目指し取り組んでいる。会社の設立は 1949 年であり、資本金３億円、従業員約 215
人の中小企業である。B 社は、真空装置以外にも、精密電気炉、精密投影機も生産販売
しており、売上構成は、各種真空ポンプ、真空諸装置が 77％、精密電気炉が 20％、精
密投影機が 3％の構成である。B 社のコア技術は真空ポンプを用いた真空装置にて真空
空間を創造する技術である。技術こそが今後生き残るためのカギとなる認識の下、年間
売上高の 3％を研究開発費（人件費別途、日本中小企業平均 2.45％）として投資し研究
開発に力を注ぐ B 社は、従業員の約 10％が開発に関わっているほど、積極的な取り組
みで研究開発を行っている企業である。従来は様々な量産製造工程で使用されていたが、
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新たな産業分野に進出するために技術連携を行い、新製品を開発した。技術連携分野は
既存技術を活用した新製品開発であり、技術連携の目的は事業領域の拡大のためであっ
た。技術連携形態は異業種との技術連携であり、技術連携の累積年数は約 10 年である
（図表５−２６）。 
 
図表５−  26	 B 社の技術連携概要  
技術連携分野 既存技術を活用した新製品開発 
技術連携目的 事業領域の拡大 
技術連携形態 異業種との技術連携 
技術連携参加経緯 新市場開拓のための新製品開発 
技術連携経験累積年数 10 年以上 
 
５．４．２．２．２	 B 社のインタビュー内容 
	 インタビュー内容は、技術連携に参加の動機、技術連携の分野、内容、形態について
質問した上で、技術連携の成果における組織的要因と戦略的要因について質問を行った。 
	 技術連携の参加経緯は、既存製品の成熟化により、収益性の減少、業界競争の激化に
よって、新しい領域への進出のために、探索的活動を行い、ある会社と異業種に進出す
るための新製品開発のために、技術連携を行った。 
 
（１）技術連携の成果とコア技術のレベルについて  
	 長い社歴を持つ B 社は、設立以来、持続的に研究開発に積極的に取り組み、コア技
術を形成しており、業界においても他社に簡単に模倣できない競争力と優位性を持つコ
ア技術を持っている。自社のコア技術を用いて新しい分野に進出するために技術連携に
取り組み、成果を得られるまで、最も重要なものがコア技術であった。従来の製品と異
なる開発において、自社の中に蓄積されてきた技術そのものは大きい役割を果たす。ま
た、技術連携のように外部の組織と新技術・新製品を開発するにおいては、自社のコア
技術と、コア技術を取り巻く外部環境、ネットワーク、ノウハウが最も重要である。そ
の理由としては、コア技術とその関連知識と蓄積することによって、完成後の品質問題
に対応することができるからである。新技術・新製品はテストの段階では現れなかった
トラブルが完成後発生する場合がしばしばあり、その原因を突き止めることは難しい。
そのために、自社のコア技術に対する理解のみでは、対応できない場合が多い。完成品
の品質問題の多くは自社のコア技術と製品をつなげる「つなぎ目」でのトラブルである。
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自社のコア技術のみでは、解決することができない場合もある。その時に、蓄積された
ノウハウとネットワークが解決策となる。そのために、コア技術そのものと、コア技術
の理解、そしてコア技術の周辺知識が技術連携において求められるコア技術である。 
 
（２）技術連携の成果と社員教育の充実度ついて  
	 社員の教育は B 社の弱みの一つであると認識している。B 社の教育は個人に対する
教育、チーム・リーダーに対する教育、経営陣に対する教育の３つに分かれている。 
	 第 1 に、個人に対する教育において、新入社員研修は体系化されているが、新入社員
研修を除くと新しい知識の獲得は新しいスキルの獲得に関する教育は本人の意思に任
せていることが現状である。しかし、本人の意思さえあれば、会社としてできる限りの
支援は行う。また、定期的に熱心な社員を把握し、社長賞などでのインセンティブを与
えている。また、社会の変化に伴い、相互情報交換の必要性が高まっている。顧客から
のニーズに対応するためにも、コミュニケーションによって得られるため、研究開発に
関わっている技術者もコミュニケーション能力が求められる。そのために、技術者を対
象としてコミュニケーションに関する教育を定期的に行っている。また、技術者には自
社のコア技術に関する教育を徹底的に行い、自社のコア技術の理解を深めるように努力
している。 
	 第 2 に、チーム・リーダーに対する教育においては、会社の規模がある程度大きくな
り、事業部制に変わってきたので、チーム・リーダーに対する教育に力を入れており、
チーム・リーダーが定期的に教育を受け、その内容をチーム・メンバーと共有するよう
な仕組みで教育を行っている。 
	 第 3 に、経営陣に対する教育定期的に経営陣も大学や商工会議所などで行われる教育
に参加している。これらの教育が B 社の競争力を源であると考えられる。特に技術者
のコミュニケーションの教育は、外部の組織との技術連携において、役に立っている。 
 
（３）技術連携の成果と研究開発組織体制について 
	 研究開発組織体制は、創業以来専任部署で力を入れて進行させてきた。高い技術力こ
そが B 社の競争優位であるという経営者の経営理念に従い、積極的な投資を行った。
また、長い技術連携の経験で、組織的に技術連携に取り組んでいるため、研究開発専任
部署で運営すると共に、その中でも技術連携に関わる専任の部署が存在する。その理由
としては、技術連携で新技術・新製品が開発されてそれで終了するわけではなく、それ
を量産化、事業化していくプロセスが必要であり、量産化においては更なる研究開発が
求められる。そのために、技術連携は終了し、量産化、事業化が終わり、販売されるま
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でに専任として運営している。 
 
（４）インタビューのまとめ  
	 図表５−２７は、B 社のインタビュー内容を組織的要因と戦略的要因に分け、まとめ
たものである。B 社のインタビューの結果、B 社はコア技術においては、を技術そのも
の以外にも技術を取り巻く周辺まで拡大して捉えていた。また、社員の教育においては、
技術者のコミュニケーションに対する教育を行うことにより、外部組織とのコミュニケ
ーションを円満に進めるように推進していた。研究開発組織においては、長い経験によ
り、組織的な体制が構築されていることが特徴的である。 
 
図表５−  27	 B 社インタビューのまとめ  
要因 内容 
戦略的 
要因 
コア技術のレベル 
・コア技術は技術そのものと、それらを取り巻く周辺
技術・知識を含めたものである。このようなコア技術
が技術連携には求められる。 
組織的 
要因 
社員教育充実度 
・技術者のコミュニケーション教育 
・個人の学習支援 
・経営陣も定期的な外部教育を受ける 
・自社のコア技術に関する教育 
研究開発組織体制 
・専任部署の運営。 
・技術連携は組織的に対応 
 
５．５	 考察 
	 定量・定性分析から得られた結果について、コア技術、社員教育、組織体制の３つに
分けて考察を行う。	  
	 第 1 に、コア技術に関する考察では、コア技術と技術の棚卸しの観点から考察する。
技術連携には、従来のコア技術と異なるコア技術が必要であることが A 社と B 社のイ
ンタビュー調査から得られた。近年、企業のコア技術戦略について多くの研究が行われ
ている。コア技術戦略は、特定の技術に集中しながら、長期間にわたり多様な商品を展
開する戦略である（延岡、2006）延岡（2006）によれば、コア技術戦略では、特定の
技術に集中し、それをベースとして商品・市場に多様な製品を投入することであり、対
表的な例としてシャープの液晶などを挙げている。このような戦略には２つのメリット
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があり、リスクの分散とコア技術を鍛え続けられることである。第１に、リスクの分散
では、技術における優位性を実現するために、集中的・長期的な投資が必要であるが、
そこにはリスクが伴う。そこで特定の技術分野に集中しつつも、多様な製品を開発・導
入することによって、技術の集中によるリスクを製品で分散させることができるとされ
ている。第 2 に、多様な製品に応用することによって、コア技術が鍛え続けられること
である。このようなコア技術戦略におけるコア技術では、企業が所有している技術その
ものに着目し、重要な技術を選択し、磨き続けることが重要であるとされており、企業
は選択と集中で、自社の技術を特定領域で技術的優位性を持つコア技術を築けるために
研究開発を続けている。しかし、経営資源の乏しい中小企業では、これまでの技術の蓄
積があり、コア技術が蓄積されたとしても、多様な商品を展開することは難しい。その
ために、技術連携によって、商品と技術の開発を行っている。今回のインタビュー調査
では、コア技術戦略で議論されているコア技術戦略とは異なる意味のコア技術に対する
考え方が 2 社から得られた。従来の概念でのコア技術は、図表５−２８で示されるよう
に技術そのものに着目し、戦略的にコア技術を強化していくことを重要視したことに比
べ、技術連携でのコア技術とは、図表５−２９で示すように、自社が持つ技術とその技
術が使われている製品、業界をはじめ、自社製品に関連しているすべての技術を把握し
ていることがコア技術であると考えられる。このような技術連携におけるコア技術は、
新製品・新技術におけるトラブルが発生した場合、原因とその対応能力につながる。こ
のような幅広い意味でのコア技術の捉え方で、技術連携を進めることによって、新しい
重要に柔軟に対応でき、技術的トラブルの解消にもつながることができると考えられる。 
 
 
図表５−  28	 従来のコア技術の概念  
出典：延岡健太郎（2006）、MOT（技術経営）入門	 pp.107 
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コア技術戦略に関する組織能力の構築
                                                神戸大学経済経営研究所 教授　延岡健太郎
Copyr ight(c)  NEC Corporat ion 200603  ものづくり経営革新
※EQ（情動知能：Emotional Intelligence Quotient）理論
米国のエール大学心理学部教授ピーター・サロベイ博士
とニューハンプシャー大学心理学部教授ジョン・メイヤー
博士によって 1989 年に論文で発表された。
ジャーナリストのダニエル・ゴールマンの著書「 Emotional 
Intelligence( 邦題：心の知能指数 ) 」によって紹介され、
米国はもとより世界中で教育やビジネスフィールドから注
目を浴びることになった。
ヒデキ・ワダ・インスティテュート取締役代表
和田 秀樹（わだ ひでき）
ヒデキ・ワダ・インスティテュート取締役代表
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ものづくり経営革新～価値創造のための企業戦略～
４ コア技術戦略の事例
図3 部品システムと機能の関係 
図２  コア技術戦略のモデル
逆に、広く考えすぎると、焦点が定まらず、
企業の強みとして育成できません。つまり、
コア技術のドメイン（範囲）をうまく設定しなく
てはいけません。たとえば、シャープが選ん
だ液晶技術は応用の汎用性や発展性があり、
技術領域としても狭すぎず広すぎず、コア技
術のドメインとしては適切なものでした。
 図２のモデルでは、コア技術として取り組
んでいこうとする技術を使った最初の商品
が商品１です。商品１の開発には要素技術
４と５が使われています。ここでの要素技術
とは、製品技術、加工方法などの生産技術、
特定の製品機能、開発プロセス、材料など様々
なものが含まれます。次に、商品２を開発す
る場合には、要素技術４と５は商品１で開発
した技術をベースとしながらも、さらに試行
錯誤が繰り返され発展します。丸印の色が
濃く変わっているのは、技術の深化を示して
います。また、商品２では、関連する要素技
術３が新たに追加されています。
 商品３以降も同様に、現行の要素技術は
改善・深化されると同時に、いくつかの新し
い要素技術が加えられています。このような
プロセスを経ることによって、特定の技術に
関して、企業固有の組織能力が構築されて
いきます。このようにして、蓄積・構築された
体系的な知識こそが、この企業の「コア技術」
なのです。つまり、コア技術がある特定の技
術として最初から存在するわけではなく、特
定の技術を使った商品を次々と開発するこ
とによって、結果として企業固有の知識体系
としてのコア技術が形成されていくのです。
ある特定のコア技術があって、それを様々
な商品に使うというプロセスではないことに
注意が必要です。
 コア技術戦略で重要なのは、商品開発によっ
て技術を鍛え続けることです。そのためには、
ある技術領域をコア技術として選択すれば、
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図表５−  29	 技術連携におけるコア技術  
 
	 日本の製造業においては、技術を核とした新製品・新事業の創造と、基幹事業の競争
優位の確立が持続的な企業成長の王道であると考えられてきた（木村、2012）。しかし、
必ずしも技術の競争優位が事業的な成功を直接的に寄与しないケースも増えている
（Christensen,1997）。つまり、過去からの延長戦ではない新たな技術戦略の枠組みが
求められている。このような背景から技術の棚卸しが必要である（木村、2012）。木村
（2012）によれば、従来の技術の棚卸しでは、自社保有技術が重要であると認識され
ていたが、企業を新たな成長軌道にのせていくためには、新たな技術分野の探索・研究
が求められ、そのためには現在自社が保有する技術だけではなく、現在には保有してい
ないものの将来有望と考えられる技術を合わせることも重要であると述べている。従来
の技術の棚卸しは自社が所有する技術にほぼ限定されていたため、過去の技術開発の振
り返りや、現在の整理・体系化に留まっていた。しかし、自社が所有していなくても、
他社からの協力で得られる技術、自社が構築しているネットワークを含めることによっ
て、技術連携での問題解決に役に立つ。このような、技術そのものに着目した技術の棚
卸しではなく、ネットワークなどを含む幅広い技術の棚卸しが技術連携においては求め
られる。 
	 第 2 に、社員教育に関する考察では社員教育の内容について考察する。従来の社員教
育は様々なプログラムとツールを通じて、効率良く行う方法論に関する研究が多く進め
られた。Black and Lynch(1996)や Bishop(1994)の研究では、社員の教育によって、企
業の生産性に正の効果を与えていることを米国のデータを用いて明らかにしている。日
本企業においても企業現場における実習（OJT）と教育訓練機関などにおける座学
（Off-JT）などを組み合わせて教育を進めている。しかし、社員教育に関する研究では
社員の教育が労働生産性にどのような影響を与えているのかを対象とした分析がほと
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んどであり、どのような内容の教育に関することが求められるかについては十分に議論
されていない。そこで本章では、技術連携における社員教育の内容について考察したい。
定量分析では、社員教育が重要であり、社員教育に充実している企業が充実していない
企業より、技術連携における開発成果を得られている傾向が見られた。定性分析では、
インタビュー調査でも教育は重要であるという結果を支持するような結果が得られた。
インタビュー調査では、教育の実施という側面での重要性も挙げられたが、教育内容に
関する重要性も示唆され、自社の技術と自社の強みを教育することによって、自社のコ
ア技術の強化につながると考えられる。Barney(2002)では、競争優位の持続するため
に必要な要因として、模倣の困難性であると主張している。Barney(2002)によれば、
特定の企業がある時点で競争優位をもたらす資源を保有していたとしても、競争相手が
同様の資源を獲得することが容易であれば、その企業の優位性は一時的であり、持続力
のある競争優位（sustainable competive advantage）をもたらす経営資源、すなわち
模倣が困難である経営資源の追求が戦略上の焦点であると述べている。A 社と B 社と
も「コア技術」というものの背景には教育があり、その教育によって Barney(2002)が
示唆した模倣の困難性を実現していると考えられる。 
	 第 3 に、組織体制に関する考察では、組織体制と技術連携について考察する。
Branstetter and sakakibara(2002)では、研究開発の資源導入水準より、組織の設計が
技術連携の成果を得るために重要な要因であることを示唆している。このような結果は、
研究開発に多くの資源を投入することより、組織的な体制を構築することが重要である
ことを指摘していることである。本研究でのアンケート調査では、研究開発の組織形態
そのものについて専任、兼任、なしの３つの分類で評価を求めた結果、専任部署を運営
している企業の方が技術連携において開発成果を得られている傾向が見られた。また、
インタビュー調査では、研究開発組織を専任で運営すると共に、技術連携に合わせた柔
軟な組織体制を構築していることがわかった。このような結果は、Branstetter and 
sakakibara(2002)が示唆した研究結果を支持する結果であると共に、組織の設計につい
ての更なる研究が必要であると考えられる。 
 
５．６	 本章のまとめ 
	 本章では、日本企業のうち、中小企業基準法によって製造業その他の分類に従い、資
本金の額または、出資総額が３億円以下の会社、または、常時する授業員の数が 300
人以下の会社を対象とし、アンケート調査を行い、技術連携によって、開発成果を得ら
れた企業グループと開発成果を得られなかった企業グループ間の組織的要因と戦略的
要因の差について、平均差の検定よりその差を検証した。その結果、技術連携によって
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開発成果を得られた企業は開発成果を得られなかった企業に比べて、社員教育が充実し、
コア技術のレベルが高く、研究開発組織の体制が専任である傾向が高いことが示されて
いる。しかし、本社立地場所、売上高、従業員数、ビジョンの浸透、社内情報共有度、
市場認知度、担当者と経営者との公式的な距離、担当者と経営者の非公式的な距離、担
当者のコミットメント度、技術連携組織体制の専任度、連携先との心理的親密度、技術
連携に対する経営陣の認識における次元では、両グループ間での統計的に有意のある差
は認められなかった。 
	 アンケート調査から得られた結果に基づき、インタビュー調査を行った。インタビュ
ー調査企業の選別は、アンケート調査に回答した企業のうち、定量分析で導出された成
果要因の研究開発組織体制が専任部署であり、かつ社員教育充実度、コア技術レベルに
おいてが全体の平均値より高い企業をリストアップし、電話とメールによる依頼に応じ
た 2 社を本研究の定性分析の対象とした。インタビュー調査は、質問の数を絞って半構
造的に行い、被験者の自由意見を可能な限り引き出すことを意図し、インタビュー調査
を行った。インタビュー調査の前に、インタビューの目的と経緯、選別基準などについ
て説明をし、被験者からインタビューの目的について十分な理解を得てから質問による
調査を行った。その結果、技術連携におけるコア技術の棚卸し、再定義が技術連携の成
果に影響すること、社員教育によって、競争優位性における模倣の困難性を実現してい
ることが明らかになった。また、組織の設計について更なる研究の必要性があることが
確認された。 
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６．技術連携の国際比較：日韓企業の比較 
 
６．１	 韓国における中小企業と中小企業を取り巻く環境 
	 韓国は日本と類似した製造業が産業の柱となり、大きい割合を占めている。2011 年
のデータによれば、韓国の全体就業者数のうち約 17％が製造業に就業している（経済
産業省、通商白書 2012）。 
 
 
図表６−  1	 業種別の就業者数の推移  
出典：経済産業省、通商白書 2012 年版、第 3 章  
 
	 産業研究院（2012）によれば、過去１０年間の経営成果は大手企業に比べ不振な状
態であり、大手企業と中小企業間の格差は拡大されており、特に利益率においては大手
企業−高利益・中小企業—低利益の状況が１０年以上続いている（図表６−２）。中小企業
は過去１０年間大手企業に比べ活発に事業展開を行ったにも関わらず、大手企業に比べ
収益性における経営成果が不振な状態であると述べている。 
	 特に中小企業の研究開発においては、売上高対研究開発投資費は 1999 年 0.3％から
２０１０年には 1.3％に 4 倍以上増加しているにも関わらず、企業の収益性においては
改善が認められていない（図表６−３）。このような現状は、中小企業が研究開発や設備
投資に消極的に行っているにもかかわらず、中小企業の競争力が低下していることを示
している。 
 81 
 
図表６−  2 大手企業・中小企業利益率の推移  
出典：産業研究院（2012）、製造中小企業の経営成果及び競争力実態調査、pp.8 
 
 
図表６−  3	 中小企業の売上高対研究開発費用推移  
出典：産業研究院（2012）、製造中小企業の経営成果及び競争力実態調査、pp.32 
 
 このような背景から韓国の中小企業は従来の大手企業下請けビジネスモデルから自社
の技術を確保し競争力を強化することが今後の経営課題であると考えられる。中小企業
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の競争力の源泉である価格競争力、品質競争力が重要であることは従来と変わらないが、
産業研究院の２０１１年の調査9によれば、図表６−４で示すように、今後の競争力強化
において、製品開発能力・企画能力、技術・ノウハウの重要性が高まっている。過去の
競争力の源泉では、品質競争力が 22.8％で最も多く、続いて価格競争力が 18.1％を占
めていたが、今後の競争力源泉では、それぞれ 22.1％と 14.8％で減少し、その代わり
に技術・ノウハウが 17.3％から 18.5％、製品開発能力・企画能力が 8.7％から 13.0％
に増加した。特に製品開発能力・企画能力は約 1.5 倍に大幅に上昇している。また、下
請けが売上の 7 割以上を占める下請け企業においても、下請け企業で最も重要な競争力
であった納期、取引信頼度が大幅減少する傾向が見られている。このような結果が過去
１０年間、中小企業が大手企業の下請けから脱下請け企業に変わりつつであるなかでみ
られる現像である。 
 
 
図表６−  4	 中小企業競争力の源泉  
出典：産業研究院（2012）、製造中小企業の経営成果及び競争力実態調査  
 
	 続いて、図表６−５は、今後競争力を強化するための取り組みを示している。今後競
争力を強化するための取り組みでは、従来の取り組みにおいては品質管理の強化
（17.9％）、技術開発（12％）、新製品開発（9.9％）、国内市場拡大（8.8％）の順であ
ったが、今後の取り組みにおいては、技術開発強化（14.8％）、新製品開発（13.1％）、
                                            
9  中小企業競争力実態調査は製造中小企業を対象とし 2011年１１月 1日から１１月１４日の 2週間電子
メール方式により行われた調査であり、有効回答は４２８件である。 
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品質管理の強化（14％）、海外市場拡大（12.4％）の順に変わり、中小企業の競争力強
化のために、技術開発能力の強化、新製品開発に力を注いでいると捉えられる。 
	 
 
図表６−  5	 競争力強化のための取り組み  
出典：産業研究院（2012）、製造中小企業の経営成果及び競争力実態調査  
 
	 このように、韓国における製造中小企業では、下請けから脱下請け企業への脱皮が進
められており、研究開発能力と技術の確保、新製品の開発、新製品の企画力が求められ
ている。そのために、中小企業が研究開発に力を注いでいる傾向が図表６−３の売上高
対研究開発費推移から読み取れる。 
	 韓国中小企業の研究開発においても大きい変化が見られ、図表６−６のように、社内
開発率は、２００５年 59.8％から２００７年 53.7％に減少する傾向が見られる反面、
外部共同研究開発率は２００５年 25.8％から２００７年 26.2％に増加する傾向が認め
られる。 
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図表６−  6	 韓国中小企業の研究開発体制  
出典 :  中小企業中央会、2007 年中小企業技術統計調査報告書により筆者作成  
 
６．２	 日韓中小企業の技術連携の動向比較 
	 日韓両国の産業構造において、中小企業が果たす経済及び雇用の役割は非常に大きい。
日本では中小企業の割合は、全体企業数 421.3 万社のうち、420.1 万社であり、約 99.7％
を占め、雇用は全体従業員 4,297 万人のうち、2,834 万人を雇用し、約 66％の雇用創出
が中小企業によって行われている10。韓国での中小企業の割合は全体企業数 323.4 万社
のうち、323.1 万社であり、約 99.9％を占め、雇用では全体従業員 1,453 万人のうち、
1,262 万人を雇用し、約 86.9％である11。このような現況は、両国において中小企業は
経済の大きな役割を示していることを表すデータである。図表６−７は日韓中小企業に
おける研究開発体制のデータである。両国の比較において厳密な比較はできないが、比
較的近い年度で、国家が公表しているデータに基づく比較によれば、日本中小企業は、
自社開発の割合が高い傾向が見られ、その割合は、2006 年 71.4％、2008 年には 71％
であり、中小企業の研究開発体制のほとんどが自社研究開発に依存している。続いて、
親会社からの技術指導・技術協力の割合が高く、自社研究開発及び親会社による研究開
発の大半を依存している傾向がある。外部共同研究開発は、2006 年 18.3％、2008 年
には 16.7％であり、低い割合である（経済産業書、2011）。一方、韓国の中小企業にお
                                            
10 「中小企業庁」 http://www.chusho.meti.go.jp/koukai/chousa/chu_placement/index.htm （2014.11.10） 
11「中小企業統計」http://stat.kbiz.or.kr/stat_index.html (2014.11.10) 
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いては、自社単独で研究開発を行う比率は 2005 年 59.8％、2007 年には 53.7％に減少
していく傾向であり、外部共同研究開発比率は 2005 年 25.8％から 2007 年 26.2％と増
加し、外部委託研究開発の割合も 2005 年 8.4％から 2007 年 12.8％で増加している傾
向が見られ、自社単独の研究開発から共同研究開発へと研究開発のパターンが変化して
いることがわかる（中小企業中央会、2008）。 
 
 
図表６−  7	 日韓中小企業における研究開発体制  
出典：日本：経済産業省、平成 23 年度産業技術調査報告書  
	 	 	 韓国：中小企業中央会、2007 年中小企業技術統計調査報告書により筆者作成  
 
６．３	 アンケート調査の概要 
	 日韓中小企業の技術連携の参加要因と成果要因を比較するために、日本で行ったアン
ケート調査と同じ内容のアンケート調査を行った。このアンケートの（付属資料２参照）
調査対象は、製造業に従事する韓国の中小企業とした。アンケート調査は韓国中小企業
研修院12の協力を得て、中小企業研修院が行う教育プログラムに参加した各会社本社の
経営者（代表取締役）または経営関係者へ直接記入を依頼した。アンケート調査は 2013
年３月２５日から 4 月 5 日までに行われた。期間内のアンケート調査は総配布数 250
部で回答が得られたのが 173 件であった（回答率 69.2％、以下、韓国サンプル企業）。
アンケートの内容においては、翻訳による意味伝達の間違いやミスを予防するために、
                                            
12 韓国中小企業研修院（SBTI, Small Business Training Institute）は韓国中小企業振興公団の傘下にあ
る機関であり、社内に研修施設・システムの構築ができず、本格的な研修を行うことができない企業を支
援するために、1982 年設立された機関である。 
71.4% 71% 
59.80% 
53.70% 
18.3% 16.7% 
25.80% 26.20% 
2006 2008 2005 2007 
日本	 韓国	 
日韓中小企業における研究開発体制	 
自社研究開発	 外部共同研究開発	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日本語能力検定試験（JLPT）の 1 級を所有する韓国籍のネイティブ 3 人によるクロス
チェックを行い、現地の研究協力者に最終的なチェックを行ってから実施した。韓国を
対象とするアンケート調査において、現地の研究協力者から企業の売上と従業員数の実
数を問う場合、アンケートの回収率が大幅に低下するというアドバイスがあり、企業の
売上と従業員数に関するデータは韓国中小企業現況情報システム13（WEB）により、
企業の売上高、従業員数に関する情報を収集した。韓国中小企業現況情報システムでの
情報は 2013 年の最新公表情報を収集した。 
 
６．２．１	 アンケート調査の記述統計 
	 韓国サンプル企業 174 社（回答率 69.9％）からの回答では、2006 年から 2011 年の
間に技術連携を実施し終了した企業は 28.2％（49 社）であり、日本の 23.9％（247 社
のうち 54 社）より高い傾向であった。全体企業の 10.3％が本社をソウル市内また釜山
市内の都心部に本社を本社設けており、全体の 84.5％が研究開発部署を設置（兼任を
含む）している。また、韓国サンプル企業の 60.3％が外部連携部署を設置（兼任を含
む）している。その他の記述統計は図表６−８で示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                            
13 韓国中小企業現況情報システムは（URL: http://sminfo.smba.go.kr）、韓国中小企業庁が主管機関とな
り運営されているサイトで韓国の中小企業の情報を WEB 上でリアルタイム検索できるシステムである。
WEB に公表されるデータは、売上、営業利益、従業員、会社概要などの内容を含んでいる。 
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図表６−  8	 韓国サンプル企業の記述統計  
概念 次元 N 最小値 最大値 平均 標準偏差 
企業属性 
本社立地場所 167 0 1 0.18 0.31 
売上高(千ウォン) 94 56,393,900 172,911,269 36,941,957 42,043,468 
従業員（人） 93 6 300 99.45 76.39 
戦略的 
要因 
社内情報共有度 173 1 7 4.98 1.42 
ビジョンの浸透度 173 1 7 5.10 1.47 
コア技術レベル 173 1 7 5.23 1.19 
市場認知度 173 1 7 5.24 1.38 
連携先との心理的 
親密度 
45 1 7 4.28 1.47 
技術連携に関する
経営陣の認識 
46 2 7 5.34 1.25 
組織的 
要因 
教育充実度 173 1 7 5.12 1.48 
担当者と経営者の
公式的距離 
46 1 7 4.44 1.53 
担当者と経営者の
非公式的距離 
59 1 6 4.43 1.45 
担当者のコミット
メント度 
46 2 7 5.08 1.60 
外部連携組織 170 0 2 0.88 0.80 
研究開発組織 174 0 2 1.50 0.75 
技術連携 
経験企業１） 71 社（40.80％） 
近年 
参加企業２） 49 社（28.16％） 
１）設立以来技術連携に参加した経験のある企業 
２）2006 年から 2011 年の間に技術連携を行った企業 
 
	 図表６−９は、韓国サンプル企業の技術連携の成果を示している。韓国サンプル企業
は技術連携の成果において、新製品の仕様をある程度具体化するレベルまで達成したと
回答した企業が最も多く、続いて、新製品の販売により、売上を得るレベルまで達成し
た、新製品の試作品を開発するレベルまで達成した順であった。 
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図表６−  9	 韓国サンプル企業の技術連携の成果  
 
６．３	 韓国中小企業における技術連携の成果要因 
６．３．１	 技術連携の成果要因：定量分析 
６．３．１．１	 技術連携における成果要因分析：平均値の差の検定 
	 韓国中小企業の技術連携の成果要因を分析するために韓国サンプル企業の中から２
００６年から２０１１年の間に技術連携プロジェクトを進行した企業４９社のデータ
を用いて分析を行う。技術連携によって開発成果を得られた企業グループと開発成果を
得られたなかったグループ間の企業属性と戦略的要因、組織的要因の差を比較する。比
較においては、平均値の検定を用いて成果有企業と成果無企業の差を比較する。平均値
の検定においては、２つのグループ間の平均の差が偶然誤差の範囲内にあるかどうかに
検定するために、t-test を用いて検定する。分析対象としている４９社の記述統計は、
図表６−１０である。 
 
 
 
4 
12 
1 
10 
5 
5 
11 
連携先と新技術・新製品に関する意
見交換ができるレベルまで到達した。	 
新製品の仕様をある程度具体化する
レベルまで到達した。	 
連携先と共同論文の執筆、又は特許
出願を行うレベルまで到達した。	 
新製品の試作品を開発するレベルま
で到達した。	 
新製品を開発するレベルまで到達し
た。	 
新製品を販売するレベルまで到達し
た。	 
新製品の販売により、売上を得るレ
ベルまで到達した。	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図表６−  10 分析対象企業の記述統計 :韓国企業  
概念 次元 N 最小値 最大値 平均 標準偏差 
企業属性 
本社立地場所 44 0 1 0.09 0.29 
売上高(千ウォン) 28 704,000 122,365,930 27,298,535 26,557,616 
従業員（人） 28 6 209 84.75 58.73 
戦略的 
要因 
社内情報共有度 46 2 7 5.13 1.40 
ビジョンの浸透度 46 1 7 5.15 1.54 
コア技術レベル 46 2 7 5.30 1.15 
市場認知度 46 2 7 5.43 1.37 
連携先との心理的 
親密度 
42 2 7 4.21 1.47 
技術連携に関する
経営陣の認識 
43 2 7 5.41 1.21 
組織的 
要因 
教育充実度 46 1 7 5.21 1.60 
担当者と経営者の
公式的距離 
42 1 7 4.47 1.56 
担当者と経営者の
非公式的距離 
41 1 7 4.47 1.45 
担当者のコミット
メント度 
42 1 7 5.11 1.62 
外部連携組織 39 0 2 1.25 0.75 
研究開発組織 41 1 2 1.85 0.35 
 
	 ２００６年から２０１１年の間に技術連携プロジェクトを進行した企業４９社のデ
ータを用いて、1）連携先と新技術・新製品に関する意見交換ができるレベルまで到達
した、2）新製品の仕様をある程度具体化するレベルまで到達した、これら２つを開発
成果が得られなかったグループ、3）連携先と共同論文の執筆、または特許出願を行う
レベルまで達成した、4）新製品の試作品を開発するレベルまで到達した、5）新製品を
開発するレベルまで到達した、6）新製品を販売するレベルまで到達した、7）新製品の
販売により、売上を得るレベルまで到達したこれら５つを開発成果が得られたグループ
とし、両グループ間の平均値の差を比較し、t-test により統計学的有意性を検証した。 
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図表６−  11	 技術連携の開発成果有企業と開発成果なし企業の比較：韓国企業  
概念  次元  成果有グループ  成果無グループ  N 差の検定  
企業属性 
本社立地場所  0.065 0.133 46  
売上高(千円) 30,371,045 22,517,110 30  
従業員（人）  86 72.727 30  
戦略的 
要因 
ビジョンの浸透度  5.50 4.43 48 * 
社内情報共有度  5.25 4.68 48  
市場認知度  5.53 5.18 48  
コア技術レベル  5.50 4.93 48  
連携先との心理的
親密度 
4.17 4.66 44  
技術連携に関する
経営陣の認識 
5.54 4.93 46  
組織的 
要因 
教育充実度  5.62 4.87 48 * 
担当者と経営者の
公式的距離 
4.64 4.00 45  
担当者と経営者の
非公式的距離 
4.43 4.42 45  
担当者のコミット
メント度 
5.35 4.50 46  
研究開発組織体制  1.71 1.56 58 
 
連携組織体制  1.12 0.81 58 
 
 
	 図表６−１３は、韓国中小企業における技術連携の開発成果有企業と開発成果無企業
の平均的な属性を比較した結果を示している。中小企業の技術連携の開発成果有企業グ
ループと開発成果無企業グループ間での有意な差が示されている項目は、戦略的要因概
念では、ビジョンの浸透度、教育充実度であり、組織的要因概念では、有意のある結果
を示す項目は認められなかった。ビジョンの浸透度と社員教育充実度５％水準で統計的
有意を示している。 
	 ビジョンの浸透度においては、開発成果有企業グループの平均値が 5.50 であること
に対し、開発成果無企業グループの平均値では、4.43 であり、開発成果有企業グルー
プの方が開発成果無企業グループよりビジョンが浸透されている傾向が見られた。社員
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教育充実度においては、開発成果有企業グループの平均値が 5.62 であることに対し、
開発成果無企業グループの平均値では 4.87 であり、開発成果有企業グループの方が開
発成果無企業グループより社員の教育に充実していることがわかった。 
	 このような結果によれば、技術連携によって開発成果を得られた企業は開発成果を得
られなかった企業に比べ、社員の教育に充実し、かつビジョンが浸透されている傾向が
示される。しかし、本社の立地場所、売上高、従業員数、社内情報共有度、市場認知度、
コア技術レベル、担当者と経営者の公式的な距離、担当者と経営者の非公式的な距離、
担当者のコミットメント度、研究開発組織体制、連携組織体制、連携先と心理的親密度、
技術連携に関する経営陣の認識における次元では、両グループ間での統計的に有意のあ
る差は認められなかった。	  
 
６．４	 韓国企業の定性的分析 
	 定量的分析から得られた結果に基づいて定性的分析を行うために、インタビュー調査
を行った。インタビュー調査企業の選別は、アンケート調査に回答した企業のうち、定
量分析で導出された成果要因のビジョンの浸透度、社員教育充実度においてが全体の平
均値より高い企業をリストアップし、電話とメールによる依頼に応じた 2 社を本研究の
定性分析の対象とする。定性分析の対象は、日本標準産業分類による分類で、機械刃物
製造業に従事する会社（以下 C 社）と、医療用電子応用装置製造業に従事する会社（以
下 D 社）である。インタビュー調査は、質問の数を絞って半構造的に行い、被験者の
自由意見を可能な限り引き出すことを意図し、インタビュー調査を行った。インタビュ
ー調査の前に、インタビューの目的と経緯、選別基準などについて説明をし、被験者か
らインタビューの目的について十分な理解を得てから質問による調査を行った。 
 
６．４．１	 C 社のインタビュー調査 
	 定量分析で得られた結果の更なる検証のために、インタビュー調査を行った。インタ
ビューは、C 社の本社にて、2014 年 2 月 13 日の 14 時から約 2 時間半にかけ、代表取
締役社長を対象とし、半構造的インタビュー方式で行った。 
 
６．４．１．１	 C 社の概要と技術連携の概要	  
	 機械刃物を製造・販売する C 社は、産業のあらゆる分野で活躍する機械の消耗品で
ある刃物のうち、精密加工、超精密加工のための刃物に対するニーズに特化した企業で
ある。会社の設立は 1996 年であり、従業員９０人（海外を含む）の中小企業である。
C 社は、韓国国内マーケットにおいて、ブランド認知度が高く、自社の製品を国内・海
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外に販売している。自社の技術力が高く、精密加工における特許も多数保有している C
社は、社風が変化を楽しむということでもあり、常に新しい分野へ進出するために、研
究開発に積極的に投資を行っている。量産体制の製品は生産せず、ニッチマーケットを
開拓し、付加価値の高い製品開発に主力している C 社は経営者が研究開発を重要な課
題であると認識している。1996 年設立後、1997 年のアジア金融危機により、会社の経
営が一時的に悪化したこともあったが、技術開発に対する投資を積極的に行い、1997
年の金融危機を乗り越え、2009 年のリーマンショックも無事に乗り越え現在に至った。 
	 C 社は新しい事業分野に展開するために、更なる加工技術が求められ、新技術開発を
進めている中、国が支援する研究開発プロジェクトによって、技術連携を行った。技術
連携は約 4 年間行われ、技術連携の形態は異業種との技術連携であった。図表６−１２
は C 社の技術連携が概要である。 
 
図表６−  12	 C 社の技術連携概要  
技術連携分野 新技術を用いた新製品開発 
技術連携目的 事業領域の拡大 
技術連携形態 異業種との技術連携 
技術連携参加経緯 国の支援による新技術開発 
技術連携経験累積年数 約４年 
 
６．４．１．２	 C 社のインタビュー内容 
	 インタビュー内容は、技術連携に参加の動機、技術連携の分野、内容、形態について
質問した上で、技術連携の成果における組織的要因と戦略的要因について質問を行った。 
	 技術連携の参加経緯は、事業領域の拡大のために、新技術開を進めている際、国の支
援による新技術開発プロジェクトによる技術連携に参加した。 
 
（１）技術連携の成果と社員教育の充実度ついて  
	 韓国における中小企業は大手企業との格差により、優秀な人材を確保することは難し
いことが現状である。特に研究開発に必要な理工系の社員は、大手企業の研究所や競合
他社と比べ、会社の規模が小さく、歴史の難しい中小企業での採用はさらに難しくなる。
しかし、優秀な人材がいないから研究開発ができないということは会社を経営する立場
からすればできない。特に C 社は特化した技術をベースとしたニッチな領域の企業で
あるため、常に新技術を開発していくことが求められる。そのために、社員の教育を通
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じて優秀な人材を育成していくことが会社の第一の目標である。技術連携には他社との
技術のレベルの差、社風違い、経験の違いがあり、通常の研究開発より時間と手間がか
かる上に、トラブルが発生した場合の対応能力も求められる。会社の規模が小さいため、
社内での技術に関する教育は難しく、大学や外部研修機関に依頼する形で社員の教育を
進めている。社員の教育が生産性向上につながるまでには時間がかかる上、その効果を
予測することも難しい。しかし、社員に対する教育を持続的に行わないと会社の成長は
期待できないため、積極的な投資を行っている。社員の教育においても一方的に教育を
押し付けることではなく、十分な面談によって社員に教育の必要性、期待する効果につ
いて説明した上で、経済的なインセンティブを与えている。このように積極的に投資を
行うと共に、社員の理解を得ることによって教育の成果と社員のモチベーション維持に
もつながる。技術連携における教育は、業務に関する教育よりも、もっと長期的な計画
の元で取り組むことが重要である。従業員こそが会社資産になるので、社員の教育は徹
底的に行う。技術連携は今までと異なる素材の加工、異なる方法の加工のことであるた
め、多くの知識と経験が必要であるが、直接すべてを経験することはできないため、教
育を通じた間接的な経験の蓄積を狙いとし、このような経験を積み重ねることによって、
技術連携の成果が期待できる。 
 
（２）技術連携の成果とビジョンの浸透について 
	 韓国中小企業は転職率が高い。転職率が高い原因の一つとして、会社のビジョンが社
員伝わってないからだと認識している。そのために、ビジョンを浸透させるために多く
の取り組みを実施している。特に毎週の月曜日には全社員を対象とした 1 時間半の朝礼
を行う。朝礼の度に、会社のビジョンと会社の目標、会社の現状、今後の計画について
説明するとともに、会社のすべての情報（財務情報などを含む）は社員がいつでも観覧
できるようなシステムを構築している。また、年末年始にかけて、すべての社員との個
人面談を行う。個人面談でも会社の現状、その年度の目標と達成度、翌年の目標の詳細
を説明し、社員に期待する内容、必要に応じては教育プログラムの参加の提案など、会
社のビジョンを様々な方向から説明している。経営理念である「変化を楽しむ」に基づ
き、従業員にも会社も変化し続けることで生き残る、変化を怖がらず楽しむ、変化をポ
ジティブに捉えることは従業員にはプレッシャーと業務の負担として思われることも
あるが、持続的な話し合いにより、ビジョンを共有している。また、会社のビジョンに
合わせ、社員の変化を期待し、期待に応じた社員には経済的なインセンティブも与える
ことによって、ビジョンを浸透させる。 
	 技術連携においても、ビジョンを共有し、会社においてこの技術連携による研究開発
 94 
の目的、期待する成果などを事前に明確に説明し、本人が技術連携による研究開発に積
極的に参加するという理解を得てから参加させる。このようなプロセスは、社員が途中
で諦める、または会社を退職することを事前に予防することにもつながると共に、ポジ
ティブな考えで技術連携に取り組むため、技術連携の成果も期待できる。そのために、
ビジョンの共有は会社経営においても、技術連携においても重要な要素である。 
 
（３）インタビューのまとめ  
	 図表６−１３は、C 社のインタビュー内容を組織的要因と戦略的要因に分け、まとめ
たものである。 
 
図表６−  13	 C 社のインタビュー内容のまとめ  
要因 内容 
戦略的 
要因 
ビジョンの浸透 
・持続的な話し合いによるビジョンの共有 
・会社の情報を公表 
・社員と直接話す機会を増やす。 
組織的 
要因 
社員教育充実度 
・外部委託教育 
・積極的な投資 
・参加者の理解と経済的なインセンティブ 
・長期的な計画の下で実行 
 
	 戦略的要因のビジョンの浸透では、持続的な話し合いによるビジョンの共有プロセス
が特徴であった。持続的に、長時間時間を投資し、話し合いすることにより、社員が会
社のビジョンを認識し、そのビジョンに共感するような仕組みづくりを徹底的にしてい
る。また、会社の情報を公開することによって、ビジョンの達成度についてリアルタイ
ムで確認できるようなシステムを構築している。技術連携においても、C 社独自のビジ
ョンの共有プロセスを得ることによって、技術連携に取り組んでおり、成果を生み出し
ている。 
	 組織的要因の社員教育充実度は、中小企業であるからこそ強化するべきであり、外部
委託教育などの積極的な投資を行っている。また、一方的な教育ではなく、参加者の理
解と経済的なインセンティブを設けることによってモチベーションを維持させること
ができる。技術連携において、自社の社員と連携先との知識レベルのギャップが存在し
ている場合が多く、必要な知識と技術を、教育を通じて得られ、そのギャップを埋める
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ためにも教育は必要である。 
 
６．４．２	 D 社のインタビュー調査 
	 定量分析で得られた結果の更なる検証のために、インタビュー調査を行った。インタ
ビューは、D 社の本社にて、2014 年 8 月２１日の 14 時から約 2 時間半にかけ、副社
長を対象とし、半構造的インタビュー方式で行った。 
 
６．４．２．１	 D 社の概要と技術連携の概要  
	 医療用電子応用装置製造業・販売する D 社は、1986 年設立され、従業員 35 名の中
小企業である。中小企業の事業形態がほとんど BtoB であるが、C 社は、BtoC を含め、
自社ブランド製品を製造・販売している。C 社は加熱による滅菌装置をメイン商品とし
て事業を進め、現在は韓国国内とアジア各国に自社の製品を販売している。2000 年代
に入ってから、低下製品群から付加価値の高い製品群へと会社の戦略を変更することに
伴い、技術強化のために積極的に研究開発に投資を行った。2009 年には専任研究開発
施設を設立し、研究開発に取り組んでいる。D 社は既存市場の成熟化と、技術パラダイ
ムの変化により、製品ラインアップの拡大が求められ、新技術を用いた新製品を開発す
るために技術連携を考慮している際、国の異業種マッチング事業により異業種の企業と
技術連携を取り組んだ。図表６−１４は、D 社の技術連携の概要である。 
 
図表６−  14	 D 社の技術連携概要  
技術連携分野 新技術を用いた新製品開発 
技術連携目的 新製品開発による製品ラインナップの充実 
技術連携形態 異業種との技術連携 
技術連携参加経緯 市場の成熟化により、技術の変化、製品ラインナ
ップ拡大が求められている中、国の支援により参
加。 
技術連携経験累積年数 約２年 
 
６．４．２．２	 D 社のインタビュー内容 
	 インタビュー内容は、技術連携に参加の動機、技術連携の分野、内容、形態について
質問した上で、技術連携の成果における組織的要因と戦略的要因について質問を行った。 
	 技術連携の参加経緯は、新製品開発の必要性が高まる中、国の異業種マッチング事業
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により異業種の企業と技術連携を行った。 
 
（１）技術連携の成果と社員教育の充実度ついて  
	 会社の規模が小さく、単純製造・販売企業から付加価値の高い製品群にシフトするこ
とによって、社内のシステムの大きい変化があった。1990 年代には、既存の技術を用
いて単純に低コストで生産・販売することで会社を成長させたが、市場の成熟と競争の
激化の上、滅菌市場の変化もあり、技術開発の必要性が高まった。しかし、当時には社
内に研究開発を行える環境と人材がなく、人材においては外部から調達することも難し
かった。その上、社内のシステムの確立されておらず、ゼロから作り上げる必要があっ
た。そのために、社員を大学に進学させ教育を行うと共に、外部研修プログラムに積極
的に参加した。技術連携に参加した最初の頃には、連携先と自社の間に技術のレベルと
社員の知識の差のギャップが大きく、進捗が最初の予定通り進まなかった。技術連携に
関わっていた研究員を大学院に進学させ、知識と技術を獲得し、技術連携と並行させる
と共に、週末に行われる研修会にも積極的に参加させ、このような教育が最終的には技
術連携の成果を生み出すことにつながった。大学院と研修会で獲得した知識と技術は社
内教育によって、共有した。技術連携を行う上で、技術のギャップ、知識のギャップは
明確に存在するが、必要に応じた教育によってギャップを埋めることができる。今後の
積極的に技術連携を行うために、多くの研修会と外部講師よる社員の持続的な教育を行
っている。 
 
（２）技術連携の成果とビジョンの浸透について 
	 企業においては必要なことであっても社員が「無駄な仕事」と捉えると結果を期待す
ることは難しい。社員が「無駄な仕事」だと感じることが多くなると会社をやめてしま
う場合も多い。そのために、会社で必要なこと、例えば教育においても、社員に十分に
会社の方針と、今後の目標について説明し、社員の理解を得ることが重要である。特に
技術連携は、今まで経験したことないことをチャレンジすることになるために、ビジョ
ンを社員と共有し合うことは重要である。D 社が取り組んだ技術連携は、知識、技術の
ギャップが大きかったため、そのギャップを埋めるために社員が多くの仕事と並行して
学習する必要があった。そこで、社員が諦めず、技術連携の成果を生み出すまでに、多
くの面談会を行った。その面談では、技術連携の成果が会社になぜ必要であるのか、ど
のような期待をしているのか、今後会社経営においての戦略などについて説明し、共感
を得ることを目的としたものであり、面談の結果、理解が十分に得られたからこそ、最
終的に技術連携の成果を生み出すことができた。 
 97 
	 また、ビジョンの共有は社内でも重要であるが、連携先とのビジョンの共有も重要で
ある。技術連携は、自社と連携先が同じ目標の達成のために経営資源を投入することが
重要であり、お互いに目標が一致しないと技術連携に温度差が生じてしまう場合がある。
そのために、技術連携を始める前に、事前に十分な面談を通じて、連携先とのビジョン
を一致させ、共感するプロセスが必要である。 
 
（３）インタビューのまとめ  
	 図表６−１５は、D 社のインタビュー内容を組織的要因と戦略的要因に分け、まとめ
たものである。 
 
図表６−  15	 D 社のインタビュー内容のまとめ  
要因 内容 
戦略的 
要因 
ビジョンの浸透 
・持続的な話し合いによるビジョンの共有 
・連携先とのビジョンの一致が重要 
組織的 
要因 
社員教育充実度 
・外部研修会 
・大学院進学 
・外部講師による教育 
・教育内容の共有 
 
	 戦略的要因のビジョンの浸透では、内部的ビジョンの浸透と外部的ビジョンの浸透の
二つに捉えていることが特徴的であった。内部的ビジョンの浸透では、社員のモチベー
ションの維持と社員との共感のためにビジョンの共有をする。外部的ビジョンの浸透で
は、連携先と明確に目標を共有することであり、内部的・外部的ビジョンの共有が技術
連携の成果が影響を与えていると考えられる。 
	 組織的要因の社員教育充実度は、技術連携で連携先とのギャップを埋めるために必要
なことであり、大学院に進学、外部研究会、外部講師のよる教育などを通じて積極的に
取り組むとともに、教育内容は社内で共有することによって、教育の効果を高めている。
このような、積極的な教育は技術連携における知識、技術のギャップを埋め、技術連携
の成果に影響すると考えられる。 
 
６．５	 日韓比較 
第 5 章と第 6 章での分析結果に基づいて日韓の比較を行う。図表６−１６は、アンケ
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ート調査により、技術連携によって開発成果を得られた企業グループと開発成果を得ら
れなかった企業グループ間の平均値の差の検定で統計的に有意な認められた結果をま
とめた表である。 
 
図表６−  16	 日韓比較：技術連携の成果要因  
概念	 次元	 日本	 韓国	 
企業	 
属性	 
本社立地場所	 ×	 ×	 
売上高(千円)	 ×	 ×	 
従業員（人）	 ×	 ×	 
戦略的	 
要因	 
ビジョンの浸透度	 ×	 ○	 
社内情報共有度	 ×	 ×	 
市場認知度	 ×	 ×	 
コア技術レベル	 ○	 ×	 
組織的	 
要因	 
教育充実度	 ○	 ○	 
担当者と経営者の公式的距離	 ×	 ×	 
担当者と経営者の非公式的距離	 ×	 ×	 
担当者のコミットメント度	 ×	 ×	 
研究開発組織体制	 ○	 ×	 
連携組織体制	 ×	 ×	 
連携先との心理的親密度	 ×	 ×	 
技術連携に関する経営陣の認識	 ×	 ×	 
○	 ：	 差が見られた要因	 ×	 ：	 差が見られなかった要因 
 
分析結果によれば、技術連携において開発成果を得られている日本企業は開発成果を
得られなかった日本企業に比べコア技術のレベルが高く、社員の教育に充実しており、
研究開発組織体制が専任である傾向が見られた。韓国企業では、開発成果が得られた企
業グループが開発成果を得られなかったグループより、ビジョンの浸透度が高く、社員
の教育が充実している傾向が見られた。日韓の中小企業の技術連携の比較結果から見て
みると、技術連携においての充実した社員教育は共有の要因であり、技術連携の成果得
られるために重要な要因であると考えられる。社員教育の重要性はインタビュー調査で
も重要性について認識し、積極的に行っていたが、その内容については日韓において差
が見られた。日本企業ではコア技術や自社に対する教育が主な教育プログラムであるこ
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とに対し、韓国企業では、知識、技術の獲得のための教育を行っている傾向が見られた。
このような違いは、教育の目的が異なることが背景であり、日本企業は充実した社員教
育によって、コア技術の強化し、模倣されない競争有意を確立することが目的であった
ことに対し、韓国企業では、教育を通じて技術連携におけるギャップを埋めるための目
的であったため、このような違いが見られたと考えられる。また、教育には参加者のモ
チベーションが重要であり、日韓ともインセンティブを与えることにより、教育の効果
を高めるために努力している傾向が見られた（図表６−１７）。 
 
 
図表６−  17	 社員教育と目的  
 
６．６	 考察 
	 アンケート調査とインタビュー調査によって得られた結果に基づき、技術連携の成果
に影響する要因とそのメカニズムを分析するために、共分散構造解析分析を行った。共
分散構造解析分析のモデルを作成するために、多重回帰分析を行い、その結果に基づい
てモデルを作成する。多重回帰分析はステップワイズ法を用いて分析する。ステップワ
イズ法は、説明変数組合せにより、最も当てはまりの良い回帰式をえるために使われる
方法である。今回の分析では、SPSS ソフトにて、ステップワイズ法により、F 値の確
立の設定を導入 0.05 と除去 0.10 とし、技術連携の成果を被説明変数として分析を行っ
た。その結果、日本企業ではコア技術（t=2.338, p<0.05）、韓国企業では経営者の認識
（t=2.296, p<0.05）が導出された（図表６−１８、図表６−１９）。ただし、韓国の回帰
式は、Durbin-Watson Ratio が０に近いため誤差項間に自己相関関係が存在する。 
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図表６−  18	 日本企業の多重回帰分析結果  
 B 標準誤差  β  ｔ   
定数  1.661 1.312  1.266  
コア技術  .558 .239 .298 2.338 ** 
N= 58	 ** = p<0.05 
調整済み R2＝.073**	 F=5.465	 Durbin-Watson ratio＝2.118 
 
図表６−  19	 韓国企業の多重回帰分析結果  
 B 標準誤差  β  ｔ   
定数  1.397 1.302  1.068  
経営陣の認識  .547 .238 .334 2.296 ** 
N= 44	 ** = p<0.05 
調整済み R2＝.090**	 F=5.270	 Durbin-Watson ratio＝.275 
 
多重回帰分析から得られた結果に基づき、日本企業ではコア技術のレベルを、韓国企
業では経営陣の連携に対する認識が影響していることを前提とした AMOS モデルを作
成した。また、係数が統計的に有意ではないパスと項目を削除し、モデル適合度を確認
しながら、モデル適合度が妥当であると判断されるものの探索を行った。 
一般的にモデル適合度はχ2 を用いることが多いが、 χ2 はサンプルの数に影響を受
けることがあり、統計的に有意な結果を算出することもあるされている（Kline,1998）。
そのため、適合度は複数の指標を用いて判断することが望ましいという指摘もある
（Hoyle,1995）。通常、適合度判断に一般的に使われ、統計的な特徴と説明力が優れて
いる指標として GFI、CFI などが挙げられる（Bollen,1989）。また、RMSEA を用いた
適合度判断を行うことも一般的に使われている。これらを踏まえ、モデルの適合度の指
標は、GIF、CFI、RMSEA を用いた。モデル適合度の判断は、GFI,CFI が 0.90 以上
である場合妥当である（Hair, Anderso1998）。RESEA は、RMSEA＜0.01 の場合は、
適合が非常に良く、RMSEA＜0.05 の場合は適合、RMSEA＜0.10 であれば適応可能と
判断することができる（Browne.1993）。 
	 その結果導出されたモデルは図表６−２０、図表６−２１である。図表６−２０の日本
企業モデルの適合度は、χ2＝3.779 であり、GFI＝.979、CFI=1、RMSEA＝.000 であ
る。図表６−２１の韓国企業モデルの適合度は、χ2＝2.058 であり、GFI＝.985、CFI=1、
RMSEA＝.000 で、二つのモデルとも適合度は非常に高いと推測することができる。 
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図表６−  20 共分散構造解析の分析結果：日本企業  
出典：林	 永周、田尾	 啓一、名取	 隆、石田	 修一（2014）  
 
 
図表６−  21	 共分散構造解析の分析結果：韓国企業  
出典：林	 永周、田尾	 啓一、名取	 隆、石田	 修一（2014）  
 
図表６−２０の日本企業の共分散構造解析の結果から見ると、コア技術のレベルが連
携の成果に 5％水準の統計的有意を示し、回帰係数が正のパスが得られたが、その他の
変数からは有意のあるパスは認められなかった。しかしながら、コア技術のレベルと社
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員教育充実度のパス(.36、5％有意)、コア技術のレベルとビジョンの浸透度のパス(.39、
1％有意)が統計的有意を示している。つまり、コア技術のレベルが連携の成果に正の影
響を与えるとともに、社員の教育充実度が高いほど、ビジョンの浸透度が高いほど、コ
ア技術のレベルが高いという相関関係が示される。 
図表６−２１の韓国企業の共分散構造解析の結果から見ると、経営陣の連携に対する
認識が連携の成果に 5％水準の統計的有意を示し、回帰係数が正のパスが得られたが、
その他の変数からは有意のあるパスは認められなかった。経営陣の連携に対する認識と
ビジョンの浸透度のパス(.42、5％有意)、経営陣の連携に対する社員教育の充実度のパ
ス(.56、１％有意)、経営陣の連携に対する認識と担当者のコミットメント度のパス(.53、
１％有意)、経営陣の連携に対する認識とコア技術のレベルのパス(.55、１％有意)が統
計的有意を示している。これは、経営陣の連携に対する認識が連携の成果に正の影響を
与えるとともに、社員の教育充実度が高いほど、ビジョンの浸透度が高いほど、担当者
のコミットメント度が高いほど、コア技術のレベルが高いほど、経営陣の連携に対する
認識が高いという相関関係が示されることである。 
共分散構造解析の結果から日本企業のコア技術のレベルに影響を与えている要因と
しては、社員教育充実度とビジョンの浸透度が影響をしていると推測することができる。
つまり、日本企業においては、コア技術の形成において、充実した教育と共にビジョン
の浸透度が重要であることを示している。韓国企業では、経営陣の連携に対する認識が
非常に重要な要因であると共分散構造解析の結果から推測することができる。また、共
分散構造解析の結果をみてみると、経営陣の連携に対する認識は、ビジョンの浸透度と
社員教育充実度、担当者のコミットメント度、コア技術のレベルに至るモデルで選択さ
れた変数と関連性が高いことを示している。日本でも、経営者の連携に対する認識は担
当者のコミットメント度とビジョンの浸透度が関連性を示していることが共分散構造
解析で示されているが、韓国のようにすべての変数に影響を与えて、関係性を持ってい
るわけではない。日本では経営陣の連携に対する認識よりは、組織内でシステム的にビ
ジョン浸透と充実した社員の教育を行うことにより、コア技術のレベルを高めることが
もっとも重要であると推測することができる。反面、韓国では、経営陣の連携に対する
認識がすべての変数に影響を与えていることから考えると、リーダーのリーダーシップ
に依存するトップダウン方式の社内システムが構築されていると推測することができ
る。日本企業のうち、409,192 社がオーナー企業であり、全企業の 29.9％を占めている
14。韓国では日本のようにオーナー企業の割合に関する最近の統計調査が見つからなか
                                            
14 帝国データバンク、特別企画：全国オーナー企業分析（2011） 
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ったが、2006 年上場企業を対象とした企業の場合、68.3%オーナー企業であり、中小
企業を含むと 85％も上回るという研究もある15。このようなオーナー企業主体の韓国企
業の特徴が今回の調査において、企業間共同研究開発の成果のみならず無形資産の形成
全般に影響していることを示唆する結果となった。また、従来の研究で韓国企業の強み
としてオーナー企業であることが挙げられている（金、2012）。オーナー企業であるた
め、素早い判断と柔軟な対応を可能にしていると示唆していることである。 
このような結果を踏まえてみる、日本企業では、社員の教育により、コア技術が強化
され、それが技術連携の成果につながると考えられる（図表６−２２）。 
 
 
図表６−  22	 日本企業の技術連携プロセス  
 
	 日本企業は技術連携において、全体の参加率や企業が共同研究開発を行う割合は、
韓国に比べて低い割合であったが、アンケート調査の結果でみてみると、技術連携を長
期間に渡って繰り返している傾向が見られた。このような結果は、日本企業が技術連携
に消極的であることを示す内容であるが、一方、技術連携に参加している企業は積極的
に繰り返しており、そのノウハウが社内に蓄積され、技術連携が開発成果までつながっ
ていると考えられる。実際、韓国企業に比べ日本企業の方が開発成果に至る割合は高い
傾向が見られた（日本 83％、韓国 66％）。日本教育においては、J モードという概念が
日本の近代化に特徴的なひとつの構造である（齋尾、2010）。J モードとは、学校教育
で基礎核力の形成、高校での学業達成と大学入試試験成績での評価に基づく採用選別、
企業内教育訓練による職業能力の形成という日本独特の能力形成の方式である。齋尾
（2010）によれば、これまでの日本企業は、学生が職業専門知識を保持しているかど
うかを採用の選別基準とせずに、むしろ、基礎学力が高いかどうかで採用の可否を決定
し、採用した社員に対する教育によって企業において求められる固有の能力を持ち、定
年まで長期にわたって企業の発展に貢献してくれる人材を育てようとしてきたと述べ
ている。このような J モードの特徴は、日本企業の技術連携における社員教育でも現れ、
                                            
15 韓国商工会議所、2006 年 
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企業が必要に応じて必要な教育を行うことであると考えられる。日本企業は、教育によ
り企業の職業能力を高め、その能力がコア技術の強化につながるような循環構造が形成
されていると考えられる。 
一方、韓国企業では、経営者が技術連携を認識し、ビジョンの共有と共に、社員の教
育を行い、その結果技術連携の成果を生み出していると考えられる（図表６−２３）。 
 
 
図表６−  23	 韓国企業の技術連携プロセス  
 
	 韓国企業では、技術連携における教育を知識・技術のギャップを埋めるためのものと
捉え、大学、研修施設などでの教育を行っている。日本の独特なシステムである J モー
ドのように、会社が職業能力を育成する文化がなく、会社での韓国では、教育を行うた
めには、ビジョンの共有と教育に対する理解が求められていると考えられる。日本企業
で見られる J モードのような仕組みがない韓国では、企業が採用を行う際には、職務能
力（Job specification）による採用が一般的である（朴、2003）。そのために、入社し
てからの教育による人材育成の文化が定着していないため、会社が教育を実施しようと
しても社員が積極的に参加するとは限らない。また、大学や大学院など数年間コストと
時間をかけて行う教育であるが、社員が教育を終えてから転職してしまうリスクも存在
する。そのために、韓国企業では、社員とのビジョンの共有を徹底的に行っていると考
えられる。 
	 ダイナミック・ケイパビリティでは、そのプロセスを、「内部・外部のコンピタンス
の結合・構築・再配置を実行し、急速な環境変化に対処する企業の能力」（Teece, Pisano 
and Shuen,1997）または、「企業が市場変化に適合するという目的、さらに市場変化を
創造するという目的で、資源を利用する様々なプロセス」（Eisenhardt and Marthin, 
2000）など組織が意図的に資源を創造、拡大、修正する能力として捉えてきた。ダイ
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ナミック・ケイパビリティの研究では、ダイナミック・ケイパビリティそのものを組織
のオペレーション・ルーティンを修正するようなダイナミック・ケイパビリティに焦点
を当てたものが多いが、必ずしもダイナミック・ケイパビリティがオペレーション・ル
ーティングに働きかけるとは限らない。Pierce, Boerner, and Teece(2002)では、機会
を認識するための経営者のケイパビリティが重要だと指摘している。また、Adner and 
Helfat(2003)では、組織の資源ベースの創造・拡大・修正を実行する経営者の能力を表
すために、「経営者のダイナミック・ケイパビリティ（dynamic managerial capability）」
という概念を用いている。経営者のダイナミック・ケイパビリティは研究によって、多
少の違いは見られるが16、経営者の能力によって、組織のプロセスが変化を示唆してい
る。中島（2012）は、Teece(2007)の１）センシング：機会・脅威を感知する能力、２）
シージング：機会を捉える能力、３）リコンフィギュレーション：企業の有形・無形資
産を構造させ、結合・確保し、必要時に構築する能力の３つの分解に、Nelson and 
Winter(1982)、Winter(1987)、Teece et al(1997)、Teece(2007)の指摘する要因を加え、
ダイナミック・ケイパビリティの流れの図解を導出した。 
	 中島（2012）によれば、ダイナミック・ケイパビリティは、環境の変化に不適合企
業の経営者が変換の必要性を感知し、対応を判断し、意思決定を行い、戦略策定、資源
の獲得、結合、再形成すると述べている。このような経営者の行動に従い、現場では、
既存ルーティンと新ルーティンによる学習が行われ、新しい業務ケイパビリティが形成
され、資源が蓄積され、能力向上による競争力向上効果があり、この効果は、環境に適
合するようにする循環が生じることであると述べている。このような考え方に日韓企業
の分析内容を加えて、技術連携のメカニズムを導出したのが図表６−２４である。 
	 技術連携は競争激化、新製品・新技術開発の必要性、事業領域の拡大など外部からの
変化を経営者がセンシングし、技術連携による開発を行うことを意思決定する。意思決
定後には、技術連携先とビジョンの一致するプロセスを得て、合意が形成された上で、
技術連携による研究開発を実施することを意思決定する。意思決定後には、社内でビジ
ョンの共有と浸透が行われ、技術連携のための教育が行われる。現場では、教育により
技術・知識の学習が行われ、技術連携ケイパビリティが獲得され、その結果、環境に適
合することができるようになる。 
 
                                            
16 Rosenbloom(2000)は、ダイナミック・ケイパビリティとして、経営者のリーダーシップが重要だとい
う点を強調している。Collis(1994)では、経営者・企業家のケイパビリティからえられる戦略的洞察が重要
であると主張している。 
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図表６−  24 ダイナミック・ケイパビリティと技術連携のメカニズム  
出典：中島（2012）に基づいて筆者作成  
 
６．７	 本章のまとめ 
	 本章では、第 5 章での日本中小企業の技術連携の成果要因に関する分析と同様の方法
で韓国中小企業を対象とした分析を行った。日本と韓国は産業構造において、中小企業
と製造業が占める割合が高い。韓国では、政府主導型イノベーション・システムが特徴
的なものである（科学技術振興機構、2014）。そのため、韓国では技術連携による研究
開発が活発に行われている。一方、日本では日本企業は技術連携に積極的に取り組んで
いないという指摘もある（Kazuyaki,2012）。このような背景から、日韓比較により、
日本企業と韓国企業の技術連携の特徴と成果に影響する要因を導出した。 
	 日本企業では、コア技術のレベル、社員教育の充実度、研究開発組織体制が成果要因
として導出された。韓国企業では、社員の教育とビジョンの共有が成果要因として導出
された。日本企業では、社員教育により、コア技術が強化され、それが技術連携の成果
につながる反面、韓国では経営者が技術連携に対する認識と必要性に応じて、社員にビ
ジョンを浸透させ、適切な教育を行って技術連携の成果を生み出す傾向が見られた。社
員の教育は、日韓共有の要因であったが、インタビュー調査の結果、社員教育の内容に
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おいて、差が見られた。日本企業では、自社に対する教育、コア技術に対する教育を行
っている反面、韓国では知識・技術の獲得のための教育が行われていた。このような違
いは、日本と韓国の教育システムと会社の採用基準の差によるものであると考えられる。  
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７．結論 
	 本章では、技術連携について、個人レベル、企業レベル、国レベルで行った分析の結
果に基づいて統括と本研究のインプリケーションを整理する。 
 
７．１	 統括 
	 本研究は、企業のイノベーション効率の低下、製品ライフサイクルの短縮、急速な環
境変化に対する突破口の一つとして有効な技術連携に焦点を当てている。また、近年、
中小企業のイノベーションが注目を集め、中小企業がイノベーション担い手となりつつ
ある。このような背景から、技術連携に着目し、技術連携そのものを個人レベルの分析、
企業レベルの分析、国レベルの３つに分けて分析を行い、企業レベルの分析は中小企業
を対象とした。 
	 個人レベルの分析では、企業に所属している研究者個人に技術連携がどのような影響
を与えるのかについて、１０年間にわたるプロジェクト期間を通じての NEDO MMP
に参加した研究者個人の特許出願傾向を分析した。その結果、技術連携により、研究者
個人の特許出願領域が拡大され、技術の多様性がもたらされたことがわかった。技術連
携の効果は技術連携が終了しても個人の能力として蓄積され、研究開発においても持続
的に影響を与えるものであり、技術の多様性は、企業のコア技術の強化にもつながるも
のである。そして、こうした多様性をもたらした要因にプロジェクト運営のあり方があ
る。第 1 に、NEDO MMP は、多様な出身母体からの研究者が柔軟な体制の下、研究
開発を行う大型の技術連携であったが、そこでは、研究者達がプロジェクト内研究会等
を通じて情報共有することができていたのであり、多様性と情報共有という条件と場が
技術連携プロジェクトの中で実現していたことである。第 2 に、推進組織が参加企業内
部と離れた組織であったことがある。Christensen(1997)が指摘する内部と離れた独立
性の高い組織が、出身母体から独立した NEDO MMP において実現し、このことが経
路依存性や組織内同形化の問題を克服する一つの要因になったと考えられる。第３に、
NEDO MMP のプロジェクト運営においては、研究開発効率性を重視したロードマッ
プと厳密な資源管理及び配分を行う「計画型」研究開発マネジメントとは異なる、創発
的な活動を柔軟に取り込む柔軟な「創発型」研究開発マネジメントが行われたことで創
発的なイノベーションが促進されたことがある。このようなプロジェクト運営が、日本
企業の成功要因であるコア技術と充実した社員教育、研究開発組織体制の土台の上に、
研究者個人に技術の多様性をもたらすことができたと考えられる。NEDO MMP は、
参加企業が自社のコア技術を用いて、他社との技術連携により、新技術・新製品を開発
するために取り組んだ技術連携である。他社との交流を通じて、自社のコア技術につい
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ての理解が深まると共に、コア技術の向上のみではなく、コア技術に関する技術につい
ての学習の場となった。NEDO MMP に参加し、１０年間の技術連携を通じて、自社
のコア技術とその技術の棚卸しができたと考えられる。また、プロジェクト内の研究会、
交流会が教育の機能を果たしていたと考えられる。プロジェクトに参加したメンバーは、
NEDO MMP に関する研究開発を専任で行ったことで、企業レベルの分析での、A 社
と B 社のインタビューから得られた技術連携の成果要因が実現されていたことも、多
くの成果を生み出すことにつながったと考えられる。 
	 次に、企業レベルの分析では、技術連携の成功要因を導出するために、中小企業を対
象とし、戦略的要因と組織的要因に分けて定量・定性の分析を行った。戦略的要因は、
ビジョンの浸透度、社内情報共有度、市場認知度、コア技術レベルを、組織的要因には、
教育充実度、研究開発組織体制、連携組織体制、技術連携に関する経営陣の認識、担当
者と経営者の公式的距離、担当者と経営者の非公式的距離、担当者のコミットメント度、
連携先との距離、連携先との関係、連携先との心理的親密度を用いて分析した。定量分
析の結果、技術連携によって成果を得られている会社は成果を得られなかった企業に比
べ、社員の教育充実度とコア技術レベルが高く、研究開発組織体制における専任度が高
い傾向が見られた。このような結果に基づき、定性分析のために 2 社を対象とし、半構
造インタビュー調査を行った結果、社員教育においては、自社に対する教育と、コア技
術に対する教育を行い、その教育によって模倣困難な競争有意を形成していると考えら
れる。インタビュー調査の技術連携に参加した経緯では、事業拡大、技術力の強化、市
場の成熟という問題意識があり、その解決のために、経営陣が技術連携に踏み切る傾向
が日韓に関わらず見られた。技術連携の形成に関する先行研究では、企業の規模、企業
の研究開発水準、利益率、経験が技術連携の参加要因として挙げられていた（Vonortas, 
1997; Angel, 2002; Bayona & Huerta, 2001;Hernn & et al,2001; 中小企業庁、2003）。
しかし、今回のアンケート調査では、規模、利益率、研究開発水準、経験よりも、経営
者の意識が技術連携の形成に大きい役割を果たすような結果が得られた。 
	 国レベルの分析では、日韓中小企業における技術連携の成果要因を導出し、比較を行
った。その結果、社員の教育が日韓企業の共有要因として導出され、韓国企業では日本
と異なり、ビジョンの浸透が成果要因として導出された（図表７−１）。 
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図表７−  1	 分析結果  
	  
	 また、日韓の比較では、技術連携の成功モデルで差が見られた。このような差は日韓
企業の歴史によるもであると考えられる。日本は戦後、高度経済成長期によって多くの
企業が誕生し成長してきた。Arie de Geus(1997)によれば、企業の寿命は４０年から５
０年で長寿であると言われており、企業寿命が長寿な国として、米国、欧州、日本が共
通していると述べている。このように、企業の寿命が４０年から５０年といわれている
なか、日本全国の製造業において１００年以上存続している企業が４万 5 千社も存在す
る（横澤、2000）。このような日本に比べ、大韓商工会議所のデータによれば、韓国の
中小製造企業の平均寿命は１２．３年であると述べられている（大韓商工会議所、2011）。
企業の社歴の差があるということは、社内に蓄積されている企業のノウハウや組織能力
にも差があると考えられ、このような差から日韓企業の技術連携の成功要因の差が見ら
れていると推測することができる。グローバルマーケットで競争力を強化するために、
韓国政府は政府主導型イノベーション・システムによって、企業の支援を積極的に行っ
てきた。技術連携においても同様であり、技術連携の補助金、技術連携先のマッチング
事業などを通じて、技術連携を促進させており、このような支援の結果、韓国中小企業
は技術連携に積極的に取り組んでいる。しかし、企業の社歴が短いため、十分なビジョ
ンの浸透と共有が組織内に根付いていると考えることは難しく、技術連携においても同
様であり、技術連携の成果を生み出すためには、社員とのビジョンの共有プロセスが求
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められると考えられる。また、近年の日本中小企業は大手企業の下請けから、自社の技
術競争力を持つ脱下請け企業が増えている。このような傾向は、韓国でも同様であり、
第 5 章で述べたように、韓国企業の今後の競争力の源泉が従来のコストと納期から技術
開発、提案力、企画力にシフトしていくことから読み取れる。このような、変化に対応
するために、韓国企業は技術連携を一つの手段として使っていた。 
	 こうした内容を踏まえ、第 6 章で導出した技術連携のメカニズム（図表６−２４）で
は、技術連携は競争激化、新製品・新技術開発の必要性、事業領域の拡大など外部から
の変化を経営者がセンシングし、技術連携による開発を行うことを意思決定する。意思
決定後には、技術連携先とビジョンの一致するプロセスを得て、合意が形成された上で、
技術連携による研究開発を実施することを意思決定する。意思決定後には、社内でビジ
ョンの共有と浸透が行われ、技術連携のための教育が行われる。現場では、教育により
技術・知識の学習が行われ、技術連携ケイパビリティが獲得され、その結果、環境に適
合することができるようになる。 
	 本研究は技術連携について、個人レベル、企業レベル、国レベルでの分析を行い、個
人レベルでの分析では、企業に所属している研究者の技術の多様性が技術連携によって
持たされることを明らかにした。 
	 また、企業レベルの分析では、日本企業の技術連携において、開発成果を得られてい
る企業の特徴をアンケート調査とインタビュー調査によって、社員教育においては、自
社に関する教育、自社の技術に関する教育によって、コア技術の強化の効果が得られ、
さらに、コア技術の棚卸しと再定義によって技術連携の成果が期待できることを明らか
にした。 
	 国レベルの分析では、日韓の比較によって、共通要因として、社員の教育が技術連携
において重要な要因であることを明らかにした上、企業の背景、社会の背景によって、
企業が行う教育に違いがあることを明らかにした。 
	 このような結果を踏まえ、技術連携のメカニズムの概念示唆の点で、本研究の新規性
を有している考えられる。 
 
７．２	 インプリケーション 
７．２．１	 学術的インプリケーション 
	 従来の技術連携の研究のほとんどは、産学連携に着目しているのに対して、本研究で
は、技術連携を個人・企業・国の視点から分析している。このことで、これまで技術連
携の研究として、ほとんど議論されなかった、企業間の技術連携に新たな議論と概念を
加えたことである。そして、各章での考察を通じて次の４つの学術的インプリケーショ
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ンが得られたと考えられる。 
	 第 1 に、技術連携の効果は、研究者個人の技術の多様性をもたらすことを明らかにし
たことである。従来の技術連携の効果に関する研究では、技術連携と企業の生産性、経
済効果に関する分析に集中し、技術連携が個人に与える影響についての議論はなかった。
特に、技術連携が個人に与える影響を、特許データを用いて分析し、技術連携の前後を
含め、技術の多様性を定量的に分析したことに本研究の意義がある考えられる。 
	 第 2 に、中小企業の企業間技術連携は、従来の先行研究で示唆された企業間技術連携
に関するフレームワークと同質に議論できないことを示唆したことである。技術連携を
組織と戦略の観点からアンケートに基づく定量分析を行い、インタビュー調査により定
性分析を行った結果、社員の教育、コア技術の形成、組織体制について更なる議論の必
要性を示唆した。特に、社員の教育においては、教育内容に関する議論の必要性につい
て示唆した。 
	 第 3 に、技術連携のメカニズムを示唆したことである。技術連携の形成から成果まで
をダイナミック・ケイパビリティの概念を用いて、技術連携のメカニズムを考察した。
従来の研究では、技術連携の形成と成果を異なる対象として分断された議論がされてき
たが、本研究においては全体のメカニズムについての議論を行ったことである。 
	 第 4 に、中小企業の技術連携の国際比較により、共通点と相違点を見出し、その背景
を考察したことである。中小企業の技術連携の議論はデータの不備などによって、実証
的研究の蓄積が少なく、その結果は限定的であったが、本研究では、日本と韓国を同じ
調査方法で比較することにより、技術連携の共有する成果要因を導出し、その詳細につ
いて示唆した。特に、社員の教育に関しては、両国において違う捉え方をしていること
を、教育システムと社会システムの面から考察し、示唆したことに本研究の意義がある
と考えられる。 
 
２．２．２	 実践的インプリケーション 
	 実践的インプリケーションは、個人レベル、企業レベル、国レベルでの技術連携に対
するものである。本研究では、技術連携が個人の技術の多様性をもたらし、それが経路
依存性と組織内同形化による問題を克服することができることを示唆した。また、個人
の経路依存性と組織内同形化を克服する教育と訓練の場を国が提供できる可能性につ
いて示唆した。このような点を踏まえ、企業は、積極的に国の技術連携に参加すること
が求められ、国としては、多くの大型技術連携プロジェクトを運営することによって、
国家競争力を高めることができるだろう。 
	 また、これから技術連携に取り組もうとする企業に対するインプリケーションとして
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は、経営者が積極的に外部環境の変化をセンシングし、社内で組織的、戦略的に行動し、
シージングし組織内でリコンフィギュレーションすることが重要である。そのために、
経営者はより積極的に外部の情報を収集し、社内の仕組みを形成いくことが、技術連携
において重要なスタートポイントになるだろう。 
	 社員の教育に対するインプリケーションとしては、自社に対する教育とコア技術の理
解を深め、それらがコア技術を形成することを認識した上で、充実することにより、他
社が模倣できない競争優位性を構築していく必要があろう。 
	 技術連携におけるコア技術に対するインプリケーションとしては、技術そのものでは
なく、技術を取り巻く幅広いネットワークと知識をコア技術として認識し、技術の棚卸
しを進めていくことが重要である。 
	 最後に、技術連携により、成果を得るためには、組織と戦略が影響し合うことを認識、
並行して調節していく必要があろう。 
 
７．３	 研究上の課題と限界 
	 最後に、本研究の研究上の課題や限界について指摘する。 
	 個人レベルの分析においては、事例の選別条件を満たした１つのプロジェクトを扱っ
て説明しているが、偶然による結果である可能性については否めない。そのために、個
人レベルの分析には今後複数の事例を用いて検証し、結果の妥当性についての検証が求
められる。 
	 企業レベルの分析においては、技術連携のうち、企業間技術連携について中小企業を
用いて分析しているが、サンプルの代表性に関して十分に議論できていない。中小企業
に関する技術連携の重要性と技術連携の成果を得られている企業の特徴を議論したが、
本研究から導出された結論はアンケート調査とインタビュー調査に依存しているもの
である。当然ながら、このような結果のバイアスは大きく、この結果を一般化するには、
より多くサンプルを用いて研究の対象を広げていくと共に客観的な分析が求められる。 
	 国レベルの分析では、同じアンケート内容で調査しているため、アンケート回答群に
関するバイアスがないことを前提として比較している。しかし、同じアンケート内容と
はいえ、アンケート調査方法の違いと回答群の違いがあるため、厳密な比較はできない
ことを踏まえ、比較結果については限定的である。 
	 本研究で得られた新たな課題についてさらに研究を進めていくことで技術連携の関
する知見を深め、技術連携の円満化、技術連携の成果を生み出すための具体的方策を検
討していきたい。 
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2 
ǗǕīæƖ¹ĒƑČĸ ƖFƣúƝƔƎŴƏ 
 
! <uĸ ǄǎƵƭƱƼƑƗŬīæƑŬbf<fŀŬtÚōǐåï½ŊƓƒƨNƞ<Û½Ŋǐ
<Ûåï½ŊƑƖŉƐƖŬČãĦƖ5ķDƗìıƨßÞƑƃƊ(LåïňÜǄǎƵƭƱƼ
ƨOƃƜƅŭ 
! Ñfĸ ǄǎƵƭƱƼƑƗŬīæƑŬbfÏfŀǐufŀƓƒƖ¡ąåï½ŊǒbfƖ<f
ŀŬtÚōǐåï½ŊƓƒƨŏŻǓƑƖŉƐƖŬČãĦƖ5ķDƗìıƨßÞƑƃƊ(L
åïňÜǄǎƵƭƱƼƨOƃƜƅŭ 
! ÑÑĸ ǄǎƵƭƱƼƑƗŬīæƑæƑƖ¸ŉƐƖČãĦƖ5ķDƗìıƨßÞƑƃ
Ɗ(LåïňÜǄǎƵƭƱƼƨOƃƜƅŭ 
 
ǗǔǗŦ īæƖ¹ĒƔƎŴƏ 
 
Ŧ Ŧ Ŧ ǐīæMǠŦ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ  
 
Ŧ Ŧ Ŧ ǐ°æYZǠŦ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ  
 
Ŧ Ŧ Ŧ ǐ¸RǠŦ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǐ`ǠŦ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ý,Ŧ Ŧ ǐæ¸ÁǠŦ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ z 
 
Ŧ Ŧ Ŧ ǐƀVôăºÂMǠŦ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ  
 
Ŧ Ŧ Ŧ ǐƀVôăºƀtEƚŷĄǠŦ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ  
 
Ŧ Ŧ Ŧ ǐƀVôăºƀĸü$ǒŘĝDƗǉǑǌǓǠŦ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ  
 
ǗǔǘŦ īæƖƊƤČ/ńǒƳƪČƖ/ńǓƗƐƅŸŭ 
Ŧ Ŧ Ŧ ǐƊƤČ/ńǠŦ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǒŶƘŬön½·Ŭu¸:fǓ 
 
ǗǔǙŦ īæƔƗŬåïňÜƨƅƤŀĂŹųƣƜƅŸŭ 
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǗǓųƣƜƅǒqǓŦ Ŧ ǒǘǓųƣƜƅǒ*9ǓŦ ǒǙǓųƣƜƇƩ 
 
ǗǔǚŦ īæƔƗŬaŀƑƖĸ ƨƅƤŀĂŹųƣƜƅŸŭ 
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǗǓųƣƜƅǒqǓŦ Ŧ ǒǘǓųƣƜƅǒ*9ǓŦ ǒǙǓĒƔƄƏĚāƅƤŦ ǒǚǓųƣƜƇƩ 
 
ǗǔǛŦ īæƔŷŴƏęƖŝßŹƒƖí~ƐųƤƑŵŸƨŬÎ«Êƨ\ÈƔƃƏƈƥƉƥǗ
ƎĿƁŴŭ 
ǒǗǓǂƵǋǏŬņ¯ß»ŬæªòƖæ+ÇĶ~ Ŧ ǗǒŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒţŴǓ 
ǒǘǓæ+](®~ Ŧ ǗǒŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒţŴǓ 
ǒǙǓv^ƐƖĆæƖĠã~ Ŧ ǗǒŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒţŴǓ 
ǒǚǓ¸RƔoƅƤ¡ąĘĀ2~Ɩ#i~ Ŧ ǗǒŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒţŴǓ 
ǒǛǓæƖƳƪČƖǍǅǌ Ŧ ǗǒŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒţŴǓ 
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3 
ǗǔǜŦ īæƗ5¸«ŸƢÎYƔćƤƜƐŬ<uĸ ǄǎƵƭƱƼŬÑfĸ ǄǎƵƭƱƼŬDƗÑ
Ñĸ ǄǎƵƭƱƼƔC7ƃƊûŢƗųƣƜƅŸŭĞƅƤƠƖƨ&ƏĿƁŴǒĐ¢VôHǓŭ
ƈƃƏŬƈƖûŢz¢ǒøîǓƗƈƥƉƥzŉżƢŴƐƅŸŭ 
 
 
ǗŨǝŦ ęǗǔǜƖĭSƐĐ¢ĿƃƊ¥ƔŷrƕƃƜƅǒƈƥaƖ¥ƗŬ¿ƖĭSƔŷĹƝ
ƁŴǓŭƒƌƢŸƢŞƔFƣúƝƜƃƊŸŭƈƖŞØƨGŴŞŸƢǗŬǘŬǐǐǐƑƃƏŬƈƥƉƥǗƎ
ƆƎĿƁŴŭƓŷŬFƣúƩƐŴƓŽƥƘŬŮFƣúƩƐŴƓŴůƨĿƁŴŭ 
 
Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǐ<uĸ ǄǎƵƭƱƼƨŦ ǒŦ Ŧ ǗŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ FƣúƩƐŴƓŴŦ ǓŦ ØßƔFƣúƩƋŭ 
Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǐÑfĸ ǄǎƵƭƱƼƨŦ ǒŦ Ŧ ǗŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ FƣúƩƐŴƓŴŦ ǓŦ ØßƔFƣúƩƋŭŦ
Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǐÑÑĸ ǄǎƵƭƱƼƨŦ ǒŦ Ŧ ǗŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ FƣúƩƐŴƓŴŦ ǓŦ ØßƔFƣúƩƋŭ 
 
ǗǔǞŦ īæƗ<Û½UǐÒ)ǒéç½UǐÒ)ƠNƞǓqŇ¸ŬDƗ<ĊQqŇ¸ƐƅŸŭ
ǗƎĿƁŴŭƓŷŬqŇ¸ƑƗ<Û½UDƗ<ĊQŹ6ďQƐųƤ¸ƨOƃƜƅŭ 
 
 
ǗŨǟŦ īæŹĻBǛzŉǒǘǖǖǜŨǘǖǗǗzǓƔFƣúƝŬù	ƃƊ<uŬÑfŬDƗÑÑĸ Ǆǎ
ƵƭƱƼƗųƣƜƅŸŭĞƅƤƠƖƨ&ƏĿƁŴǒĐ¢VôHǓŭ 
 
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǗǓŦ <Û½UǐÒ)ǒéç½UǐÒ)ƠNƞǓqŇ¸ƐƅŭŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǘǓŦ <ĊQqŇ¸ƐƅŭŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǙǓŦ <Û½UǐÒ)ǒéç½UǐÒ)ƠNƞǓŬEƚ<ĊQƖqŇ¸ƐƅŭŦ
Ŧ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǚǓŦ ŴƆƥƑƠÙƓƤ¸ƐƅŭŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǗǓŦ <uĸ ǄǎƵƭƱƼƔƎŴƏûŢŹųƤŭøîûŢz¢ǒŦ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ zŉí~ǓŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǘǓŦ Ñfĸ ǄǎƵƭƱƼƔƎŴƏûŢŹųƤŭøîûŢz¢ǒŦ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ zŉí~ǓŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǙǓŦ ÑÑĸ ǄǎƵƭƱƼƔƎŴƏûŢŹųƤŭøîûŢz¢ǒŦ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ zŉí~ǓŦ
Ŧ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǚǓŦ ǙƎƖǄǎƵƭƱƼƑƠûŢŹƓŴŦ ŧſƥƐ&ĭSƗù	ƐƅŭƀVôĥƃƜƅŭŦ
Ŧ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǗǓŦ <uĸ ǄǎƵƭƱƼƔFƣúƩƋŭŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǘǓŦ Ñfĸ ǄǎƵƭƱƼƔFƣúƩƋŭŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǙǓŦ ÑÑĸ ǄǎƵƭƱƼƔFƣúƩƋŭŦ
Ŧ
Ŧ
Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǐǒǗǓŦ ƖƝƨĿƃƊ¥Ŧ ŧŦ ŮǘůǒǚśǓƖĭSƔVôƁŴŭŦ
Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǐǒǘǓŦ ƖƝƨĿƃƊ¥Ŧ ŧŦ ŮǙůǒǜśǓƖĭSƔVôƁŴŭŦ
Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǐǒǙǓŦ ƖƝƨĿƃƊ¥Ŧ ŧŦ ŮǚůǒǞśǓƖĭSƔVôƁŴŭŦ
Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǐǒǗǓŬǒǘǓŦ ƨĿƃƊ¥Ŧ ŧŦ ŮǘůǒǚśǓEƚŮǙůǒǜśǓƖĭSƔVôƁŴŭŦ
Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǐǒǗǓŬǒǙǓŦ ƨĿƃƊ¥Ŧ ŧŦ ŮǘůǒǚśǓEƚŮǚůǒǞśǓƖĭSƔVôƁŴŭŦ
Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǐǒǘǓŬǒǙǓŦ ƨĿƃƊ¥Ŧ ŧŦ ŮǙůǒǜśǓEƚŮǚůǒǞśǓƖĭSƔVôƁŴŭŦ
Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǐǒǗǓŬǒǘǓŬǒǙǓŦ ƨĿƃƊ¥Ŧ
Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ŧŦ ŮǘůǒǚśǓŬŮǙůǒǜśǓEƚŮǚůǒǞśǓƖĭSƔVôƁŴŭŦ
Ŧ
Ŧ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǚǓŦ ǙƎƖǄǎƵƭƱƼƑƠFƣúƩƐŴƓŴŭŦ ŧſƥƐ&ĭSƗù	ƐƅŭĥƃƜƅŭŦ
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4 
ǘǕīæƖ<uĸ ǄǎƵƭƱƼƔƎŴƏ 
! ƖĭSƔŷŴƏƗŬĻBǛzŉǒǘǖǖǜŨǘǖǗǗzǓƔīæŹFƣúƝŬù	ƁƥƊ<u
ĸ ǄǎƵƭƱƼƖŵƌàĳƖƠƖƔƎŴƏŷôŶƁŴŭƜƊŬƈƖǄǎƵƭƱƼƔĐ¢C7
ƁƥƊ^JƔƗŬƈƖƐīæƔƑƍƏ×ÞƔ¬ƠŃĒƋƑƧƥƤƠƖŬŴƗ¬ƠĔ
¼ƖbźŴƠƖƔŌhƃƏŬƖĭSƔŷôŶƁŴŭ 
 
ǘǔǗŦ īæƑĸ $<Û½ŊǒbfƖ<fŀŬtÚōǐåï½ŊƓƒƨNƞǓƑƗŬƒƖŻƢŴ
ŖƥƏŴƜƅŸŭ 
 
 
ǘǔǘŦ īæƑĸ $<Û½ŊƑƖŊƗŬ¿ƖƒƥƐƅŸŭ 
 
 
ǘǔǙŦ ęƖŝßŹĸ $ƨēƎŽƤ3ƔƒƖí~ƐųƍƊŸƨŬƈƥƉƥǗƎĿƁŴŭ 
ǒǗǓĆæ?ÍƐƖv^ƽǑƷ]Ɩ 
Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ÷ŗ©~ 
Ŧ Ǘǒm©ǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒŗ©Ǔ 
ǒǘǓĆæ?ÍƐƖƴǑƷňÜƖŗ©~ Ŧ Ǘǒm©ǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒŗ©Ǔ 
ǒǙǓĆæ?ÍƐƖƴǑƷ]Ɩ÷ŗ©~ Ŧ Ǘǒm©ǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒŗ©Ǔ 
ǒǚǓĸ $ƔŊƅƤ]Ɩ%ŗ©~ Ŧ Ǘǒm©ǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒŗ©Ǔ 
 
ǘǔǚŦ ęƖŝßŹĸ $ƨēƎŽƊŒƔƒƖí~ƐųƍƊŸƨŬƈƥƉƥǗƎĿƁŴŭ 
ǒǗǓĸ $ŹƍƏŴƤv^ƽǑƷ]Ƒ 
Ŧ Ŧ ĆæãĦƑƖưǊƺǄǒŖ~Ǔ Ŧ ǗǒƓŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒbǓ 
ǒǘǓĸ $ŹƍƏŴƤƴǑƷ]Ƒ 
Ŧ Ŧ ĆæãĦƑƖưǊƺǄǒŖ~Ǔ Ŧ ǗǒƓŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒbǓ 
ǒǙǓĸ $ƔoƅƤÏÞĕn~ Ŧ ǗǒĳŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒľŴǓ 
ǒǚǓǄǎƵƭƱƼCÖƔŷŽƤÞĎ~ Ŧ ǗǒƓŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒbǓ 
 
ǘŨǛŦ ęƖŝßŹǄǎƵƭƱƼĺċƐƗƒƖí~ƐųƍƊŸƨŬƈƥƉƥǗƎĿƁŴŭ
ƓŷŬăƗŬ<uĸ ǄǎƵƭƱƼƖăƨƃŬƈƖăŹĐ¢ŴƊ^JƔƗŬi9
ǍǅǌƐÞƓ4ƨ´ƊƃƊ¥ƔƎŴƏŷôŶƁŴŭŋLƄŭ 
ǒǗǓûTŎƖ<uĸ ƔoƅƤĦ Ŧ ǗǒŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒţŴǓ 
ǒǘǓăƖǬǳǰǧǲǢǥǩǐǦǮǣǩǯǱǩ~ Ŧ ǗǒŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒţŴǓ 
ǒǙǓăƑûTŎƖ'ǒ2ÞǓƓįŖ Ŧ ǗǒĳŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒľŴǓ 
ǒǚǓăƑûTŎƖŚ'ǒ!ÞǓƓįŖ Ŧ ǗǒĳŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒľŴǓ 
 
ǘǔǜŦ ƈƖăƖ¬ùfÁƗƐƅŸŭǗƎĿƁŴŭ 
 
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǗǓĳœƔųƤ<Û½ŊŦ Ŧ Ŧ Ŧ ǒǘǓ<ÛqŇlǒ<wŬáħwƓƒǓƑǁƫǄŹųƤŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǙǓŠjŦ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǒǚǓƈƖǒ)ÞƔŦ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǓŦ
Ŧ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǗǓf¶=¸Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǒǘǓţòf¶=¸Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǒǙǓä¯bfǐqŇf¶ǐţq=¸Ŧ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǚǓbf=¸Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǒǛǓbfō _IFŦ Ŧ ǒǜǓbfō@_IFŦ
Ŧ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǗǓLƄv;Õ±+Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǒǘǓĳœƖv;Õ±+Ŧ Ŧ Ŧ ǒǙǓLƖŁļ}â+Ŧ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǚǓĳœƖŁļ}â+Ŧ Ŧ ǒǛǓ¦°X+ǒľőZǓŦ Ŧ Ŧ ǒǜǓaXŦ
Ŧ
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5 
ǘǔǝŦ ƈƖăƖzťƗŬƒƖżƢŴƐƅŸŭǗƎĿƁŴŭ 
 
 
ǘǔǞŦ ƈƖăƗæ%æƖ3ƔæûŢŹųƣƜƅŸŭ 
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǗǓųƣƜƅǒıĄÒǓŦ Ŧ ǒǘǓųƣƜƇƩǒ¤ĔÒǓ 
 
ǘǔǟŦ ƈƖăƖ%æz¢ƗŬƒƖżƢŴƐƅŸŭǗƎĿƁŴŭ 
 
 
ǘǔǗǖŦ ƈƖăƖ<uĸ ǄǎƵƭƱƼƨNƟƊaŀĸ ǒ<uĸ ŬÑfĸ ŬÑÑĸ 
ƓƒǓƖøîûŢz¢ƗŬƒƖżƢŴƐƅŸǒæaƐƖûŢƠNƞǓŭ 
Ŧ Ŧ Ŧ ăƖaŀĸ ƖøîûŢz¢ǠŦ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ zí~ 
 
ǘǔǗǗŦ <uĸ ǄǎƵƭƱƼù	«ƔŷŽƤ´ƗƒſƜƐƐƃƊŸŭǗƎĿƁŴŭ 
 
 
ǘǔǗǘŦ ƒƖơŵƓ/ńƔŊƅƤĸ ǄǎƵƭƱƼƐƃƊŸŭǗƎĿƁŴŭ 
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǗǓ<Û½Uǐ<ÛÒ)Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǒǘǓéç½UǐéçÒ)Ŧ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǙǓ<ĊQŦ Ŧ Ŧ Ŧ ǒǚǓƈƖǒ)ÞƔŦ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ǔ 
 
ǘǔǗǙŦ <uĸ ƔŊƃŬĈ8ƃƊÊŬłƅƛźÊƓƒŹŸųƣƜƃƊƢĆÓƔę%ƁŴŭ 
 
 
Ŧ ƐŬ<uĸ ǄǎƵƭƱƼƔŊƅƤĭSƗù	Ɛƅŭ 
Ŧ 7ŶƏŬÑfĸ ǄǎƵƭƱƼƨĻBǛzŉƔFƣúƩƐŴƊ¥ƗŬƈƖƜƜ¿ƖŮǙǕīæƖÑ
fĸ ǄǎƵƭƱƼƔƎŴƏůǒǜśǓƔŷĹƝƁŴŭ 
Ŧ Ñfĸ ƔƗFƣúƩƐŴƓŴŹŬÑÑĸ ǄǎƵƭƱƼƔƗĻBǛzŉƔFƣúƩƐŴƊ¥
ƗŬŮǚǕīæƖÑÑĸ ǄǎƵƭƱƼƔƎŴƏůǒǞśǓƔŷĹƝƁŴŭ 
Ŧ ƈƥaƖ¥ƗŬĭSƗù	ƐƅŭƀVôųƣŹƑŵƀƂŴƜƃƊŭ 
ǒĆÓę%¾ǓŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǗǓǗǞǡǘǘÀŦ Ŧ ǒǘǓǘǙǡǘǛÀŦ Ŧ ǒǙǓǘǜǡǙǖÀŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǚǓǙǗǡǙǛÀŦ Ŧ ǒǛǓǙǜǡǚǖÀŦ Ŧ ǒǜǓǚǗǡǛǖÀŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǝǓǛǗÀŦ
Ŧ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǗǓŦ ĸ $Ƒ]ƐźƤǍǅǌƜƐ1ĽƅƤſƑŹƐźƊŭŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǘǓŦ ¤ďQƖºƨųƤí~):ƅƤǍǅǌƜƐ1ĽƅƤſƑŹƐźƊŭŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǙǓŦ ĸ $ƑƖ(LĤ£Ɩ[ñŬDƗËě-şƨċŵǍǅǌƜƐ1ĽƅƤſƑŹƐźƊŭŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǚǓŦ ¤ďQƖĜ½ƨňÜƅƤǍǅǌƜƐ1ĽƅƤſƑŹƐźƊŭŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǛǓŦ ¤ďQƨňÜƅƤǍǅǌƜƐ1ĽƅƤſƑŹƐźƊŭŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǜǓŦ ¤ďQƨĩ`ƅƤǍǅǌƜƐ1ĽƅƤſƑŹƐźƊŭŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǝǓŦ ¤ďQƖĩ`Ɣơƣ`ƨƤǍǅǌƜƐ1ĽƅƤſƑŹƐźƊŭŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǗǓǗǡǙzŦ Ŧ Ŧ Ŧ ǒǘǓǚǡǜzŦ Ŧ Ŧ ǒǙǓǝzǡǟzŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǚǓǗǖǡǗǚzŦ Ŧ ǒǛǓǗǛǡǗǟzŦ Ŧ ǒǜǓǘǖzǡǘǟzŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǝǓǙǖzŦ
Ŧ
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6 
ǙǕīæƖÑfĸ ǄǎƵƭƱƼƔƎŴƏ 
! ƖĭSƔŷŴƏƗŬĻBǛzŉǒǘǖǖǜŨǘǖǗǗzǓƔīæŹFƣúƝŬù	ƁƥƊÑf
ĸ ǄǎƵƭƱƼƖŵƌàĳƖƠƖƔƎŴƏŷôŶƁŴŭƜƊŬƈƖǄǎƵƭƱƼƔĐ¢C7
ƁƥƊ^JƔƗŬƈƖƐīæƔƑƍƏ×ÞƔ¬ƠŃĒƋƑƧƥƤƠƖŬŴƗ¬ƠĔ
¼ƖbźŴƠƖƔŌhƃƏŬƖĭSƔŷôŶƁŴŭ 
 
ǙŨǗŦ īæƑĸ $¡ąåï½ŊǒbfƖ<fŀŬtÚōƓƒƨŏŻǓƑƗŬƒƖŻƢŴŖƥƏ
ŴƜƅŸŭ 
 
 
ǙǔǘŦ īæƑĸ $¡ąåï½ŊƑƖŊƗŬ¿ƖƒƥƐƅŸŭ 
 
 
ǙǔǙŦ ęƖŝßŹĸ $ƨēƎŽƤ3ƔƒƖí~ƐųƍƊŸƨŬƈƥƉƥǗƎĿƁŴŭ 
ǒǗǓĆæ?ÍƐƖv^ƽǑƷ]Ɩ 
Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ÷ŗ©~ 
Ŧ Ǘǒm©ǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒŗ©Ǔ 
ǒǘǓĆæ?ÍƐƖƴǑƷňÜƖŗ©~ Ŧ Ǘǒm©ǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒŗ©Ǔ 
ǒǙǓĆæ?ÍƐƖƴǑƷ]Ɩ÷ŗ©~ Ŧ Ǘǒm©ǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒŗ©Ǔ 
ǒǚǓĸ $ƔŊƅƤ]Ɩ%ŗ©~ Ŧ Ǘǒm©ǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒŗ©Ǔ 
 
ǙǔǚŦ ęƖŝßŹĸ $ƨēƎŽƊŒƔƒƖí~ƐųƍƊŸƨŬƈƥƉƥǗƎĿƁŴŭ 
ǒǗǓĸ $ŹƍƏŴƤv^ƽǑƷ]Ƒ 
Ŧ Ŧ ĆæãĦƑƖưǊƺǄǒŖ~Ǔ Ŧ ǗǒƓŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒbǓ 
ǒǘǓĸ $ŹƍƏŴƤƴǑƷ]Ƒ 
Ŧ Ŧ ĆæãĦƑƖưǊƺǄǒŖ~Ǔ Ŧ ǗǒƓŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒbǓ 
ǒǙǓĸ $ƔoƅƤÏÞĕn~ Ŧ ǗǒĳŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒľŴǓ 
ǒǚǓǄǎƵƭƱƼCÖƔŷŽƤÞĎ~ Ŧ ǗǒƓŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒbǓ 
 
ǙǔǛŦ ęƖŝßŹǄǎƵƭƱƼĺċƐƗƒƖí~ƐųƍƊŸƨŬƈƥƉƥǗƎĿƁŴŭ
ƓŷŬăƗŬÑfĸ ǄǎƵƭƱƼƖăƨƃŬƈƖăŹĐ¢ŴƊ^JƔƗŬi9
ǍǅǌƐÞƓ4ƨ´ƊƃƊ¥ƔƎŴƏŷôŶƁŴŭŋLƄŭ 
ǒǗǓûTŎƖÑfĸ ƔoƅƤĦ Ŧ ǗǒŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒţŴǓ 
ǒǘǓăƖǬǳǰǧǲǢǥǩǐǦǮǣǩǯǱǩ~ Ŧ ǗǒŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒţŴǓ 
ǒǙǓăƑûTŎƖ'ǒ2ÞǓƓįŖ Ŧ ǗǒĳŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒľŴǓ 
ǒǚǓăƑûTŎƖŚ'ǒ!ÞǓƓįŖ Ŧ ǗǒĳŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒľŴǓ 
 
ǙǔǜŦ ƈƖăƖ¬ùfÁƗƐƅŸŭǗƎĿƁŴŭ 
 
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǗǓĳœƔųƤbfŦ Ŧ Ŧ Ŧ ǒǘǓ¡RƑǁƫǄŹųƤŦ Ŧ ǒǙǓ=¸ÐƖŕÒûŢŹųƤŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǚǓåïU)òƖŠjŦ Ŧ ǒǛǓƈƖǒ)ÞƔŦ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǓŦ
Ŧ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǗǓf¶=¸Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǒǘǓţòf¶=¸Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǒǙǓä¯bfǐqŇf¶ǐţq=¸Ŧ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǚǓbf=¸Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǒǛǓbfō _IFŦ Ŧ ǒǜǓbfō@_IFŦ
Ŧ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǗǓLƄv;Õ±+Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǒǘǓĳœƖv;Õ±+Ŧ Ŧ Ŧ ǒǙǓLƖŁļ}â+Ŧ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǚǓĳœƖŁļ}â+Ŧ Ŧ ǒǛǓ¦°X+ǒľőZǓŦ Ŧ Ŧ ǒǜǓaXŦ
Ŧ
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7 
ǙǔǝŦ ƈƖăƖzťƗŬƒƖżƢŴƐƅŸŭǗƎĿƁŴŭ 
 
 
ǙǔǞŦ ƈƖăƗæ%æƖ3ƔæûŢŹųƣƜƅŸŭ 
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǗǓųƣƜƅǒıĄÒǓŦ Ŧ ǒǘǓųƣƜƇƩǒ¤ĔÒǓ 
 
ǙǔǟŦ ƈƖăƖ%æz¢ƗŬƒƖżƢŴƐƅŸŭǗƎĿƁŴŭ 
 
 
ǙǔǗǖŦ ƈƖăƖÑfĸ ǄǎƵƭƱƼƨNƟƊaŀĸ ǒ<uĸ ŬÑfĸ ŬÑÑĸ 
ƓƒǓƖøîûŢz¢ƗŬƒƖżƢŴƐƅŸǒæaƐƖûŢƠNƞǓŭ 
Ŧ Ŧ Ŧ ăƖaŀĸ ƖøîûŢz¢ǠŦ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ zí~ 
 
ǙǔǗǗŦ Ñfĸ ǄǎƵƭƱƼù	«ƔŷŽƤ´ƗƒſƜƐƐƃƊŸŭǗƎĿƁŴŭ 
 
 
ǙǔǗǘŦ ƒƖơŵƓ/ńƔŊƅƤĸ ǄǎƵƭƱƼƐƃƊŸŭǗƎĿƁŴŭ 
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǗǓǀƫƯƻƱƿǎƵǑŦ Ŧ ǒǘǓǈƫƱǎƮǍƱƼǎƽƱƶŦ Ŧ ǒǙǓƹǃƼƬƭƪ 
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǚǓƈƖǒ)ÞƔŦ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ǔ 
 
ǙǔǗǙŦ Ñfĸ ƔŊƃŬĈ8ƃƊÊŬłƅƛźÊƓƒŸųƣƜƃƊƢĆÓƔę%ƁŴŭ 
 
 
Ŧ ƐŬÑfĸ ǄǎƵƭƱƼƔŊƅƤĭSƗù	Ɛƅŭ 
Ŧ 7ŶƏŬÑÑĸ ǄǎƵƭƱƼƨĻBǛzŉƔFƣúƩƐŴƊ¥ƗŬƈƖƜƜ¿ƖŮǚǕīæƖÑ
Ñĸ ǄǎƵƭƱƼƔƎŴƏůǒǞśǓƔŷĹƝƁŴŭ 
Ŧ ƈƥaƖ¥ƗŬĭSƗù	ƐƅŭƀVôųƣŹƑŵƀƂŴƜƃƊŭ 
ǒĆÓę%¾ǓŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǗǓǗǞǡǘǘÀŦ Ŧ ǒǘǓǘǙǡǘǛÀŦ Ŧ ǒǙǓǘǜǡǙǖÀŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǚǓǙǗǡǙǛÀŦ Ŧ ǒǛǓǙǜǡǚǖÀŦ Ŧ ǒǜǓǚǗǡǛǖÀŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǝǓǛǗÀŦ
Ŧ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǗǓŦ ĸ $Ƒ]ƐźƤǍǅǌƜƐ1ĽƅƤſƑŹƐźƊŭŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǘǓŦ ¤ďQƖºƨųƤí~):ƅƤǍǅǌƜƐ1ĽƅƤſƑŹƐźƊŭŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǙǓŦ ĸ $ƑƖ(LĤ£Ɩ[ñŬDƗËě-şƨċŵǍǅǌƜƐ1ĽƅƤſƑŹƐźƊŭŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǚǓŦ ¤ďQƖĜ½ƨňÜƅƤǍǅǌƜƐ1ĽƅƤſƑŹƐźƊŭŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǛǓŦ ¤ďQƨňÜƅƤǍǅǌƜƐ1ĽƅƤſƑŹƐźƊŭŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǜǓŦ ¤ďQƨĩ`ƅƤǍǅǌƜƐ1ĽƅƤſƑŹƐźƊŭŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǝǓŦ ¤ďQƖĩ`Ɣơƣ`ƨƤǍǅǌƜƐ1ĽƅƤſƑŹƐźƊŭŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǗǓǗǡǙzŦ Ŧ Ŧ Ŧ ǒǘǓǚǡǜzŦ Ŧ Ŧ ǒǙǓǝzǡǟzŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǚǓǗǖǡǗǚzŦ Ŧ ǒǛǓǗǛǡǗǟzŦ Ŧ ǒǜǓǘǖzǡǘǟzŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǝǓǙǖzŦ
Ŧ
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8 
ǚǕīæƖÑÑĸ ǄǎƵƭƱƼƔƎŴƏ 
! ƖĭSƔŷŴƏƗŬĻBǛzŉǒǘǖǖǜŨǘǖǗǗzǓƔīæŹFƣúƝŬù	ƁƥƊÑÑ
ĸ ǄǎƵƭƱƼƖŵƌàĳƖƠƖƔƎŴƏŷôŶƁŴŭƜƊŬƈƖǄǎƵƭƱƼƔĐ¢C7
ƁƥƊ^JƔƗŬƈƖƐīæƔƑƍƏ×ÞƔ¬ƠŃĒƋƑƧƥƤƠƖŬŴƗ¬ƠĔ
¼ƖbźŴƠƖƔŌhƃƏŬƖĭSƔŷôŶƁŴŭ 
 
ǚǔǗŦ īæƑĸ $¸ƑƗŬƒƖŻƢŴŖƥƏŴƜƅŸŭǗƎĿƁŴŭ 
 
 
ǚǔǘŦ īæƑĸ $¸ƑƖŊƗŬ¿ƖƒƥƐƅŸŭǗƎĿƁŴŭ 
 
 
ǚǔǙŦ ęƖŝßŹĸ $ƨēƎŽƤ3ƔƒƖí~ƐųƍƊŸƨŬƈƥƉƥǗƎĿƁŴŭ 
ǒǗǓĆæ?ÍƐƖv^ƽǑƷ]Ɩ 
Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ÷ŗ©~ 
Ŧ Ǘǒm©ǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒŗ©Ǔ 
ǒǘǓĆæ?ÍƐƖƴǑƷňÜƖŗ©~ Ŧ Ǘǒm©ǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒŗ©Ǔ 
ǒǙǓĆæ?ÍƐƖƴǑƷ]Ɩ÷ŗ©~ Ŧ Ǘǒm©ǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒŗ©Ǔ 
ǒǚǓĸ $ƔŊƅƤ]Ɩ%ŗ©~ Ŧ Ǘǒm©ǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒŗ©Ǔ 
 
ǚǔǚŦ ęƖŝßŹĸ $ƨēƎŽƊŒƔƒƖí~ƐųƍƊŸƨŬƈƥƉƥǗƎĿƁŴŭ 
ǒǗǓĸ $ŹƍƏŴƤv^ƽǑƷ]Ƒ 
Ŧ Ŧ ĆæãĦƑƖưǊƺǄǒŖ~Ǔ Ŧ ǗǒƓŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒbǓ 
ǒǘǓĸ $ŹƍƏŴƤƴǑƷ]Ƒ 
Ŧ Ŧ ĆæãĦƑƖưǊƺǄǒŖ~Ǔ Ŧ ǗǒƓŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒbǓ 
ǒǙǓĸ $ƔoƅƤÏÞĕn~ Ŧ ǗǒĳŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒľŴǓ 
ǒǚǓǄǎƵƭƱƼCÖƔŷŽƤÞĎ~ Ŧ ǗǒƓŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒbǓ 
 
ǚǔǛŦ ęƖŝßŹǄǎƵƭƱƼĺċƐƗƒƖí~ƐųƍƊŸƨŬƈƥƉƥǗƎĿƁŴŭ
ƓŷŬăƗŬÑÑĸ ǄǎƵƭƱƼƖăƨƃŬƈƖăŹĐ¢ŴƊ^JƔƗŬi9
ǍǅǌƐÞƓ4ƨ´ƊƃƊ¥ƔƎŴƏŷôŶƁŴŭŋLƄŭ 
ǒǗǓûTŎƖÑÑĸ ƔoƅƤĦ Ŧ ǗǒŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒţŴǓ 
ǒǘǓăƖǬǳǰǧǲǢǥǩǐǦǮǣǩǯǱǩ~ Ŧ ǗǒŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒţŴǓ 
ǒǙǓăƑûTŎƖ'ǒ2ÞǓƓįŖ Ŧ ǗǒĳŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒľŴǓ 
ǒǚǓăƑûTŎƖŚ'ǒ!ÞǓƓįŖ Ŧ ǗǒĳŴǓŦ Ŧ ǘŦ Ŧ ǙŦ Ŧ ǚŦ Ŧ ǛŦ Ŧ ǜŦ Ŧ ǝǒľŴǓ 
 
ǚǔǜŦ ƈƖăƖ¬ùfÁƗƐƅŸŭǗƎĿƁŴŭ 
 
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǗǓĕ¸Ŧ Ŧ Ŧ ǒǘǓcæŦ Ŧ Ŧ ǒǙǓŊĸæŦ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǚǓŠjŦ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǒǛǓ%ƥ$Ŧ Ŧ ǒǜǓÏ|Ŧ Ŧ Ŧ ǒǝǓƈƖǒ)ÞƔŦ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǓŦ
Ŧ
Ŧ Ŧ Ŧ ǒǗǓf¶=¸Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǒǘǓţòf¶=¸Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ Ŧ ǒǙǓä¯bfǐqŇf¶ǐţq=¸Ŧ
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